
くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。
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TURNING POINT
新たな成長へ、つなぐ。
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アフターコロナがようやく本格化し、新しい日常を迎えました。

人が動き、街に活気が加速度的に戻りつつあることを実感します。

一方で、新たなパンデミックへの懸念や、地政学リスクの高まりなど、

時代の不透明な状況は依然として続いており、

環境変化への対応力、レジリエンスを高めることはまさに喫緊の課題とも言えます。

経済が一層成熟化に向かう中で、求められるのは、深化と探索。

多様な知をつなぐイノベーションにより、本気の変革を実現する覚悟です。

我々の役割・存在意義は、社会に価値を提供するということ。

それは、お客様への付加価値の創造であり、

地域社会との協働であり、そして環境負荷を考慮した活動であると考えます。

社是「先義後利」「諸悪莫作 衆善奉行」の実践は

まさに共通価値の創造であり、サステナビリティそのものです。

当社が300年、400年という時代をつないで来ることができた根幹はそこにあります。

我々らしく、愚直に、そして革新的に。

新たな成長への解像度をもう一段上げていきます。

知を、つなぐ。

次へ、つなぐ。
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編集方針

本統合報告書は、J.フロント リテイリンググループが
持続的な企業価値向上に向け、どのような取り組み
を進め、事業ポートフォリオを変革しようとしているかに
ついて理解を深めていただくために発行しています。
冒頭で当社の価値観、ビジョンから価値創造プロセス、
ビジネスモデルを説明しながら、具体的な経営戦略に
基づく財務情報に加え、事業活動を通じた社会・環境
との関わりや、企業価値向上を支えるガバナンス体制
など非財務情報についても記載しています。編集にあ
たっては、国際統合報告評議会（IIRC）が提唱する「国
際統合報告フレームワーク」および経済産業省が提唱
する「価値協創ガイダンス」を参照しています。

対象期間

主に2022年度（2022年3月1日~2023年2月28日）を対象としていますが、
発行時点の最新情報も可能な限り掲載しています。

対象組織

J.フロント リテイリング株式会社および連結子会社

将来の見通しに関する注意事項

本統合報告書における業績予測や将来の予測に関する記述は、現時点で入手
可能な情報に基づき当社が判断した予測であり、潜在的なリスクや不確実性
その他の要因が内在されています。従って、様々な要因の変化により、実際の
業績は、見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

C O N T E N T S
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基本理念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　

私たちは、時代の変化に即応した
高質な商品･サービスを提供し、
お客様の期待を超えるご満足の実現を目指します。

私たちは、公正で信頼される企業として、
広く社会への貢献を通じてグループの発展を目指します。

未来を創ろう！
社会や生活者がまだ気づいていない、驚き喜ばれる新しいことを発明しよう。

失敗を恐れず挑戦しよう！
結果を恐れずに行動してみよう。そして皆で挑戦したことから学ぼう。

新しい発想を取り入れよう！
内向きになるのではなく、外部のヒト、モノ、コトに触れて発想をひろげよう。

自分で考えて行動しよう！
人に言われるのではなく、自分で考えて行動しよう。そして熱意をもってやりきろう。

良識を持ち、誠実でいよう！
社会人として 社会の良識に沿った行動をしよう。いつでも誠実で、正直でいよう。

ビジョンを実現するため、私たちが大切にする考え方

くらしの「あたらしい 幸 せ 」を発 明 する。

先義後利
諸悪莫作　衆善奉行

社是　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

グループビジョン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

J F R  W A Y 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

先義後利－この言葉は、中国戦国時代の思想家・荀子の「栄辱篇」から引用した

「先義而後利者栄」（義を先にして利を後にする者は栄える）の7文字でした。

一番大切なことは真実と誠意をもって事にあたることであり、「お客様のために

ならぬものは売らぬこと」「お客様に上下をつけぬよう」「人は正直で慈愛に富む

のが第一」「いかに才能に勝れても、不律儀な人間は役に立たない」と、大丸

では常にお客様に謙虚であるよう教えていました。松坂屋でも諸悪莫作、衆善奉行

（諸悪を犯すなかれ、善行を行え）の精神が大切にされていました。これらをいま

の言葉に言い換えると、「お客様第一主義」「社会への貢献」であり、ステーク

ホルダーの皆様のことを考え抜き、行動することが、ひいては事業の発展に

つながるということとなります。

くらし方の多様化が進む中で、お客様のニーズはハレの日だけではなく、幅広

く日常生活の中にも生まれてきています。今般の新型コロナウイルス感染拡大に

より、外出自粛や移動制限など多くの制約を受け、これまでに経験したことのない

ような不安や不満の中で暮らすことを余儀なくされたことは象徴的な出来事の

ひとつです。

もっと便利に、もっと快適に、という日常生活の中にある「不安」「不満」を取り除く

ことにより、多くのお客様がよりハレの日の領域に時間と余裕をまわせるように

したい―こうしたことこそが、我々がこれから果たしていくべき社会的役割、つまり

大義であると考えています。

また、楽しみ方が多様化し、コト消費への変化に加え、社会貢献への意識が

高まっているのも近年の大きな特徴です。こうした楽しみ方の多様化に対応し、

もっと楽しく、もっとワクワクできることを、当社グループとして提案できなければ

なりません。

事業活動を通じて社会課題の解決を実現する“共通価値創造（CSV：Creating 

Shared Value）”とは、すなわち、当社グループの社是を愚直に実践することに

他ならないと考えています。

Values and Vision
私たちの価値観
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1726年 (享保11年)　
大阪心斎橋筋に大阪店「松屋」を開き、 
現金正札販売を始める(心斎橋店現在地)

1728年 (享保13年)
名古屋本町4丁目に名古屋店を開き、 
初めて「大丸屋」を称する(明治43年閉鎖)

1737年 (元文2年) 
店是「先義後利」の掛軸を全店に配布 
京都・東洞院船屋町に京都総本店が新築完成　

1743年 (寛保3年)
江戸大伝馬町3丁目に江戸店開業(明治
43年閉鎖)

1757年 (宝暦7年)
江戸深川木場4丁目繁栄橋畔に 
木場別荘を作り、一郭に繁栄稲荷を祀る 
(コアビルに現存)

1787年 (天明7年)
江戸店が呉服商として売上日本一に

1837年 (天保8年)
大塩の乱起こる。「大丸は義商なり、 
犯すなかれ」と、焼き討ちを免れる

1907年 (明治40年)
資本金50万円で 

「株式合資会社大丸呉服店」を設立

1908年 (明治41年)
神戸元町4丁目に神戸出張所を新築開店

1912年 (明治45年)
京都店が四条通りに鉄筋木造3階建の 
新店舗開店(現在地)、デパート形式をとる

1913年 (大正2年)
商標を改め登録

1920年 (大正9年)
資本金1,200万円で「株式会社大丸呉服店」 
設立

1922年 (大正11年)
デパート業界で初めての週休制を実施

1927年 (昭和2年)
大阪店(現心斎橋店)にデパート業界初の 

「染色試験室・衛生試験室」 
(現消費科学研究所)を開設

1928年 (昭和3年)

商号を「株式会社大丸」に改める

1953年 (昭和28年)
クリスチャン・ディオールと独占契約を結ぶ 
海外デザイナーとの提携は日本で初めて

1959年 (昭和34年)
オリジナル紳士服「トロージャン」誕生

1961年 (昭和36年)
日本の小売業界売上NO.1を達成 
(1960年下期から1968年下期まで連続)

1964年 (昭和39年)
ジバンシィと独占契約を結ぶ

1983年 (昭和58年)
大阪ターミナルビル「アクティ大阪」に梅田店 
開店、新CI導入、新しいマークを制定

1997年 (平成9年)
神戸店(1995年阪神・淡路大震災で被災)が 
復興グランドオープン

1999年 (平成11年)
経営改革(営業改革・外商改革)を 
本格スタート 
(翌年人事改革・後方部門改革をスタート)

1659年 (万治2年)

名古屋茶屋町に呉服小間物問屋を開業

1736年 (元文元年)
呉服太物小売商に転業

1740年 (元文5年)
尾張藩の呉服御用となる

1745年 (延亨2年)
京都室町錦小路に仕入店を開設

1768年 (明和5年)
上野の松坂屋を買収、「いとう松坂屋」と改め、 
江戸へ進出

1805年 (文化2年)
江戸大伝馬町に木綿問屋亀店を開業

1868年 (慶応4年)
上野店、上野戦争で官軍の本営となる

1875年 (明治8年)
ゑびす屋呉服店を買収、大阪へ進出

1881年 (明治14年)
名古屋茶屋町角に 
伊藤銀行(旧東海銀行のルーツ)を開業 1907年 (明治40年)

上野店を「合資会社松坂屋いとう呉服店」
に改組

1910年 (明治43年)
「株式会社いとう呉服店」を設立(資本金
50万円)、名古屋・栄町に百貨店を開業

1917年 (大正6年)
上野店新本館完成

1923年 (大正12年)
大阪店(日本橋筋)再開 
(66年天満橋に移転、04年閉店)

1924年 (大正13年)
銀座店開店

1957年 (昭和32年)
カトレヤをシンボルフラワーに制定

1972年 (昭和47年)
名古屋店北館を増築

1991年 (平成3年)
名古屋店南館を増築し、 

「松坂屋美術館」を開設

2003年 (平成15年)
名古屋店新南館増築で日本最大級の百貨店に

2006年 (平成18年)
持株会社 

「株式会社松坂屋ホールディングス」を設立

2007年 (平成19年)
株式会社大丸と経営統合 
持株会社 

「Ｊ．フロント リテイリング株式会社」を設立

2010年 (平成22年)
株式会社大丸と合併し、 

「株式会社大丸松坂屋百貨店」誕生

2011年 (平成23年)
松坂屋コレクション「慶長小袖」が 
重要文化財の指定を受ける

Values and Vision
歴史ー伝統（創業⇒百貨店誕生）

変化を乗り越えた、歴史

1717年 (享保2年)
下村彦右衛門正啓が京都伏見に 
呉服屋「大文字屋」を開業(大丸創業)

伊藤蘭丸祐道が名古屋本町に 
呉服小間物問屋を創業

1611年 (慶長16年)

呉服屋、呉服小間物問屋として創業した大丸と松坂屋。
300年、400年という永い歴史の道程は決して平坦ではありませんでした。
いくつもの危機を乗り越えながら店舗拡張などを経て、100年前には百貨店へと業態転換。
変わらない価値観を持ちながら、時代の変化に対応し続けることで、
まさに「サステナビリティ」を体現しています。

松坂屋

大丸

2003年 (平成15年)
札幌店オープン

2007年 (平成19年)
株式会社松坂屋ホールディングスと経営統合 
持株会社 

「Ｊ．フロント リテイリング株式会社」を設立

2009年 (平成21年)
心斎橋店北館オープン

2010年 (平成22年)
株式会社松坂屋と合併し、 

「株式会社大丸松坂屋百貨店」誕生

2011年 (平成23年)
梅田店増床オープン

大丸心斎橋店北館オープン 文楽上演の「大阪繁昌記」

1800年代 1900年代 2000年代

安永元年 上野店外郭見取り図

百貨店開業
名古屋店新南館増築

Value Creation Management Strategy Sustainability Governance Data
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2011年3月 大丸梅田店増床オープン 

2012年（平成24年）
（株）パルコ株式33.2%を取得し、 
持分法適用関連会社化
上海新南東項目管理有限公司および上海新世界股份
有限公司の2社と、中国上海市黄浦区での 
百貨店新設・運営において、当社が技術支援・協力する
ことについて基本合意

（株）スタイリングライフ・ホールディングスとの 
共同出資により、JFR PLAZA Inc.を設立

（株）パルコ株式を公開買付けにより65%まで 
追加取得し連結子会社化

（株）ディンプルを会社分割し、 
（株）大丸松坂屋セールスアソシエイツを設立
大丸東京店を第Ⅱ期増床

2013年（平成25年）
スーパーマーケット事業の（株）ピーコックストア 
全株式をイオン（株）に売却
フォーレスト（株）株式70.52%を取得し、 
連結子会社化

2021年（令和3年）
株式会社J.フロントフーズの全株式を 
譲渡（2月）

「新・中期経営計画」スタート（3月）
株式会社ヌーヴ・エイの全株式を譲渡（6月）
株式会社大丸松坂屋百貨店が 
株式会社大丸松坂屋セールスアソシエイツを 
吸収合併（9月）

2022年（令和4年）
株式会社ディンプルの株式の一部を譲渡（2月）
イグニション・ポイントベンチャーパートナーズ
株式会社と共同で、CVCファンド「JFR MIRAI 
CREATORS Fund」を設立（10月）
株式会社ＸＥＮＯＺの株式50.8％を取得、子会社化

（11月）

2023年（令和5年）
J．フロント都市開発株式会社を設立（3月）
株式会社フィナンシェに出資（4月）

時代変化のスピードは加速の一途。
90年代のバブル崩壊を機に景色は急変し、業界再編は待ったなしの状況となりました。
そうした中、大丸と松坂屋ホールディングスは両社の強みを拡張し、再成長を目指した経営統合を実行。
さらにリテールのウイング拡大に向け、パルコを2012年に連結子会社化し、2020年には完全子会社化を実現。
異質な文化の本格融合は、まさにこれからが本番です。

Values and Vision
歴史ー革新（再編⇒ポートフォリオ変革）

2007年（平成19年）
（株）大丸と（株）松坂屋ホールディングスが経営統合、
J.フロント リテイリング（株）を設立
大丸東京店を第Ⅰ期移転増床

2008年（平成20年）
（株）大丸クレジットサービスがJFRカード（株）に 
社名変更

（株）大丸装工と（株）大丸木工、松坂屋誠工（株）、 
日本リフェクス（株）が合併し、 

（株）J.フロント建装が誕生
（株）ディンプルが 
（株）大丸セールスアソシエイツを吸収合併
（株）大丸と（株）松坂屋の情報システムを統合

2009年（平成21年）
（株）レストランピーコックが松栄食品（株）を 
吸収合併し、（株）J.フロントフーズが誕生
松坂サービス（株）が（株）JFRサービスに 
社名変更
大丸心斎橋店北館を開業

（株）JFRサービスが 
（株）大丸リース&サービスを吸収合併

2010年（平成22年）
（株）大丸と（株）松坂屋が合併し、 
（株）大丸松坂屋百貨店が誕生
（株）J.フロント建装が（株）DHJを吸収合併
（株）大丸友の会が（株）マツザカヤ友の会を 
吸収合併し、（株）大丸松坂屋友の会が誕生

2011年（平成23年）
松坂屋コレクション「慶長小袖」が 
重要文化財の指定を受ける
大丸梅田店増床オープン

2014年（平成26年）
「2014-2016年度 中期経営計画」スタート
楽天Rポイントカードとの提携開始
福岡PARCOが新館開業
クールジャパン機構へ出資

2015年（平成27年）
福岡PARCO本館を増床

（株）千趣会株式22.6%を取得し 
持分法適用関連会社化
上海新世界大丸百貨が開業
大丸心斎橋店 本館の建替えを決定
渋谷PARCOの建替えを決定
スクラムベンチャーズへ出資

2019年（平成31年／令和元年）
錦糸町PARCOが開業（3月）
サンエー浦添西海岸パルコシティが開業（6月）
大丸心斎橋店 新本館が開業（9月）
新生渋谷PARCOが開業（11月）
株式会社パルコの完全子会社化に向けた 
TOB開始（12月）

2020年（令和2年）
株式会社大丸松坂屋百貨店が 
株式会社下関大丸を吸収合併し、直営店化（3月）
株式会社パルコを完全子会社化（3月）
現中期経営計画を終了、 
新･中期経営計画策定に着手
株式会社大丸松坂屋百貨店の不動産事業を 
株式会社パルコに移管（9月）
心斎橋店北館に心斎橋PARCOが開業（11月）

2017年（平成29年）
「2017-2021年度 中期経営計画」スタート
国際会計基準（IFRS）を任意適用

（株）JFRオンラインを事業譲渡
「GINZA SIX」開業
指名委員会等設置会社へ移行
フォーレスト（株）株式を譲渡
上野PARCO_yaが開業
上野フロンティアタワーが開業
JFR PLAZA Inc.解散・清算

2018年（平成30年）
（株）千趣会が実施する自己株式取得に応諾

2014  2016年度
中期経営計画

2017  2021年度
中期経営計画

2021  2023年度
新・中期経営計画

異質さが生み出す、未来

事業統合・再編期

2007年9月J.フロント リテイリング（株）を設立

2016年 松坂屋名古屋店北館「GENTA」誕生

基盤構築期 ポートフォリオ変革推進期事業構造変革期2007年
 (平成19年)

2017年4月 GINZA SIX開業

2019年9月 大丸心斎橋店本館グランドオープン2016年11月  「大丸京都店 衹園町家」をオープン
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Values and Vision
サステナビリティ経営

当社グループは300年、400年という歴史の中で数々の危機に遭遇してきました。
そうした状況に直面するたびに、「先義後利」「諸悪莫作　衆善奉行」という社是に
立ち返り、お客様や社会の変化を機敏に捉えながら事業活動を愚直に実践して
きたことが、今日の経営につながっているものと確信しています。社会との共存なく
して企業の発展はありません。いま経営には、一層の長期視点により、社会に存在
意義を放つ将来のあるべき企業像を描くことが不可欠となっています。環境や
社会、人権などの課題から目を背けて企業活動を行うことができないのは明らか
です。そうした解決に向けたサステナビリティの概念を企業戦略および事業戦略
に組み込むことにより、将来の成長に向けた持続可能な経営の枠組みを獲得
できるものと考えています。

社是を基軸にサステナビリティを経営の中核に据え、事業活動を通じた社会課題
の解決に取り組むことにより、社会的価値と経済的価値の両立をはかっていきます。

共通価値の創造
サステナビリティ経営

つのマテリアリティ
  （重要課題）

当社は、サステナビリティ経営の推進、グループビジョンのゴールである
「Well-Being Life」の実現に向けて、マテリアリティを特定しています。

環境問題、コロナ禍等による外部環境の変化、既存のマテリアリティのバラ
ンス、さらにSDGsへの貢献に向け検討した結果、新たに「サーキュラー・エコ
ノミーの推進」「お客様の健康・安全・安心なくらしの実現」を追加しました。

また、既存のマテリアリティについても、国内外での脱炭素の意識の
一層の高まりを受け、「低炭素社会への貢献」については、「脱炭素社会の
実現」に改めました。加えて、「ダイバーシティの推進」、「ワーク・ライフ・バラ
ンスの実現」についても、社会的背景を考慮し、「ダイバーシティ＆インクルー
ジョンの推進」「ワーク・ライフ・インテグレーションの実現」に改めました。

７つのマテリアリティについて、リスクと機会の両面を明らかにすることで、
リスク対応とともに、それぞれのマテリアリティにおけるビジネスチャンスを
創出し、ＣＳＶ（共通価値の創造）の考えに基づき社会的価値と経済的価値
を同時に実現することを目指します。

サプライチェーン全体の
マネジメント

脱炭素社会の実現
お客様の健康・安全・
安心なくらしの実現

サーキュラー・エコノミーの
推進

ワーク・ライフ・
インテグレーションの実現

地域社会との共生

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

非
常
に
高
い

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の
影
響
高
い

非常に高い高い
J.フロント リテイリング グループへの影響

J.フロント リテイリンググループの
マテリアリティ・マップ

環境・社会課題認識
マテリアリティ候補リストアップ

ステークホルダー視点での
重要課題ヒアリング

自社の強み・インパクトについての評価
自社にとっての重要課題の抽出 論議・特定

自社の取り組みやESGガイドライン、ベンチマーク企業を参考に25項目を選択
（組織統治・人権・労働慣行・環境・公正な事業慣行・コミュニティなど）

環境や社会に著しく影響があると
思われる社会課題100項目を選択

ステークホルダーへのアンケート（4,250名）、経営者インタビューを実施

経営会議・取締役会で論議

経営会議・取締役会で論議

マテリアリティ5項目を選定

● 「低炭素社会への貢献」
● 「サプライチェーン全体のマネジメント」
● 「地域社会との共生」
● 「ダイバーシティの推進」
● 「ワーク・ライフ・バランスの実現」

2018
マテリアリティ2項目を追加、3項目を更新

● 「脱炭素社会の実現」
● 「サーキュラー・エコノミーの推進」
● 「サプライチェーン全体のマネジメント」
● 「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進」
● 「ワーク・ライフ・インテグレーションの実現」
● 「お客様の健康・安全・安心なくらしの実現」
● 「地域社会との共生」

2021

マテリアリティマップの作成

環境課題を取り巻く外部環境の変化・新型コロナウイルス
による変化・当社のマテリアリティの視点で見直し

※赤文字は追加したマテリアリティ

マテリアリティの特定プロセス

お客様の健康・安全・安心なくらしの実現

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

ワーク・ライフ・インテグレーションの実現

地域社会との共生

サプライチェーン全体のマネジメント

サーキュラー・エコノミーの推進

脱炭素社会の実現

7

企業戦略・事業戦略と
サステナビリティ経営を一体化

当社の強みを活かしたCSVの実践
（共通価値の創造）

グループビジョンのゴールである
「Well-Being Life」を
新たな価値創造を通じて提案

社是
先義後利

諸悪莫作  衆善奉行

グループビジョン
くらしの

「あたらしい幸せ」を
発明する。

サステナビリティ方針
人びとと共に、地域と共に、環境と共に

目指す企業像と価値提供
こころ豊かなライフスタイルをプロデュースし、​

地域と共生する個性的な街づくりを行う

経営戦略／事業戦略

目指すべき方向性

当社が優先して取り組む課題

くらしの
「あたらしい幸せ」を

発明する。
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出遅れた本格リオープン始まる

新型コロナウイルスは、本年5月から、感染症法上の位置
づけが季節性インフルエンザと同等の「5類」に移行されま
した。百貨店業界は小売業の中においてはリオープンが
最も遅れていましたが、ようやく本格的な回復基調となって
きました。人流の復活とともに、経済活動はますます正常
化、活発化に向かうものと見ています。

また、近年では見られなかった高い水準の賃上げへの
動きは、消費者マインドを確実に前向きにするものと思われ
ます。当社においても、生活支援金という名目ではあります
が、2023年度の月例賃金に社員一律10,000円を上乗せ
しました。さらに、コロナ貯蓄の残余分を含めた日本国内
の個人金融資産が2,000兆円を超える水準が続いている
状況を踏まえると、絶対的な資産価値、あるいはかけがえ
のない体験価値を提供できるなど、なにかひとつのきっかけ
があれば、消費に確実にプラスに働くセンチメントにある
と言えるかもしれません。

当社の回復プロセスで牽引役となっているのは、やはり
百貨店売上の富裕層消費です。当社は今中期計画期間
においては、まずコロナ禍のダメージからB/S、P/Lとも
に完全復活することを最優先とし、投資をある程度絞り
込まざるを得ない中で、百貨店ではラグジュアリーと時計
のカテゴリーを重点的に強化してきました。また、デジタル
タッチポイントの一層の拡張も想定以上に進んでいます。

なかでも20代から40代の比較的若い顧客層の消費を
促すことができ、こうしたお客様の外商売上に占めるシェア
も3割に迫るほどまで拡大しました。さらに、昨今の株高も
資産効果として富裕層消費を継続的に後押ししていくで
しょう。コロナ禍を経て、二極化がより鮮明になっていると
も感じます。

一方で、長引くインフレ状況は注視しています。当社でも
光熱水費の上昇は昨年2022年度の営業利益に対し、26
億円のマイナスインパクトとなっており、本年2023年度も
同程度の影響を見込んでいる状況です。ご家庭でも光熱
水費の上昇だけでなく、食品などでは同品目でも数度に

J.フロント リテイリング株式会社
取締役兼代表執行役社長

変革に、
平坦な道はない。

Value Creation
トップメッセージ

わたる値上げが繰り返されるケースも見られます。近年稀
に見るせっかくの賃上げ効果の広がりも、実質賃金は上が
りにくい状況にあるのは否めません。

そうした一部の不透明な要素を加味しても、当業界は出
遅れていた分、国内人流のさらなる回復加速や、今後予想
される中国本土からのインバウンド顧客の需要を考慮す
ると、リオープン効果は一定程度持続するのは確かであろ
うと思います。

しかし、我々はいまの状況を過大評価しないようにして
います。むしろ、いまが当社グループの大きな転換点、まさに

「変革へギアを上げる」好機と捉えるべきだと考えています。
百貨店がこれまで抱えてきた本質的な課題がにわかに解決
されたわけではありません。過去の延長線上に明るい未来
は決して描けないという、私のこれまでの考え方はいまも
変わってはいません。

資本収益性に基づく店舗強化

当社は、ポートフォリオ変革の実現に向け、資本コストを
意識した事業別ROICの導入による経営管理の高度化に
取り組んでいます。投下資本に対するリターンという視点
で事業別ROICの向上を追求することが経営管理を進化
させることになると考えています。事業利益率の向上と、
従業員の取り組みの結びつきがわかりやすい指標である
ということもポイントと認識しています。

現在の当社事業ポートフォリオにおいて最も高いROIC
を示しているのは百貨店事業ですが、だからと言ってここ
に投資を集中するというのは中長期視点で見たときの方向
性でないのは明らかです。一方で、百貨店が現在進める様々
な変革への取り組みにより、もう一段高いROICの追求は
決して不可能ではないとも見ています。店舗を増やすという

しかし、いまの状況を過大評価はしない。

むしろ、いまが「変革へギアを上げる」好機。
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ことによる成長は困難だとしても、ビジネスモデル改革に
より進化する余地は充分にあるという考えです。すでに当社
の百貨店では店舗ごとのB/Sを把握できるようになっており、
事業別ROIC導入を機にさらなる資本収益性の向上を目指し
ていきたいと考えています。

当社のリテールビジネスは、デジタル化を推進するに
あたっても、やはりリアル店舗が強いということが前提に
なると考えます。店舗を強くするためには、コンテンツ、サービス、
店舗環境、そして高効率オペレーションに磨きをかけなければ
なりません。そのためには、店舗ごとの資本収益性を見極め
ながら、確実なリターンを見込める店舗への投資はもっと
積極的に行うべきと考えています。ROICの導入はそうした投資
とリターンの関係を重視する意識変革にもつながっています。

近年では、心斎橋店の建替えで多くのキャッシュを必要と
しましたので、やや他の基幹店への投資が抑制気味であった
ことは否めません。具体的には、百貨店では名古屋店や
札幌店、神戸店などは、適切な投資を行えばかなりのキャッ
シュを稼ぐことができるポテンシャルがあると見ています。

ROIC経営をグループレベルで定着させるためには、やはり
現場がどれだけ腹落ちするかということが極めて重要となり

ます。ホールディングスの“上から目線”ではなく、事業会社と
同じ目線で進めるということには留意したいと考えています。

昨年度は理解浸透フェーズと位置づけ、事業会社各社に
おいて勉強会や説明会を進めるとともに、KPI、KPIツリー
の運用方法などについての摺り合わせを行いました。今年
2023年度は、百貨店やパルコの一部店舗で先行運用を行う
とともに、次期中期計画の財務目標の設定および目標達成
に向け、ROICを軸に道筋を描き、2024年度からの本格稼働
を目指していきます。

資本市場ではPBR１倍割れの改善にフォーカスが当たって
いますが、当社はこうした事業別ROIC導入により、経営の高度
化を実現し、事業ごとにROICスプレッドの拡大をはかってい
くことがPBRの向上にもつながるものと確信しています。

しかし、当社のPBRが現状1倍前後の水準にとどまって
いる根本的な要因は、当社の中長期的な成長への解像度
が不充分であるということに尽きるのでしょう。成長に向け
た深化と探索には必要な投資を積極的に行うことも不可
欠です。そのため、我々はいま取り組む変革がどのような
未来につながるのか、もっと解像度を上げて示していく
必要があると考えています。

多様性をイノベーションへ

いまのような不確実性の高い時代を生き抜くにはイノ
ベーションが不可欠です。イノベーションは既存の知の組み
合わせから生み出されるものであり、そのイノベーション
を起こすことができるのは「人」以外にありません。そのため、
知は多様であればあるほど、選択肢が増えるのは自明の
ことだと思います。多様性については、女性をもっと登用し
ていくということはマストとしながら、年齢やバックボーン
なども含めた多様な人たちから生まれる「考え方の多様性」
というものをより重視しています。

そこでポイントになるのは、ひとつはパルコという、百貨店
とは違うカルチャーで育った人財をインクルードすること
だろうと思います。パルコは2020年3月に100％の子会社と

なりましたが、その後、最初の1年はパルコの人財をグループ
としてしっかりと組み入れられてきたとは言えず、ほとんど
スタンドアローンの組織といってもいい状況でした。

そこで、今中期計画を進める中で、まずホールディング
スを中心に、基幹ポストにパルコ出身者の配置を意識的
に進めました。一緒になって本格的に仕事を進めていく
と、やはり百貨店出身者とは違ういろいろな考え方や視点
を持つ人が多くいることがわかってきました。このナレッジ
をグループに取り込み、融合させていくことが、今後ひとつ
の大きな武器になってくるということを確信しています。

また、外部からのキャリア採用も経営戦略や財務、法務
を中心に積極的に進めています。ホールディングスではキャ
リア採用の比率が近いうちに50％まではいくだろうと思っ
ています。デジタル人財については採用が難しくなってきて

いるのは事実です。言うまでもなく、デジタルは生産性向上
という視点で欠くことのできないファクターです。そのため、こ
れまでに外部から採用したデジタル専門人財をリーダーと
する「デジタル人財育成プラン」を昨年秋からスタートさせま
した。2030年までにデジタル人財を1,000人育成するという
チャレンジングな目標を設定し、意欲的に進めています。

多様な考え方や視点を活かすというのは、人財そのも
のを取り込むことに限ることではありません。つまり、外部
と協業する場をつくるということ、特に若い人たちにそうし
た機会を設けることが重要だと感じています。昨年秋に設
立したCVCファンドはまさにそうした役割を果たすことを
目指したものです。若手が中心となってスタートアップ企
業との協業を模索し、事業会社の従業員も巻き込みなが
らイノベーションを通じたシナジー創出に取り組んでいま
す。すでに5件への出資が行われていますが、そこからどう
いったアウトプットを見せてくれるのかに注目しています。

ホールディングスでは多様性が本当に進みつつあると思い
ます。しかし、大丸松坂屋百貨店やパルコでは残念ながらまだ
まだと言わざるを得ません。イノベーションを促すという視点
で、やはりここにはぜひ切り込んでいきたいと考えています。

“新時代”の顧客創造

百貨店ビジネスは比較的年齢層の高い固定顧客に支
えられています。それは、一方ではお客様と一緒に年齢を
重ねているとも言え、新たなお客様、とくに若年顧客をい
かに開拓していくということが課題になっています。

先ほども少し触れましたように、富裕層消費を表す当社
百貨店の外商売上は百貨店のお客様として比較的若い
20～40代の購買シェアがコロナ禍を経て拡大傾向にあり
ます。これはラグジュアリーや現代アートというコンテンツ

を基軸に活発な購買が続いているということになります。
大事なのはコンテンツであり、タッチポイントのデジタル化
であり、リアルな店舗空間であると実感しています。

そうしたことをさらに強く示唆するのは、ラグジュアリー
モールとして存在感を高める「GINZA SIX」の動きです。
GINZA SIXは“百貨店をやらない”という選択で2017年に開業
し、その後、2021年に多くのショップが更新のタイミングを迎
えたため、テナントの入替えを含めた大幅改装を行いました。
まさにコロナの最中ということもあり、一部ではややネガティブ
な見方もされたようですが、昨年12月には過去最高月間売上
を記録するなど、想定以上の躍進が続いています。特に注目
しているのは、20代、30代のお客様で売上の半分を占めて
いるという点です。このファクトにはグループの将来に可能
性を見出しています。新たな顧客創造に向け、リテールとして
できることがまだまだあるのでなないかと感じています。

顧客創造という視点をもう少し広げると、グループとして
中長期な成長を目指していく上では、ミレニアル世代やZ
世代に当社グループとしてどのようにアクセスしていくの
かは大きな課題です。私は意識的にこうした世代の人たち
とも話す機会を持つようにしていますが、単に年齢という
デモグラフィックな因子では説明できないほど、ライフスタ
イルや価値観が我々昭和世代とは明らかに違うと感じて
います。いずれも、デジタルネイティブであり、特にZ世代
はソーシャルネイティブとも言われますので、これまでとは
まったく違うアプローチが必要であると考えています。

その一環として、当社は昨年10月にeスポーツチーム
「SCARZ」を運営する株式会社XENOZの株式50.8％を取
得することによって子会社化し、eスポーツ事業に参入する
こととしました。eスポーツはZ世代をはじめ10代～30代
を中心とした若い世代の関心が高いことが特徴とされま
す。メタバースやＮＦＴなどのデジタルを活用したビジネス
とも親和性が高く、様々なビジネス展開が期待されます。

イノベーションを起こすのは「人」しかいない。

そのため、若手も外部も積極的に取り込む。
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創造し、提供するという視点で様々なアクションにつなげて
います。

一例ですが、いま当社と地域のユニークな取り組みとして
可能性を感じているのは、博多大丸で始めた「九州探検隊」と
いう活動です。これは、当社百貨店の社員が九州・沖縄の各市
を訪問し、行政と協力しながら、まだ広く知られていないその都
市の魅力的な人、モノ、コト、さらに文化までを発掘し、その内容
を当社から紹介させていただくことにより、地域全体の活性化
を目指したものです。2023年7月現在で、九州・沖縄地区の112

都市から情報発信アンバサダーとして認定されています。
また、パルコは株式会社CAMPFIREとクラウドファンディング

「BOOSTER（ブースター）」を共同運営し、各地の大丸、松坂屋
やパルコとその地域との連携により、地元の職人や企業ととも
に進化した地域活性化の仕組みづくりに取り組んでいます。

地域の原石を発掘し、磨き上げる。ハイクオリティなグロー
バル・コンテンツの拡充だけではなく、今後、そうしたことが、
むしろインバウンドなども含めたグローバル戦略にもつな
がっていくかもしれません。

当社グループ施設でのイベント開催など集客というリアルで
の効果を確実に実現しながら、デジタル面へのビジネス拡張
により、戦略遂行の加速につながると考えています。

有力なコンテンツを獲得し、そしてリアルの商業施設を
もっと強くする。新たなマーケットを開拓するためにはやはり
コンテンツの充実が基軸となります。eスポーツはその大事
なひとつになるものと確信しています。

もうひとつ重要な要素としては、顧客の組織化という点
で、時代の変化を踏まえたアプローチの工夫を加えていくこ
とも不可欠だと考えています。今日の消費行動における特徴
としては、価値観が多様化し、お客様の嗜好も細分化されて
いることを背景に、言わば、狭くて深いマーケットが存在感
を示しているということがあります。偏愛や熱狂といったキー
ワードもそうした状況を表すものであると思います。つまり、
同じ志向を強く持つ人たちのつながりが重視される時代、ま
さにコミュニティの時代であり、そこにおられる人たち同志
の交流から得られる情報をコマースに活かすことも検討して
います。すでにそうした運営力やノウハウを持つ企業への出
資も行うなど準備を進めており、新たな顧客づくりにつなげ
ていきたいと考えています。

 “地域”を成長ドライバーに

これまでパルコが担ってきたデベロッパー事業は、本年3
月1日をもってパルコから分割し、「Ｊ.フロント都市開発」とい
う独立会社として新たにスタートしました。同時に、デベロッパー
事業をグループ視点で最適化し、価値創出の最大化をはかる
ため、ホールディングス内にＣＲＥ戦略統括部を新設しました。

そして、この部門のトップには、私が兼務するかたちで就任
しました。

新会社の戦略推進にあたり、重点エリアと定めた7都市
（東京・札幌・名古屋・大阪・京都・神戸・博多）には百貨店
の大丸、松坂屋あるいはパルコが位置しています。つまり、主
要都市に店舗周辺を含めた開発可能な不動産を所有してい
るのが特徴であり、強みであると考えています。すでに、名古
屋・栄地区と大阪・心斎橋地区ではプロジェクトが具体化し
ており、2026年にいずれも竣工を予定しています。さらに、福
岡・天神地区においても、いよいよ動き始めた「天神ビッグ
バン」を契機として、大型開発プロジェクトを進める方向で検
討をスタートさせました。その他の重点エリアでも、順次パイ
プラインを具体的に示していく予定です。新たな成長ドライ
バーによる当社のポートフォリオ変革に向けたひとつの方向
としてご期待いただきたいと思います。

デベロッパー事業の拡大に向けては、ホテルやオフィス、
あるいはレジデンスなど商業以外にも取り組み、デベロッ
パー事業としての収益の多元化を進めていきますが、当社が
デベロッパー事業を行う意義は、やはり商業に強みがあると
いうところにあります。ただ、それを百貨店、あるいはパルコと
いった既存リテールに限るのではなく、むしろ百貨店、パルコ
の強みを融合させたような“新たなリテール”の形を創造
することにより、独自の価値を社会に提供できるのではない
かと考えています。そうしたことができるのが、当社グループ
のユニークさにつながるものと見ています。

このように、当社は全国にある百貨店とパルコを基軸に、
地域との共生に取り組んでいることが大きな存在価値となって
います。地域の中にある各店舗を「点」として捉えるのではなく、
地域を巻き込んだ「面」として捉え、地域社会が求める価値を

共通価値創造は社是の実践

当社の社是にある「先義後利」あるいは「諸悪莫作 衆善
奉行」はいまという時代に本当にフィットした考えであると改
めて実感しています。義を先にして利を後にするものは栄え
る。諸悪を犯すなかれ、善行を行え。まさに、社会への貢献と
は何かを端的に表しているものと考えています。

社会への貢献とは、すなわち社会に当社ならではの価値
を提供し続けることであり、そのことが結果として経済価値
につながるということです。これはCSV（共通価値創造）その
ものだと認識しています。

当社のサプライチェーンを俯瞰すると、我々はお取引先と
生活者をつなぐ、その真ん中に位置しているということを再
認識することができます。つまり、お取引先、お客様それぞれ
に様々な働きかけができるということであり、むしろ社会の
中でその役割を担うために存在していると言ってもいいので
はないかと思います。

脱炭素社会に向けた温室効果ガス排出量削減において、
Scope1、Scope2以外の間接排出であるScope3への取り
組みはそのひとつであると認識します。Scope3はまさにお
取引先のご協力なしには実現することはできません。当社の
Scope3排出量の8割以上は大丸松坂屋百貨店ですが、お取
引先に対しては説明会を通じて当社の脱炭素社会に向けた
取り組みを伝えることにより、当社の覚悟を示すとともに、
お取引先の排出量可視化へのご協力をお願いしています。

また、社会と当社企業のサステナビリティを両立していく
ときに、我々の強みを活かしながら我々らしく何ができるか
を考えていくと、循環型経済への取り組みをもう少し強めて
いくという方向性があるのは確かであると感じています。

サブスクリプション事業として2021年3月に立ち上げた
「AnotherADdress」は、“服は使い捨てではない”という
信念のもとで、お客様の強いご支持をいただいています。
ファッションのレンタルに留まらず、独自のサステナブルな取り
組みを推進されている3PL事業者、配送事業者、クリーニング
事業者、リサイクル事業者とのパートナーシップを組んだビジ
ネスモデルを展開しています。

また、お客様でご不要になった衣料や雑貨を回収する
「エコフ」という取り組みは2016年に開始以降、年々お客様
の認知度も高まり、2022年度は367トンを回収、参加者も
過去最高となりました。

お客様の意識や価値観は明らかに変化し、サステナビリ
ティ志向がより強まってきていることを実感します。特に若い
世代ほどその傾向が強いというのも特徴です。

当社が300年、400年と存在し続けて来られたのは、時代
の変化、お客様の変化を機敏にとらえ、対応してきたからに
他なりません。しかし、いまのような急激な変化には非連続
な思考が不可欠です。従って、変革への道は決して平坦では
ないと覚悟しています。我々にできること、我々だからこそで
きることをしっかり見極め、社会になくてはならない価値を
持続的に創造していきたいと思います。

サプライチェーンの真ん中にいる我々らしく、

サステナビリティへの役割を果たす。
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● �サステナビリティ経営の 
高度化

● �既存事業モデルの衰退
● 加速度を増すデジタル化
● �ポストコロナの消費行動の変化
● 都市の分散化
● 加速する所得の二極化
● 少子高齢化・長寿命化

設備投資・成長投資

５７２億円
（2021〜2023年度累計）

グループ従業員数
約7,300人

（2023年2月末）

グループ主要お取引先数

約9,000 社
（2023年2月末）

エネルギー使用量

約430,439MWh
（2022年度実績）

大丸・松坂屋
PARCO
GINZA SIX

33店舗
（2023年2月末）

ブランド価値
店づくりノウハウ
売場開発ノウハウ
店舗運営ノウハウ

財務資本

プライムライフ
戦略

デベロッパー 
戦略

人的資本

製造資本

知的資本

社会関係
資本

自然資本

ビジョン

くらしの
「あたらしい幸せ」 

を発明する。

I T  

人財  

ガバナンス  

Core Businesses

SC事業

決済金融
事業

百貨店事業

デベロッパー
事業

事業構造

Core Competence

優良顧客
基盤

都市部の
不動産資産

商業
プロデュース

能力

取引先
クリエイターなど

パートナー

強み

ビジネスモデル

リアル

デジタル戦略

インプット

戦略とKPI（2030年度）

アウトプット
アウトカム

マテリアリティ
外部環境認識

（リスク認識）

脱炭素社会の
実現

サプライチェーン
全体の

マネジメント

ダイバーシティ＆
インクルージョンの

推進

ワーク･ライフ･
インテグレーション

の実現

お客様の
健康・安全・安心な

くらしの実現

地域社会との
共生

サーキュラー・
エコノミーの

推進

ROE

10％

連結
営業利益

800億円

女性
管理職比率

50％

Scope1・2
温室効果ガス

排出量

△60％
（2017年度比）

心揺さぶる 
エンタテインメント

ホスピタリティ

プライムな 
コンテンツ

高質な 
商品・サービス

革新的な 
創造空間

新しい価値の提案を
通じてお客様のこころを
とらえる本物のご満足を

提供します。

お客様

高収益・高効率経営の
実践を通じて

企業価値の長期的な
向上に努めます。

株主様

お互いに切磋琢磨
しながら信頼関係を築き、

ともに成長することを
目指します。

お取引先様

成果と貢献が公正に
評価され能力の発揮と

成長が実感できる
働きがいのある職場を

実現します。

従業員

良き企業市民として、
地域社会の発展に貢献する
とともに、環境に配慮した

事業活動を推進
します。

地域社会

P.20

P.46 P.54

P.44

P.48

P.58

P.68

P.32

W
ell-Being Life

VALUE CREATION

価値創造プロセス

Ｊ.フロント リテイリングは、基本理念およびグループビジョンのもと、ステークホルダーの皆様とともに、時代の変化に即応した 
高質で新鮮かつホスピタリティにあふれる豊かな暮らしを創造することに取り組んでいます。
Ｊ.フロント リテイリングの事業活動は、百貨店とパルコを中心に地域とともに成長する豊かなマーケットの創出を絶えずはかっていくことです。 
それは、社会の公器として、様々なステークホルダーが共感する新たな価値を創造することに他なりません。
Ｊ.フロント リテイリングが持つ6つの資本を効果的･効率的に活用することにより、グループの事業モデルを循環させ、新たな価値を創造して
いくことが、Ｊ.フロント リテイリングのブランド価値、ひいては社会が共感する新しい価値を創造するプロセスとなっています。 
この取り組みを通じ、社会価値と経済価値を両立するCSV経営を実現し、広く社会に貢献するとともに、グループの発展を目指します。

開発アジェンダの節目の年、2015年の9月25日－27日、
ニューヨーク国連本部において、「国連持続可能な開発サ
ミット」が開催され、150を超える加盟国首脳の参加のもと、
その成果文書として、「我々の世界を変革する：持続可能な
開発のための2030アジェンダ」が採択されました。
当社は、これまで共通価値創造に向け、ISO26000をガイド
ラインとしたCSR体系を導入しています。

Value Creation
価値創造プロセス

J.フロント リテイリングの
価値創造プロセス

CVCファンド
10億円

（2023年度）
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Value Creation
グループの強み

強みは、融合で、より強靭になる

大丸と松坂屋では約400万人のID顧客を有し、このうちリアル
×デジタル戦略の一丁目一番地と位置づけるアプリのユーザー
数は業界最多の177万人（2023年2月末）。また、百貨店独自の富
裕層を中心とする外商顧客は32万人におよびます。外商顧客の
近年顕著な動きとして、20～40代の若年富裕層の購買が活発で
あることがあげられます。若年層の開拓は百貨店の予てからの
重要な課題のひとつですが、デジタル対応強化の後押しもあり、
着実に進展しています。

PARCOのID顧客は約200万人で、なかでも20～30代で感
度の高い顧客層に厚みを持っているのが特徴です。昨年には
PARCOメンバーズとしてリアルとオンラインのIDを統合し、CRM
の一層の深化がはかられています。

当社グループとしてこうした600万人を超える優良顧客基盤か
ら得られるデータは、品揃えやサービスの充実をはかるための
ベースとなる、かけがえのない資産です。データはアプリという
デジタル接点を介することにより、一層付加価値の高い情報と
して進化しているとも言えます。JFRグループ顧客データプラット
フォーム「JCDP」を活用することにより、お客様との接点から得ら
れたデータを蓄積・分析し、提供価値のさらなる高度化につなげ
ていきます。

優良顧客基盤

商業プロデュース力
百貨店業態の大丸と松坂屋は、お客様が商品やサービスを通

じてお求めになる価値の変化を的確にとらえ、300年、400年とい
う永い歴史をサステナブルな経営でつなぎ続けています。いつ
の時代においてもお客様の生活をより豊かにする新しいライフ
スタイルの提案に取り組んでいます。なかでも、ラグジュアリーな
世界観の演出やコスメ・ビューティの圧倒的な集積、多彩で高質
なフーズを展開したデパ地下の賑わい創出は優位性を持ってい
ます。さらに、“百貨店をやらない”という思い切った選択肢でラグ
ジュアリー・モール「GINZA SIX」の開発にも成功しています。

SC業態のPARCOは、商業施設のトータルプロデュース力によ
り魅力的な商業空間の創造に取り組んでいます。特に象徴的な
のは次世代商業施設と位置づける唯一無二の「渋谷PARCO」。
モード、アート、カルチャーの最先端の店揃えでPARCOブランド
の発信拠点にもなっています。出店エリアのマーケティング、企画
立案から、ショップ編集、環境演出、店舗運営、保守管理まで一気
通貫で行います。定期的・積極的な改装により、マーケット変化に
対応した鮮度を保っています。

百貨店の大丸、松坂屋およびSCのPARCOというそれぞれに
得意分野が異なるフォーマットを当社グループに持つことにより、
それらの融合や組み合わせを通じたユニークな商業への可能性
が広がります。デベロッパー事業のJ.フロント都市開発とも連携し
ながら、新たな商業空間の開発にもチャレンジしていきます。

北は北海道・札幌から南は福岡まで、全国の主要都市に百貨
店を15店舗、PARCOを17店舗、そしてラグジュアリー・モールとし
てGINZA SIXを展開し、バランスの取れた店舗配置が実現でき
ています。東京･上野、名古屋、大阪･心斎橋、そして福岡では百貨
店の大丸または松坂屋とPARCOが近接しており、グループとして
相乗効果が発揮しやすいロケーションとなっています。大阪・心
斎橋では2019年に建て替えオープンした大丸と2020年に新規
開業したPARCOが、連結したビルによって一体的に運営されて
いることにより、相互に利用されるお客様も多く、当社グループ
のシナジー創出の象徴となっています。異質なものを並べること
によって、これまでにない新たな価値が創出されました。

また、都市部の基幹店の多くは自社で保有していることに加

え、店舗周辺に利活用可能な不動産を相応に保有していることに
より、既存店舗を起点に「面」としての開発余地、すなわちグルー
プとしての中長期的な成長可能性が充分にあると考えています。

そうしたことを実現するために、今中期経営計画では3つの重
点戦略のひとつとしてデベロッパー戦略を打ち出し、本年3月に
デベロッパー事業を営む新会社「J. フロント都市開発」を設立す
るとともに、ホールディングス内にCRE戦略統括部も新たに設置
し、推進体制を大幅に強化しました。すでに、名古屋・栄地区、大
阪･心斎橋地区では開発計画が具体化し、さらに福岡・天神地区
での大型開発についても検討を開始するなど、デベロッパー事
業は今後のグループの成長を牽引する重要な柱となっていきま
す。

都市部の不動産資産

当社グループがお客様にお届けする様々な価値は、パートナー
との共創によるものに他なりません。現在、当社グループと共に価
値創造に取り組むお取引先はおよそ9,000社におよんでいます。

百貨店ではこれまで数々の海外ブランドを発掘し、かつては独
占契約を結んでいる時代もありました。300年、400年という永い
歴史を持つ大丸、松坂屋はブランド価値を大切にするお取引先
から厚い信頼を得ることができているものと考えています。また、
2017年に設立した「未来定番研究所」では、従来の百貨店の枠を
超えて、未来の定番となるものを提案、発信していくため、様々な
クリエイターや文化人、大学、地域、NPO、そして多くの企業と接
点を持ちながら"異分子結合" も推進しています。

パルコでは多様化するニーズに応える衣料品や雑貨のショッ
プ導入などのリーシングに加え、さらなる事業成長へ向けては、
生活者のライフスタイルの変化や需要に応じた業態のショップを
先駆的に導入しています。また、出店企業と共同での新しいショッ
プ業態の開発や、新進のファッションデザイナーやクリエイター、
成長が期待される企業を支援する｢インキュベーション｣にも力を
入れ、デザイナーが世に出るきっかけとなり得るイベントや若手デ
ザイナーの発表の場の提供など、新しい才能の発掘と成長こそが
パルコの成長と位置付け、積極的な支援策を実施しています。

百貨店とパルコを同じグループに持つことにより、それぞれの
目利きで選んだパートナーが相互に行き交うことで、他社グループ
にはないエクスクルーシブなシナジー創出がはかれるものと考え
ています。これらが本格的に融合したとき、新しい価値観による
リテールモデルが誕生するはずです。

取引先、クリエイターなどパートナー
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コロナ後の復活が本格化
コロナ禍が長期化する中、小売業界において最も遅れていた

百貨店もようやく本格的な回復局面に入ってきました。そのきっ
かけとなったのは、2022年10月から全国旅行支援がスタートし
たことや、水際対策が大幅に緩和されたことです。そのため、国
内人流が顕著な動きを見せるとともに、インバウンドも急速な円
安も後押しする中で高額品消費を中心に活発さを取り戻し始め
ました。

全国百貨店の売上は1991年の9.7兆円をピークに減少傾向が
続いてきました。そして、コロナ禍を契機に、10年分の変化が一
気に押し寄せたとも言われ、2020年は1年で1.2兆円の売上を消
失。百貨店マーケットの縮小はマクロ的には人口減少や二極化
の進行による中間層の崩壊、さらにはEコマースの急拡大をはじ
めとする業際を越えた競争激化など外部要因もありますが、本
質的な課題はお客様の変化、急速な環境変化に対応しきれない
ビジネスモデルの陳腐化です。

新型コロナによる行動変容は百貨店に多大な影響をもたらせ
ました。外出自粛による人流の減少だけでなく、消費やビジネス
などあらゆる場面でオンライン化が急速に進展。人流あるいはリ
アル店舗に過度に依存したビジネスモデルの行き詰まりを露呈
しました。まさに百貨店の存在価値そのものが問われたといって
も過言ではありません。

コロナ禍は消費の量だけでなく、むしろ消費の質に大きな変
化を生みました。百貨店は、その対応力がいま問われています。
コロナによって訪れた危機を「変革の契機」として、ビジネスモデ
ルの転換を加速しなければならないと考えています。

デパートメントストア宣言から100年
百貨店というビジネスモデルが誕生したのはおよそ100年前。

大型店舗を構え、紳士・婦人の洋服から呉服、子供服・玩具や、 

家具・家電、食品までその発展・繁栄とともに取り扱いカテゴリー
を拡大していきました。事業構造は、かつては仕入れて売るという、
在庫リスクを取った買取が主流でしたが、80年代には在庫を持た
ない消化仕入が8割前後にまで拡大。ビジネスの中心はマーチャン
ダイジングからマーケティング、あるいはブランドアソートメントへ
とシフトしていきました。それらと同時に進んでいたのは、百貨店と
いう名の由来とも言えるフルラインの品揃えではなく、DCブランド
ブームなどを背景とした衣料品特に婦人服に過度に依存した店づ
くりでした。まさに百貨店業界が売上のピークを迎えた時代です。

一方、総務省の家計支出調査によれば、91年に7.3％を占めて
いた被服履物への支出は、2021年には3.1％と半分以下にまで
低下しました。百貨店はアパレルとともに成長してきたというかつ
ての成功体験からなかなか抜け出すことができず、婦人服に過
剰に面積配分した状況が続いたことにより、ますますお客様の
嗜好や購買行動とのズレが生じることになりました。そのことが
コロナでさらに加速し、百貨店のコンテンツとその提供方法、つ
まりビジネスモデルそのものが時代遅れとなり、抜本的な構造変
革が迫られている状況です。

ビジネスモデルの転換でコンテンツも進化
まず、当社は新たな百貨店ビジネスモデル構築に向け2つの

方向性で取り組みを進めました。
ひとつは、「百貨店をやらない」という選択肢です。つまり、百貨

店で伝統的に行われてきた買取・消化仕入という取引形態を取
らず、不動産賃貸ビジネス100％に転換しました。代表的なのは、
2017年に旧松坂屋銀座店跡地を含む2街区一体開発により誕生
したラグジュアリーモールのGINZA SIXです。

もうひとつは、“百貨店ブランド”のもとで不動産賃貸と買取・
消化仕入をミックスした「ハイブリッド型モデル」を構築すること
です。2019年に開業した大丸心斎橋店本館が基幹大型店舗で

の代表例となります。中小型店舗でも、2020年に図書館を導入し
てリニューアルした大丸須磨店、2022年にアクアリウムを設置し
た松坂屋静岡店などビジネスモデルの転換を通じて地域に新た
な賑わいを創出することができています。

消化仕入れの利点は売上成長を実現することで、より大きなリ
ターンを追求できること。一方の定期賃貸借の利点は安定した収
益の獲得や運営コストの圧縮を実現するだけでなく、サービス消
費、体験型消費への対応強化に向けたテナントバリエーションが
拡大することで店振りの鮮度アップをはかれることです。大丸東
京店では、新たなコンテンツとして“売らない店”をコンセプトに手
数料収入をベースとした「明日見世」というゾーンも開発しました。

タッチポイントのデジタル化が生む顧客体験の革新

今般のコロナ禍で最も明らかになったのは、デジタル化への
対応の遅れです。当社のデジタル化の方向としては、Eコマース
の拡大というよりも、「アプリ」によりタッチポイントをデジタル化
することに重点を置いています。アプリはお客様と24時間つなが
ることを可能にします。お客様とのコミュニケーションが深化し、
購買予測の精度も格段に進化することにより、CRMの高度化に

つなげることができます。
人を中心とした独自のメディアを構築し、時間と場所の制約

を克服することへの挑戦です。そして、そのメディアを介して新た
な体験価値を創造するコンテンツを提供し、収益を複線化する 
メディアコマースへと進化を目指していきます。

ラグジュアリーマーケットの深耕
コロナ禍でも着実に売上を伸ばし、すでにコロナ前の水準を大幅

に上回っているのはラグジュアリーコンテンツです。2022年度の大丸
松坂屋百貨店は店舗全体では2019年度を下回っているものの、
特選売上は2019年度比ですでに52.8％増という高い伸びを示して
います。コロナ禍で設備投資が限定される中、当社は戦略的に基幹
店のラグジュアリー拡充に投資を集中し、大きな成果を得ています。

また、富裕層顧客を組織化した当社の外商売上はすでにコロナ
前の水準を2桁増で上回っています。外商はまさに「人」対「人」が
商売の根幹にありますが、コロナ禍を契機に外商においてもデジ
タル化が進展しました。具体的には、アプリの急速な普及に加え、
クローズドサイト「コネスリーニュ」の活用により、商売のあり方が
大きく変化するとともに、入会手続きのオンライン化を進めたこと
が若年富裕層の開拓を後押しすることにもつながっています。

リアルの価値がより重要に
コロナ禍で明らかになったもう一方の現実は、五感から得られ

るリアルな体験価値がいかにかけがえのない尊いものかという
ことです。我々の主戦場はあくまでも人と人とのコミュニケーショ
ンを通じて提供価値を増幅していくことであり、そこに強みが
あります。人の力をデジタルで拡張する。その起点はあくまでも
リアル店舗にあります。これからは、店舗ごとのローカリティもより
重要になってくるでしょう。コンテンツと独自の編集力に基づく世
界感を創出することでリアル店舗に一層磨きをかけるとともに、 
そこにデジタルを融合させていく。こうしたことがいまという時代
に生きる百貨店ビジネスモデルのベースになると考えています。

Value Creation
百貨店ビシネスモデルの大転換期

百貨店は、復活か、変革か
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CVC
J.フロント リテイリングおよびIGP社のCVCファンドメンバー
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イノベーションにつなぐ�
“R&D”機能

当社は2022年10月、ベンチャーキャピ
タル事業に幅広い知見を有するイグニ
ション・ポイントベンチャーパートナーズ
株式会社（IGP社）と共同でCVCファンド

「JFR MIRAI CREATORS Fund」を
設立しました。当社のCVCは、革新的な
技術やビジネスモデルを持つスタート
アップ企業への出資を通じた協業により、
イノベーションを起こし続ける企業集団
になるためのR&D機能と位置づけて
います。

CVCファンドの組成後は、スタート
アップ企業の情報が圧倒的に集まるよ
うになりました。その蓄積された情報は
すでに157社にもおよび、当社グループ
の「知」の拠点のひとつとなりつつあり
ます。当社は事業シナジーをしっかりと
見極める一方、IGP社はスタートアップ
企業が描いた事業計画について、資金
調達から成長性、その蓋然性に至るまで
詳細に分析したうえで投資判断を行って
います。役割分担を明確にすることで、
より強固でスピーディな意思決定の体制
を構築できていると考えています。
「未来をより良く、面白くする」という

ファンドビジョンのもと、人々のライフ
スタイル、個の生活・働き方の質・時間
の過ごし方をアップデートし、また、人と
人との関わり・つながり・コミュニケー
ションをアップデートしていくことによ
り、新たな価値を生み出すことを目指し
ます。このCVC機能を活用して、当社の
グループ外の事業シーズとグループ内
のアイデア・施策を結合し、既存事業の
革新と新規事業の創出とともに、経営人
財の育成や企業風土改革にもつなげて
いきます。

投資対象については、当社グループ
の３つの戦略「リアル×デジタル戦略」

「プライムライフ戦略」「デベロッパー戦略」
に合致することを前提に、エンタテインメ
ント、ヘルスケア、不動産テック、リテール
テック、ディープテックという5つの領域
を定めています。ファンド設立後、すでに
アートやトラベル、メタバース、コミュニ
ティ関連など5件（2023年6月末現在）の
取り組みが具体化しており、イノベーション
に向けた土壌が着 と々育ちつつあるもの

と考えています。
社内に向けてもあらゆるチャネルを

通じてCVC活動を発信しています。各事業
のキーパーソンに向けてはキャラバン
を実施し、IGP社との協働によるインタ
ビューを通じて相互理解を深めること
により、当社との親和性の高いスタート
アップ企業のソーシングにつなげていま
す。また、CVC活動から得られた情報は
イントラネットやメルマガなどでも広く
従業員との共有をはかっています。

こうした地道な取り組みの結果、従業
員から「先進的なスタートアップ企業と
の接点を持ちたい」という声を実際に
多く聞くようになりました。過度な“自前
主義”から脱却し、外部の知見を積極的
に活用したイノベーションの機運は着実
に高まってきていると見ています。

このCVC活動には2030年までにグルー
プ人財の4,800名、つまり2人に1人が何ら
かのかたちで参画していくことを想定して
います。イノベーションに大切なことは、
“外の世界”にもしっかり目を向けるとい
うこと。スタートアップ企業の方々との
接点を積極的に持つことにより、グルー
プ人財の内発的動機を刺激し、新たな
チャレンジを促していきます。

昨日まで正しいとされたことが、明日も必ず正しいと
は限らない。数年後を予測することさえ容易ではなく
なったいま、過去の延長線上に、明るい未来を描くこと
はできません。3年にわたるコロナ禍を経験したことで、
そうした思いがより強くなったのは確かです。不確実性
に覆われた時代を切り開き、未来をつくるために不可欠
なのは、まさにイノベーション。そのプロセスには多様な

「知」―知識と知恵の結合が求められています。
当社グループが多様性を重要視するのは、真のイノ

ベーションを本気で実現しようとするためです。これまで
の成功体験をもとに従来プロセスで「知」を集めるだけ
では結論が限りなくコモディティ化に向かうことは避け
られません。一方で、多様な「知」が集まっても、ベクトルが
揃わなければ大きな力やうねりにはならないのも明らか

です。つまり、イノベーションを起こしていくためには、変化
や違いを積極的に受け入れる風土や仕組みづくりが
極めて重要になります。

当社グループは行動指針「JFR WAY」のひとつとして
“失敗を恐れず、挑戦しよう。”ということを掲げています。
トライアル＆エラー、つまり挑戦があるからこそ、失敗も
ある。何もアクションを起こさなければ、当然ながら失敗
もありません。我々は、未来をつくるため、失敗を恐れず、
何度でもイノベーションに挑戦していきたいと考えています。

未来をつくる。それはつまり、新たなマーケットを切り
開いていくということ。従来型の成功パターンを踏襲
するのではなく、「知」の組み合わせを通じた新たなアプ
ローチにトライする、まさに“新時代の顧客創造”に取り
組んでいきます。

多様な「知」を、 
イノベーションへ。

内発的な動機を刺激
新たなチャレンジ促進

グループ外の事業シーズ探索
グループ外の事業シーズ、
アイデアの結合

経営人財
アントプレナー型人財の育成

CVCを通じた人的資本経営推進

CVC

事業
シーズ

企業
風土人財

1
特   集

J. Front in Motion 

CVCを通じた人的資本経営推進



eSports

1
特   集

J. Front in Motion 

外部専門人財採用を活発化

当社グループは、コンスタントな中途
採用を積極的に実施しています。異業種
で経験を積んだ専門人財はその高度な
専門性だけではなく、育ったカルチャー
の違いにより様々な気づきをもたらせる
ことが数多くあります。そうした異分子
結合は当社グループが求める変革に欠か
せません。大丸松坂屋やパルコなど既存
中核事業の強化は言うまでもなく、今後

の成長を期待する決済・金融領域や
デベロッパー領域でも専門性の高い人財
の獲得に取り組んでいます。

ホールディングス（HD）では持株会社と
しての役割を明確化する中、新規事業領
域や、財務部門、法務部門などを含めた
高度専門・プロフェッショナル人財の採用
に取り組むとともに、グループ各社へ
のインキュベーション的役割（経営企画、
財務、法務、人事等）を果たせるよう、質・量
ともに機能強化をはかります。そのため、

今後HDでは外部人財のウェイト50%を
目指していきます。 
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eスポーツへの参入

社会の変化が加速する中で、当社は
次の時代の芽を発掘し新たな体験・感動
を提供することが大切な使命と考え、
昨今、若い世代を中心に盛り上がりを
見せるｅスポーツを注目カテゴリーの
ひとつと捉えてきました。

そのため、当社はeスポーツチーム
「SCARZ（スカーズ）」を保有する株式
会社XENOZ（ゼノス）の株式 50.8%を
取得し、子会社化しました。今後成長が
期待されるｅスポーツ事業に本格的に
参入するとともに、パルコや百貨店など
既存事業とのシナジーを創出するなど、
新たな価値創造に取り組みます。

eスポーツに関心のある顧客層は国内
で約17,500千⼈程度とされ、10代から
30代の若年層がおよそ半分を占めて
いるものと推計されています。

経済産業省は2020年に「ｅスポーツを
活性化させるための方策に関する検討
会」を開催し、eスポーツの国内市場の
成長支援に本格的に乗り出すことを宣言

しました。国や国内企業の取り組みに
より、国内eスポーツ市場はeスポーツ
ファン⼈⼝の増加による、スポンサー
収⼊の拡⼤に牽引され、2025年までに
30%近くの成⻑率となると推定されて
います。

また、アジア競技大会では2018年イ
ンドネシア大会でデモンストレーション
競技、2023年に予定される杭州大会で
は正式種目に選定されました。さらに、
国際オリンピック委員会（IOC）が主催
する第1回「オリンピック・eスポーツ・
シリーズ」が、本年6月にシンガポール
で開催されました。将来的な五輪採用
を見据えたイベントとして、日本を含め
64ヶ国・地域から131選手が参加。今後
ますますグローバルでの発展が予想さ
れています。

XENOZ社は、ｅスポーツの主要大会で
数々の好成績を収める老舗プロチーム

「SCARZ」を擁するだけでなく、自ら
大会・イベントの企画・運営を行うなど、
ｅスポーツ創成期から業界をリードして
います。eスポーツは今後も高成長が

期待されるマーケットであり、当社が
その黎明期から参入することで先行者
としての認知を固め、エンタテインメント
事業の将来の柱として育成します。

また、当社グループの大丸、松坂屋や
パルコにおいて、次世代顧客の獲得は
大きな課題のひとつです。eスポーツは 
Z世代をはじめ10代～30代を中心とした
若い世代の関心が高いことから、そう
した次世代顧客へのアプローチも可能
となり、認知度やブランド価値の向上に
つながるものと考えています。

さらに、ｅスポーツはメタバースや
NFTなどデジタルを活用したビジネス
と親和性が高く、ｅスポーツチームという
コンテンツを有することにより、様々な
ビジネスへの展開が期待できます。当社
グループ 施設でのイベント開催など
集客というリアル領域での効果を確実
に実現しながら、デジタル領域へのビジ
ネス拡張により、当社が進める「リアル×
デジタル戦略」遂行の加速をはかって
いきます。

データアナリスト

デジタルデザイナー

データ分析・データ活用が
できる人財

業務課題や経営テーマを
デジタル×ビジネスで
デザインできる人財

アプリなど既存チャネル×デジタル
メタバースなど新規チャネル
社内業務の効率性up

カスタマーデータドリブン経営・
新規ビジネス

新たなナレッジ・
デジタル化の推進 × × 本来的な強みである

“顧客層”と“場”
デジタル人財現状業務の可視化

有効的な施策
新たな顧客層の創出

既存事業を
変革したいけど

新規事業を
起こしたいけど

《現状》 『データ活用』と
『ビジネスデザイン』の強化
+マインドセット

グループ横断的アクション

連携

《スキル・ナレッジ付与》

《環境整備》

《内製化部隊整備》

《スキル・ナレッジ付与》

《ビジネスプロセスの整備》

《内製化部隊整備》

2種のデジタル人財を多く育成し、カスタマーデータドリブン経営や
新たなビジネスモデルの創出に貢献する。

全社員リテラシーの
底上げ
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デジタル人財を「1,000人育成」

当社では「JFRデジタル人財育成プロ
グラム」を開発し、2022年12月から、コア
人財となるデータアナリストとデジタル
デザイナーの育成をスタートさせました。
2030年に向けて、当社グループの事業
ポートフォリオを変革するうえで必要な
既存ビジネスの効率化や生産性の向上
をはかりつつ、新規サービスやビジネス
を創出していきます。具体的には、デジ
タルコア人財を2024年度までに100名、
2030年度までに1,000名育成することを

目標に掲げています。これは、グループ
各社各部門に最低1名以上のコア人財
が配置されるイメージです。当該部門で
何か課題に気づいたときに、スピーディ
に課題解決に向かえる土壌ができること
になります。

このプログラムでは、実践力を上げるた
めにワークショップのスタイルも取り入れ
ています。例えば、当社の強み、アセット
とテクノロジーを組み合わせ、ターゲット
顧客を設定しながらアイデアを出し合い、
これをチームで意見を出しながら最良と
思うものを投票で決めていく、といった

ようなことです。様々な部署から集まった
多様な人の多様な知恵を重ねることに
より、ひとつの光が見えるプロセスを
体感することは変革実現の疑似体験に
つながっているとも言えます。

大事なことは、人財教育によってマイ
ンドやナレッジを身に着けるだけでなく、
それを組織の機能と一体化、連動させる
ということ。日々の業務に新たな価値や
変化をもたらすことや部門間、事業会社
間をコア人財同志が連携し業務変革や
シナジーを創出していきます。

デジタル人財育成の将来像
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人をつなぎ、街を共創。
街は、いわば自然界の「生態系」のようなものではな

いでしょうか。百貨店やショッピングセンターをはじめ、く
らしに関わる様々な施設があることで、そこに人が集い、
息吹が注がれ、街が成長します。当社グループの役割は、
地域において大丸、松坂屋やパルコといった店舗、つまり

「点」だけで成功するということではなく、我々が起点と
なりながら、街という広がり、つまり「面」においての価値
を最大化することだと考えています。

こうした取り組みのルーツは、1980年代後半から進め

てきた神戸地区旧居留地周辺店舗の開発に遡ります。大
丸神戸店は、周辺の旧居留地内のビルにブランドショッ
プの誘致を進め、賑わいのある街づくりとエリア全体の
集客力強化をはかってきました。このノウハウをいかして、
他のエリアでも取り組みを推進しています。

我々だけではなく、地元の方々とも連携しながら、街の
中で賑わいを生み出していく。大事なことは、共に成長して
いくことであり、それが地域のサステナビリティにつながる
ものと考えています。

ます。そうしたことも視野に入れながら、
独自性のあるデベロッパー事業として
地域とともに中長期的な成長をはかって
いきます。

人とつながる、人をつなげる

リテールを中核とする当社グループ
の特徴は、サプライチェーンの中で「つくる
人」と「使う人」をつなぐ役割とコンピタン
シーを持つことにあります。大丸、松坂屋
やPARCOの店舗が全国にあるという特性
を活かし、各地の魅力の発掘・発信による
地域活性化に貢献しています。地域の
生産品をその地域で消費する「地産地消」
の取り組みを通じ、地域活性化を推進して
います。

大丸松坂屋百貨店では、サステナビリ
ティ活動の一環として、地域の課題を考え
応援する「Think LOCAL」に取り組ん
でいます。2022年8月下旬にはWEB
マガジン「Think LOCAL」をローンチ
し、魅力的な人・モノ・コトを独自に記事
化。各地の銘品をオンラインで販売する

「ニッポンをお取り寄せ 地産市場」と
連動し、読んで・買って応援する仕組み
を推進しています。

また、百貨店の社員が九州・沖縄の
各市を訪問し、行政と協力して、まだ広く
知られていない魅力的なヒト・モノ・

コト・文 化などを情 報 収 集・発 掘し、
紹介することで、九州全体の活性化を
目指す「九州探検隊」というプロジェクト
にも取り組んでいます。2023年7月現
在、九州・沖縄の119市すべて訪問し、
112市より情報発信アンバサダーに認
定されています。こうした中、博多大丸と
熊本県は、双方の強みを活かしながら
熊本県産品の魅力発信等を通じた地域
の一層の活性化をはかるため、本年3月
に包括連携協定を締結しました。

さらに、パルコと株式会社CAMPFIRE
が共同運営するクラウドファンディング

「BOOSTER（ブースター）」では、各地
の大丸、松坂屋やPARCOとその地域
との連携による取り組 みを進化させ
ています。「＃スタンドバイ東北」（仙台
PARCO）や、「プロジェクト・ナゴヤゴヤ」、

（松坂屋名古屋店・名古屋PARCO）
「しずおかMIRUIプロジェクト」（松坂屋
静岡店・静岡PARCO）、「みっけ！kyoto」

（大丸京都店）、「Think SDGs」（大丸
心斎橋店・心斎橋PARCO）など、当社
グループの店舗が位置する地域にお
いて、地元の職人や企業を応援。店舗を
通じて地域に根ざす当社グループの
特徴・強みを最大限に活用し、地域の
発展に貢献しています。

コミュニティが進化する

当社グループならではの独自性ある
街づくりを進めるにあたり、重要なキー
ワードのひとつとなるのは“コミュニティ”
です。当社は、ブロックチェーンを活用した
トークン発行型のクラウドファンディング
＆コミュニティ「FiNANCiE」などの事業
を展開する株式会社フィナンシェに出資
し、コミュニティをベースとした新たな
ビジネスモデルの構築に取り組むことと
しました。両社は、それぞれの強みを掛
け合わせ新たな提供価値を共創するた
め、具体的な業務提携を進めています。
web3領域におけるトークンを活用した
ビジネスの開発のひとつとして、「九州
探検隊」のコミュニティ活動を通じて名品
の発掘・育成をする新たな地域創生モデル
を創出するなど、実現性・スピードが高
まるものと期待しています。

当社グループが地域と共生し、CSV
（共通価値の創造）による中長期的な
成長を実現するためには、コミュニティを
構築し運営する力とコンテンツを発掘し
育成する力をリソースというレベルにまで
引き上げる必要があると認識しています。 

コミュニティをベースとしたイノベー
ション。コミュニティを起点にリアルとデジ
タルが融合した当社グループならではの
経済圏の構想です。当社グループの街
づくりは、こうしたweb3の仕組みも積極的
に取り入れながら、新時代の顧客創造に
対応していきたいと考えています。

7都市を中心に重点開発

デベロッパー事業はこれまでパルコ
に組織機能を集約・一元化し、強化をは
かってきました。一方で、グループの主要
セグメントに位置づける同事業として、
今後のさらなる本格的な発展・成長に
向けては、グループを俯瞰し、環境変化
に一層迅速な対応を可能とする体制強化
が不可欠と考えました。

そのため、当社は2023年3月にパルコ
のデベロッパー部門を切り離し、新会社

「J.フロント都市開発」を設立しました。
新会社では、「地域社会との共生」「脱炭素
社会の実現」をはじめとする社会課題の
解決と事業成長の両立に向け、百貨店
あるいはパルコで地盤を有する札幌、
東京、名古屋、大阪、京都、神戸、福岡の
7都市を中心に、エリアの魅力化に取り
組み、商業を起点にホテルやオフィス、
レジデンスなども含めたビル開発を通じて
地域の付加価値向上に貢献します。

このうち、大阪・心斎橋地区および

名古屋・栄地区における開発プロジェクト
はいずれも2026年竣工に向け、具体化
が進んでいます。また、福岡・天神において
も福岡市によって進められる「天神ビッグ
バン」という大規模な建替え推進事業を
契機として、大型開発プロジェクトを検討・
推進することとなりました。

この新会社設立と同時に、デベロッパー
事業をグループの視点で最適化し、価
値創出の最大化をはかるため、ホール
ディングス（HD）内にＣＲＥ戦略統括部を
新設しました。この部門長をHDの社長
が兼務することにより、グループをより
俯瞰しながら戦略を推進する体制を強化
しました。

当社グループのデベロッパー事業の
強みとは、百貨店、パルコそれぞれの強
みである「コンテンツ編集力」をグループ
レベルに昇華させ、シナジーを発揮する
ことができる点にあります。そのため
大丸、松坂屋やパルコの屋号にはない、
新たな価値を創造する、ユニークな商業
施設の開発も可能になるものと考えてい
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コミュニティ

2次流通マーケット

トークン価値向上

コミュニティの活性化

クラウドファンディング
コミュニティ
トークン

CT

サポーター
クリエイター

自治体・生産者・企業

ファンディング収益金

トークン・特典受取

トークン保有者へのリワード

コミュニティへの参加・貢献

ファン・サポーターとの
継続的な関係

コミュニティ運営

トークン購入・売却
マーケット取引手数料

フィナンシェ社と連携したコミュニティ起点の地域創生ビジネスモデル



Subscription

Sustainable

Values and Vision Management Strategy Sustainability Governance Data

30 31

Value Creation

環境を意識した�
サブスクリプション事業

2021年3月にローンチしたファッション・ 
サブスクリプション事業「AnotherADdress」
は、“服は使い捨てではない”という信念
のもと、ファッションの本質的な価値や、
サステナブルな取り組みを重視し、社会
や環境にとって持続性の高いビジネス
モデルへ転換することを目指すサービス
です。洗練されたブランドラインナップ、
お客様がいま着たいものを選択できる
自由さでファッションをサブスクライブする
体験を創造し、既存事業にはない新たな
マーケットを構築したいと考えています。

ファッションの貴重な資源を受け継ぐ
役割を果たしながら、“アドレス”の中にある
装うための“ドレス”1枚1枚に愛を込めて、
ここから送り届ける未来に向けたサービス
を目指します。ファッションには“人を元気

に、愉しくする力”があると信じています。
しかし、バブル崩壊以降の日本において、
その力を感じる機会が減ってきているの
ではないでしょうか。当社グループは、
その時代を彩るファッションをお客様に
紹介することで、ファッション産業ととも
に発展してきました。所有や消費の意識

が変化している時代だからこそ、クリエイ
ティブな服が持つエンパワーメントをより
多くの人に改めて伝えることは、いま当社
グループが取り組むべきことだと考えて
います。

AnotherADdressでは、我々が事業
主体者としてお客様からご注文いただき、
独自のサステナブルな取り組みを推進
されている3PL事業者、配送事業者、クリー
ニング事業者、リサイクル事業者との
パートナーシップを組んで、日々環境に
優しい方法を模索しながら洋服をお届け
します。

また100%WEB注文、サブスクリプ
ション型のストックビジネスとすること
で、従来の百貨店ビジネスが抱えるリアル
店舗依存、フロービジネスからのビジネス
モデルの分散にも挑戦します。

Think GREEN�
－お客様と取り組む「エコフ」 

大丸松坂屋百貨店がサステナブルな
商品やライフスタイルを提案する「Think 
GREEN」。その活動の一環である「エコフ」
は、各店の店頭において、お客様から不要
な衣料品や靴、バッグなどを回収し、再生
化へのリサイクルや廃棄を防ぐリユースな
どを促進する持続可能な取り組みです。

この取り組みは2016年度からスタート
し、お客様の環境意識の高まりと積極的
なご参加によって毎年成長を続け、先駆
的なサステナビリティイベントとして定着
しています。2022年度の回収量は約
367t（2016年度からの累計回収量は約
1,468t）となり、参加者も過去最高を記録
しました。また、エコフと連動して、環境

配慮型商品にフォーカスしたPOP UP等も
実施しています。エコフの活動を通じて、
多くのお客様から当社の環境への取り
組みに対する支持を得ており、環境負荷
低減につながる取り組みとなっています。

我々だからこそできる循環型経済と
は何かをグループ全体としてさらに追求
し、社会課題の解決を通じた経済価値
の創出、すなわちCSV（共通価値創造）
に取り組んでいきたいと考えています。

端材がアートに昇華

ホテルやオフィスの内装などを手掛け
る当社グループのJ.フロント建装では、
内装建材などの工場での製造過程で端材
が発生することが避けられないのが現状
です。そうした「捨てるしかない端材」の
使い道は本当にないのかということに
ついて常に考えを巡らせています。

そうした試行錯誤による活動の一環と
して、J．フロント建装は大阪芸術大学と
タッグを組み、サステナブルプロジェクト
を実施しました。大阪芸術大学の学生が
持つ豊かな想像力と柔軟なデザイン力
を活かすことにより、捨てられてしまうは
ずの端材に新たな命を吹き込み、誰も見
たことのない新しい価値が生まれること
になりました。

プロジェクトでは、「オブジェ」「家具」
などカテゴリを定めず、あくまで学生の
自由な発想に委ねた作品を募集すること
に。そこには、大阪芸術大学のどの学部
の学生からも興味を持ってもらいたい、
エントリーしてもらいたい、という狙いも
ありました。木の切れ端を中心に、リフェ
クスミラーの切れ端、使えなくなったフィ
ルムなど、端材という不揃いな面白さと
向き合いながら、自由な発想、コンセプ
トで、楽しくかつ真剣に制作されました。
当社グループのサステナビリティにかけ
る思いと学生たちのものづくりに対する
思いが見事に結実することとなりました。

 作品づくりの情熱にあふれた、企業
と地元の大学生のつながり。同じ想い、
同じ地域であるからこそ連携して生み出す
ことのできた未来のためのプロジェクト
は、これからも続いていきます。

循環型経済に、挑む。
これまで社会は、大量生産・大量消費・廃棄を前提とし

たリニア・エコノミー、いわゆる直線型の経済システムを
中心としながら発展してきました。一方で、そうした活動の
結果が、資源不足、地球温暖化や廃棄物処理など様々な
地球レベルの環境課題につながり、社会の持続可能性に

おいて大きなリスクとなっていることも事実です。
当社グループもそうした経済環境のもとで、お客様、社会

に価値を提供し、長期にわたり成長を実現してきたという
ことは決して否めません。サステナブルな社会の実現に向け
ては、この仕組みの見直しを避けて通ることができないのは

明らかです。我々には意識や行動を変えるとともに、ビジネス
モデルそのものを変革することが求められています。

リテールビジネスを中核とする当社グループの大きな
特徴のひとつは、お客様とお取引先とをつなぐ役割をもつ
ことにあります。例えば、問題意識を共有するお取引先と
協業する、あるいはお客様に行動変容を促すよう働きかける。

いわばサプライチェーンの真ん中に位置する我々である
からこそできることは、決して少なくないと考えています。

廃棄物のリサイクルなど環境課題に係るリスク低減に
つながる3R（リデュース・リユース・リサイクル）を積極的
に実践し、ステークホルダーの皆様とともにサステナブル
な社会の創造に貢献していきます。

ビジネスモデル

100%
WEB

 ¥SUBSCRIPTION（STOCK）  

ORDER

BUY

RENT

リサイクル
事業者

アパレル
事業者

お客様

配送
事業者

クリーニング
事業者

3PL事業者

3
特   集

J. Front in Motion 



当社は、リスクを「企業経営の目標達成に影響を与える不確実性
であり、プラスとマイナスの両面がある」と定義しています。そして、
リスクマネジメントを「リスクを全社的な視点で合理的かつ最適な
方法で管理することにより企業価値を高める活動」と位置づけ、
リスクのプラス面・マイナス面に適切に対応することにより、企業
の持続的な成長につなげています。

代表執行役社長の諮問機関として、代表執行役社長を委員長、
執行役などをメンバーとするリスクマネジメント委員会を
設置しており、リスクの抽出および評価、戦略に反映させる 
リスクの決定など重要事項を審議し、リスクマネジメントを経営
の意思決定に活用しています。なお、同委員会での審議内容に
ついては、適時に取締役会に報告します。

同委員会には、リスク管理担当役員を長とする事務局を置き、
委員会で決定した重要な決定事項を事業子会社に共有し、ERM

（全社的リスクマネジメント）を推進しています。また、リスクを

戦略の起点と位置づけ、リスクと戦略を連動させることにより、
リスクマネジメントを企業価値向上につなげるよう努めています。

なお、効果的なリスクマネジメントを行うため、図のとおり３
ラインを構築しています。

Management Strategy
リスクマネジメント

リスクは、戦略の起点

外部環境 
分析

経営層 
ヒアリング

内部環境 
分析

企業リスク
中期視点の経営リスク 

（3〜5年に一度更新）

グループ中期経営計画
（3〜5年に一度更新）

JFRグループリスク一覧
網羅的にリスクを抽出（毎年更新） 
 戦略	  ファイナンス 
 ハザード・オペレーション

リスクマップ
（毎年更新） 
 

年度実行計画
（毎年更新）

リスクマネジメント委員会

リスク識別・評価P リスク対応D

モニタリング・報告AC

影
響
度

大

高 中 低

中

小

備え

外部環境への対応 内部環境への対応 
（企業として取り組まなければならないこと）

新
た
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値
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造
、
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争
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の
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得
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盤

収
益
基
盤
の
再
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築

影響が極めて大きく、 
最優先で対応している
リスク

左記リスク以外の「企業リスク」

 戦略リスク　  ハザードリスク　  ファイナンスリスク

Ⅰ. 新しいマーケットの開拓に係るリスク

Ⅲ. 大きな危機が常態化する中での 
　  レジリエンス向上に係るリスク

Ⅱ. 新しい顧客体験の提供 
　 （新しいビジネスモデルの構築）に係るリスク

Ⅳ. 抜本的な組織･構造改革による 
　  レジリエンス向上に係るリスク

都市の分散化
（都市と地方の
リバランス）

5

加速する 
所得の二極化6

頻発する 
自然災害・疫病10

情報セキュリティの 
重要性向上11

業際を超えた再編
M&Aの加速9

顧客の変化、特に
少子高齢化・
長寿命化

7

資金調達 
マネジメントの 
重要性の向上

12

環境変化に対応 
できるコスト構造の
必要性

13

ニューノーマル時代
の働き方、人財・ 
組織改革の進展

14

外国人マーケットの
不透明さ8

サステナビリティ経営 
の高度化1

既存の事業モデルの 
衰退2

加速度を増す 
デジタル化への対応3

ポストコロナにおける 
消費行動の変化4

リスクマネジメント体制図

取締役会

第2ライン
持株会社の各部門

第1ライン
事業子会社などの 

業務執行部門

代表執行役社長

リスクマネジメント 
委員会

事務局

報告 監督

報告

報告 支援・指導・ 
モニタリング

指示 監査

指示

諮問

分類 番号 項目 影響度
将来の 
見通し※

マイナス面 プラス面 対応策

戦
略
リ
ス
ク

1
サステナビリティ経営
の高度化

非常に
大

 �ステークホルダーの離
反、格付・ブランド力の
低下

 �持 続 的 な 成 長 、当 社 
グループのプレゼンス
向上

	�社会的価値と経済的価値を両立するＣＳＶ実践
	�マテリアリティへの対応

2
既存の事業モデルの
衰退

非常に
大

 �大型店舗型小売業の業
績低迷によるグループ
全体の活力の低下

 �大型店舗型小売業の事
業モデルの抜本的な変
革による再成長

	顧客接点のデジタル化
	店舗の役割の見直し
	�事業ポートフォリオの転換に向けた既存事業
強化、事業開発

3
加速度を増すデジタ
ル化への対応

非常に
大

 �グループ全体の成長の
停滞
 �デジタル化の遅延によ
る競争力の低下

 �デジタル活用による 
ビジネスモデルの変革
 �業務の効率化、ペーパー
レス化

	�統合データベース活用
	�メタバースなど新たな市場でのビジネスモデ
ルの構築

	�デジタル人財の育成

4
ポストコロナにおける
消費行動の変化

非常に
大

 �消費者ニーズとのアン
マッチによる顧客離反

 �新規マーケットの創造 	�購買体験の魅力化や利便性向上に資する
OMO促進

	�サステナブルな商品・サービス開発
	�事業計画の適正な適時見直しの実施

5
都市の分散化（都市と
地方のリバランス）

大

 �都心立地の従来型商業
施設の集客力低下

 �都市のニーズ、街づくり
への貢献を通じた事業
展開

	�グループ不動産の戦略的活用を迅速かつ円
滑に進めるため、組織を再編

	�エリアとの共生、多様な都市生活提案と複合
再開発による魅力的な街づくりの推進

6
加速する所得の二極
化

大

 �マスマーケットの縮小に
よる売上減少

 �新たな中間層需要の 
掘り起こし

 �新富裕層マーケットの
開拓

	�マスマーケットの商品・サービスの適正規模
への見直し、細分化

	�ラグジュアリー、アート、時計など需要の高い
カテゴリーの強化、希少性の高い商品の提供

7
顧客の変化、特に少子
高齢化・長寿命化

大
 �国内市場規模の縮小  �シニアマーケットの拡大 	�上質な子供服用品、教育事業への重点対応

	�シニア顧客の買い物の利便性向上やウェル
ネスなど関心の高いカテゴリーの強化

8
外国人マーケットの不
透明さ

大

 �インバウンド売上回復
の遅延

 �インバウンド売上の回復、
拡大
 �ECやライブコマースの
展開による外需獲得

	インバウンド顧客専用ラウンジ設置
	�越境ECによるインバウンドでの売れ筋商品の
育成・発掘

	�ラグジュアリーツアーの提供など、新たなコン
テンツの開発、提供準備

9
業際を超えた再編、
M＆Aの加速

大

 �当社グループの敵対的
買収

 �事業ポートフォリオの組
み換え

 �M＆A活用による新規事
業への参入、既存ビジネ
スとのシナジー

	既存事業の選別、経営資源配分の最適化
	�スタートアップ企業との資本・業務提携による
R&D強化

	�ｅスポーツ事業に本格的に参入

14
ニューノーマル時代の
働き方、人財・組織改
革の進展

大

 �優秀人財の流出、人財
獲得競争での劣後

 �従業員のモチベーショ
ン低下

 �従業員のエンゲージメ
ント、組織力の向上
 �事業戦略の推進、 
イノベーションの創出

	�「人財力主義」に基づく人財投資を通じた従
業員のWell Being Life実現

	�専門人財の採用環境整備、グループ人財交
流、人財教育

ハ
ザ
ー
ド
リ
ス
ク

10
頻発する自然災害・疫
病

非常に
大

 �お客様・従業員の人命
損傷

 �事業継続の危機

 �事業の安定運営 	�実践的なBCP訓練の継続的な実施
	事業継続計画の定期的な見直しの実施
	新たな感染症への備えの強化

11
情報セキュリティの重
要性向上

大

 �個人情報の漏洩、訴訟・
損害賠償の発生、社会
的信用失墜

 �業務の遅延・停滞

 �業務やシステムの安定
稼動

 �業務の効率化、リモート
ワークの推進

	�グループ共通のシステムインフラの整備、高
度化の推進

	�セキュリティ運用の高度化推進と対応体制の
強化

	�グループセキュリティガイドラインの見直しと
訓練等を通じた従業員のセキュリティ意識、リ
テラシーの向上

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
リ
ス
ク

12
資金調達マネジメント
の重要性の向上

大
 �資金コストの高止まり  �資金コストの引下げ

 �成長戦略推進の 
サポート

	�固定金利での長期調達
	�新規資金調達局面での適切な調達手段の選択

13
環境変化に対応でき
るコスト構造の必要性

非常に
大

 �収益性の低下
 �投資の抑制

 �事業ポートフォリオの 
変革

 �事業基盤の強化

	�オフィス再編、要員構成の見直しなどによるコ
スト削減

	�グループ横断での経費管理体制の強化

ＪＦＲグループ「企業リスク」一覧

※中期経営計画期間内のリスク変化を、当社グループへの影響度や対応策等を考慮して見通したもの。
　 ：影響が極めて大きく、最優先で対応しているリスク

第3ライン
内部監査室

監査
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Management Strategy

2017年度からスタートした前回の中期経営計画は、2020年初
頭に始まった新型コロナウイルス感染症拡大により経営環境が
急激に変化したことにより、1年前倒しの2020年度で終了するこ

ととなりましたが、事業ポートフォリオ変革に向けた構造変革期
と位置づけ、事業領域の拡大や既存事業のビジネスモデル転換、
さらにはESGへの取り組み強化などを着実に進めました。

本中期経営計画は、最終年度2023年度に財務数値を2019年度
水準に戻し、コロナ禍からの「完全復活」を果たすともに、2024年
度以降の「再成長」へ道筋をつける期間と位置づけました。

本年度は最終年度となりますが、コロナ禍の影響が想定以上に
長引いたことによるトップラインの回復遅れに加え、地政学リスク
に端を発する原材料費、特に燃料費の高騰がコストの大幅増に
つながる見込みであることから、当初目標と比較した予想数値は
減額修正することとなりました。

早期の収益回復に向けては、重点戦略「リアル×デジタル戦略」
では基幹店の改装およびデジタル投資、「プライムライフ戦略」
では百貨店外商を基盤とした顧客基盤強化に集中して取り組ん
でいきます。「デベロッパー戦略」は、中長期的な成長ドライバーと
して、本計画期間中から先行して投資配分を増やしていきます。

併せて、「経営構造改革」を遂行し、固定費の削減や事業・資産の
入替えに取り組むとともに、有利子負債の圧縮を進めていきます。

本中期経営計画最終年度となる2023年度では、百貨店、
パルコなどによるリテールビジネスのシェアは依然7割を
超える見通しですが、2030年度にはそのシェアを6割程度
に抑えます。一方、デベロッパー、決済・金融や新規事業
など、リテール以外で4割程度までシェアを高めたいと考え
ています。これらの取り組みを通じて、レジリエンスの高い
ポートフォリオへの変革をはかっていきます。

Management Strategy
前中期経営計画の振り返りと本中期経営計画

ポートフォリオ変革を通じた中長期的な「再成長」に向けて

中期経営計画 （2021～2023年度）

パルコの�
完全子会社化

連結子会社パルコをTOBにより完全子会社化
（2020年3月）。シナジー追求を通じた当社グ
ループの一段の企業価値向上に向けた体制
強化を実現。

不動産事業の�
成長

GINZA SIX（2017年4月）や上野フロンティア･
タワー（2017年11月）の新規開業により不動
産事業を拡大。事業ポートフォリオ変革に向け
た新たな事業基盤を構築。

百貨店・パルコの�
革新

仕入れと定期賃貸借をミックスしたハイブリッ
ド型ビジネスモデルの大丸心斎橋店を開業

（2019年9月）。次世代商業施設の象徴として
渋谷PARCOを開業（2019年11月）。

守りのIT強化
グループITガバナンスを策定。クラウドシステ
ムの導入などを通じたセキュリティ強化ととも
にリモートワークに対応できる環境を整備。

ガバナンス�
体制強化

監査役会設置会社から指名委員会等設置会社
へ移行（2017年5月）。執行と監督の分離、社外
取締役の増員などにより取締役会改革を実施。

主な成果

ビジネスモデルの�
陳腐化

コロナ禍を契機に百貨店、パルコの業績が急
速に悪化。リアル店舗に過度に依存してきた
ビジネスモデルの陳腐化が加速。攻めのデジ
タルへの対応が急務。

事業ポートフォリオの�
レジリエンス不足

百貨店、SCで8割を超える収益構造の脆弱性
が急激な環境変化により一気に露呈。百貨店、
SCへの過度な依存を是正するため資源配分
の見直しが必要。

推進体制の不充分さ、�
専門人財の不足

事業ポートフォリオ変革に向けた組織推進体
制の不充分さや専門人財の不足は否めず。デ
ジタルや不動産（デベロッパー）の専門人財強
化は喫緊。

サステナビリティ�
課題の解決

気候変動や人権問題はサプライチェーンレベ
ルでの取り組みが不可避。コロナを契機に安
全・安心の重要性がさらに向上。CSV視点によ
る取り組み強化が不可欠。

残された主な課題

前中期経営計画と本中期経営計画のつながり 経営数値目標（2023年度）

前中期経営計画の主な戦略 本中期経営計画での位置づけ

①�マルチサービス�
リテイラー戦略

【新規事業の開発】
生活者の不満・不安を解消す
るサービス領域での新規事
業開発

① デベロッパー戦略
② リアル×デジタル戦略
③ 富裕層戦略
3つの戦略で 
新規事業を開発

【HD】
一定規模以上の出資案件やアライアンス先を開発

【事業会社】
既存事業の周辺領域で、新規事業を開発

【重点３事業の成長】
 JFRカード
 J.フロント建装
 ディンプル

重点3事業の位置づけは見直す
 JFRカード	 ：	各戦略に寄与するとともに、自立した成長をはかる
 J.フロント建装	：	デベロッパーセグメントに位置づけ、パルコ、PSSと連動して成長をはかる
 ディンプル	 ：	百貨店事業との業務整理

②�アーバンドミナント�
戦略

【大型開発PJ】
GINZA SIX・上野FT・渋谷・ 
心斎橋の開発

【不動産開発】
不動産賃貸事業の拡大

【エリア共生】

①�デベロッパー戦略 
として発展強化

【大型開発PJ・不動産開発】
複合再開発を推進。心斎橋、名古屋、福岡の百貨店とパルコが
隣接する地区にて「比類なきJ.フロントゾーン」を開発する 

（①～③の3つの戦略連動）
【エリア共生】
考え方を継承。生活者へ価値提供、環境性能向上

③�IOT時代に対応した
ICT戦略

1. ECの強化
2. LTSHub開発
3. ICT活用への組織整備

②�リアル×デジタル戦略 
デジタルシフト

【事業会社】
 顧客接点のOMO強化

【HD】
 LTSHub（現在のJCDP）の本格活用を実現
 ITガバナンスは継続強化

④既存事業の革新

【百貨店事業革新】
店舗魅力化、地方郊外店改革

【パルコ事業革新】
店舗ポートフォリオ変革

②�リアル×デジタル戦略 
コンテンツの魅力化

【事業会社】
 �店舗の魅力化を継続。基幹店への投資、 
改装推進、コンテンツの発掘や共創を行う

長期的なメガトレンド

世界全体

 環境･食糧問題　
 自然災害･疫病の常態化
 持続可能な社会の実現
 テクノロジーの進展（AI･6G･IoT等）
 都市化の進展　
 グローバル化の進展
 所得の格差拡大（二極化）

日本固有

 人口減少･高齢化加速　
 労働力人口不足
 社会保障制度の再構築
 都市インフラ更新･スマートシティ化
 消費の成熟化

短期的な変化見通し（主としてコロナ影響）

政治
・
経済

 景気低迷の長期化懸念
 持続可能性重視への要請の高まり
 テクノロジーの加速度的進化
 都市化の変容（分散化の可能性）
 働き方のパラダイムチェンジ

社会
・
個人

 持続可能性への意識の高まり
 開疎化、地方や自然への回帰
 バーチャルコミュニケーションの拡大
 人的つながりの重要性の向上

重要な外部環境の変化

都市部商圏の底堅さ デジタル・リアルの融合 所得・消費の二極化

※1	 リース負債を除く
※2	 2017年度比、Scope1, 2

資本収益性 ROE  7.0% ROIC  4.6%
事業成長性 営業利益  385億円 事業利益  400億円
財務健全性 有利子負債※1  2,250億円 Net D/E  0.6倍
サステナビリティ 温室効果ガス排出量※2  △40% 女性管理職比率  26％

百貨店事業
SC事業

2019年度

54.9% 55.8%

17.1%

17.1%

60%

40%

800億円

385億円402億円

23.6%

9.8%

7.0%

4.7%

2023年度
見通し

2030年度
イメージ

デベロッパー事業
決済金融事業
その他

9.1%

0.8%

前中期経営計画（2017～2021年度）の振り返り

2021～2023年度　中期経営計画概要

ポートフォリオ改革
セグメント別「営業利益」シェア

	 百貨店事業
	 SC事業
	 デベロッパー事業
	 決算金融事業
	 その他（連結調整を含む）
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Management Strategy

Management Strategy
前中期経営計画の振り返りと本中期経営計画

本中期経営計画の全体構成

収益回復と再成長に
向けた3つの戦略

1  リアル×デジタル戦略 2  プライムライフ戦略 3  デベロッパー戦略
 �百貨店：本物/本質重視による店舗の
魅力化・メディアコマース化
 ��パルコ：店舗ブランド価値の再構築・
デジタルSCプラットフォームの追求
 �CSV視点での新コンテンツ創出・育成

 �上質な顧客体験を実現する新たな
ソリューションサービスの開発
 �外商オンラインコミュニケーション
の進化
 �グループレベルでのCRM戦略進化

 �商業に限定しない多様な用途
取り組み

 �循環型投資スキームの着手
 �準都心エリアへの進出

完全復活への 
重要施策 経営構造改革

経営基盤 
機能戦略

財務戦略

人材戦略

IT戦略（守りのIT）

再成長に向けたコミッティによるグループ横断での戦略推進

デジタル戦略�
コミッティ

プライムライフ戦略�
コミッティ

デベロッパー戦略�
コミッティ

 ビジネスモデル改革によるコスト削減	  事業基盤の絞込み

 グループ要員構造改革の完遂	  再成長に向けた人財マネジメント
 ダイバーシティとワークライフバランスの実現

 基幹システムの再構築	  グループIT人財体制強化

 資本政策	  税務政策	  経営管理の刷新

　当社の強みは「商業プロデュース能力」「優良な顧客基盤」 
「取引先、クリエーターなどのパートナー」そして「主要都市部の
不動産資産」を保有することです。これらの強みと中長期的な
環境変化を踏まえ、本中期経営計画では大きく「３つの戦略」に
フォーカスし、成長に向けた取り組みを重点化することとしました。

1  リアル×デジタル戦略
 �リアル店舗を購買の場だけでなく、魅力的な商品やサービスと
の出会い、上質な顧客体験を得られる場へと転換していきます。
 �店舗を起点としたデジタル活用により、時間や空間を超え新たな
体験価値を提供する商業モデルへ変革します。

 ��顧客データの分析やデジタルツールの活用を高度化し、販売員・
外商・バイヤーなどの一人ひとりがお客様との関係性を深めて
いきます。

 �販売収益に加え、不動産関連収益やデジタル活用を通じた
手数料収益など、収益の複線化をはかります。

【これまでの主な進捗】
・�百貨店アプリ会員数　177万件（2023年2月末現在実績）　 

アプリ経由売上高　2,371億円（2022年度実績）
・百貨店オンライン経由売上高　137億円（2022年度実績）

2  プライムライフ戦略
 �文化や芸術に価値を置き、こころ豊かでサステナブルなライフ
スタイルを楽しむ生活者への提案をさらに強化していきます。
 �当社グループのエンタテインメントやアートを活用するほか、
プレミアムな体験等、新規の商品やサービスを他社提携により
開発するなど、コンテンツの充実をはかります。

 �このようなライフスタイルに共感する国内のニューリッチやアジア
の海外富裕層など、百貨店外商の枠を超えた顧客の獲得を、
他社提携を含め推進していきます。
 �デジタルを活用した顧客管理の高度化により、多様化する顧客
のインサイトを捉えて提案力を強化し、優良顧客のライフタイム・
バリューを最大化していきます。
 �新たな決済手段の提供によるロイヤルカスタマーの拡大、また
顧客のライフプランニングを通じた付加価値の高い金融サービス
を展開していきます。

【これまでの主な進捗】
・百貨店事業外商売上高　1,883億円（2022年度実績） 
・外商若年層（20代～40代）シェア　29.5％（2022年度実績）

3  デベロッパー戦略
 �グループ保有不動産資産の価値最大化をはかります。複合再開
発等では百貨店とパルコの規模適正化や容積緩和を活用し
ます。非商業用途のシェアを高め、収益性の向上をはかります。
 ��重点エリアにおける大型複合開発では、地域の歴史や環境など
の個性を尊重した魅力的な街づくりを通じて街の賑わいづくり
に貢献し、生活者のマインドシェアを向上させます。
 �新規不動産の取得と開発、私募ファンドなどの組成とアセット
マネジメントなどにより、収益の複線化をはかります。また、開発
エリアを準都心に拡大していきます。

【これまでの主な進捗】
・新会社「J.フロント都市開発」設立（2023年3月）
・ホールディングスにCRE戦略統括部新設（2023年3月）
・�名古屋・栄地区、大阪・心斎橋地区開発プロジェクト進行中 
（2026年竣工予定）

経営構造改革
固定費の削減

 �組織・要員構造改革、経費構造改革を通じ、2019年度比で固定費
を100億円以上削減し、損益分岐点を引き下げます。

【これまでの主な進捗】
・連結固定費削減高　104億円（原価･販管費／2021～2022年度累計）

経営効率、資産効率の向上

 �各事業の将来性や成長性に基づくグループ事業の絞込みや、
遊休資産、低利回り資産の見極めによる効率向上をはかります。

【これまでの主な進捗】
・�子会社「ヌーヴ・エイ」全部株式譲渡（2021年6月）
・�大丸松坂屋セールスアソシエイツを大丸松坂屋百貨店に 

吸収合併（2021年9月）
・子会社「ディンプル」一部株式譲渡（2022年2月）
・�津田沼PARCO営業終了（2023年2月末）
・新所沢PARCO営業終了（2024年2月末予定）
・松本PARCO営業終了（2025年2月末予定）

グループ人財戦略
再成長に向けた人財マネジメント

 � �重点戦略を担う人財を確保するため、従業員の能力開発や専門

人財の外部採用強化、これらをグループ内で最大活用できる仕組み
ならびに、制度やシステムの整備に取り組んでいきます。

【これまでの主な進捗】
・専門人財外部採用数　　264名（2021～2022年度累計）

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進、ワーク・ライフ・インテ
グレーションの実現

 �従業員一人ひとりの個性や能力を最大限発揮できるよう、女性活躍に
向けた配置や育成、働き方改革、障がい者雇用、LGBT 関連の取り
組みなど、マテリアリティに基づく各施策を推進していきます。 

【これまでの主な進捗】
・女性管理職比率　22.2％（2023年2月末実績）
・障がい者雇用比率　2.9％（2022年6月末実績）

アライアンス、M&A、ウイング拡大の方針
 �３つの重点戦略の規模拡大やスピード加速に資する、新規事業の
創出やケイパビリティの拡充につながる他社との提携ならびに事業
買収を積極的に進めていきます。

【これまでの主な進捗】
・CVCファンド設立（2022年10月）
・株式会社XENOZの株式50.8％を取得、子会社化（2022年11月）
・株式会社フィナンシェに出資（2023年4月）

本中期経営計画では当初計画より
も投資を抑えるとともに資産売却
を進めることでバランスシート改善
を優先し、次期中期経営計画以降
の投資フェーズに備えることとし
ました。

次期中期計画に向けて
2024年度からは次期中期経営計画がスタートします。中長期的な再成長に向けて現在準備を進める取り組みが具体化していく

フェーズとなります。見えてきた成果の粒が将来どのように連鎖し拡張していくのか。成長ドライバーのひとつであるデベロッパー事業の
パイプラインを含め、当社グループが2030年に目指すポートフォリオ変革への道筋をさらに解像度を上げて示していきたいと考えて
います。

営業CF

386億円※

投資CF

設備投資
 店舗改装、DX等

成長投資
 M&A、アライアンス

バランスシート改善

 自己資本拡充
 有利子負債圧縮

株主還元
 配当性向30％以上を目処
 適宜自己株買いも検討

FCF

1,516億円

1,902億円

3つの戦略

キャッシュフロー・アロケーション

※CF数値は2021～23年度3ヵ年累計
※使用権資産に係る減価償却費を含む
※資産売却収入（186億円）を含む

（　     ）資産売却収入を除くと

572億円



事業ポートフォリオ管理

Management Strategy
財務戦略

事業別ROIC導入で、
ポートフォリオ変革を加速
資本コストを事業別に把握

当社は、資本コスト（WACC）を意識した経営を推進しています。
資本コストとは、資金の提供者である金融機関、投資家・株主が
投資先である企業に期待するリターンの水準です。それは資金
運用の立場からすれば投資利回りであり、また資金提供を受ける
企業の立場からすれば調達コストと認識されるべきものと言えます。

資本コストは、市場の金利動向や企業の有利子負債総額、株式
時価総額などの影響を受けますが、当社の中期的な水準は4～
4.5％程度と認識しています。この資本コストを事業別に把握しな
がら、ROICとのスプレッドをプラスに拡大していくことが持続的な 

企業価値創造につながるものと考えています。そのため、ROICは
資本コストを上回る5％水準をまず目指すことが必須となります。

また、当社の中長期的な株主資本コスト（株主期待利回り）の
水準は、6～7％程度と認識しています。そして目標とするROEは、
株主の皆様の期待にお応えするため、株主資本コストを上回る
水準に設定しています。具体的には、ROE10％を2030年度の
目標数値に据えており、そのマイルストーンとして2023年度に
7％を達成する計画です。

投下資本に対する収益管理を高度化 
事業への投下資金には、株主の皆様からお預かりした株主資

本に加え、金融機関等から調達した資金があり、それらをいかに
効率良く活用するかという視点で経営を管理することが重要です。
当社が取り組んでいく事業ポートフォリオ変革においては、デベ
ロッパー事業および決済・金融事業へのシフトがテーマであり、
有利子負債の活用がポイントとなります。そのため、事業の成長
性と収益性に加え、株主資本と有利子負債の合計である「投下
資本」に対する収益性に着眼した管理を実践することを目的として、
事業別ROICを導入しました。

事業会社は、保有する資産をいかに効率的に活用するかという

ROAを重視してきましたが、投下資本に対するリターンを追求
する事業別ROICの向上をはかることが経営管理を進化させる
ことになります。事業利益率の向上と、従業員の取り組みの結び
つきが分かりやすい指標であるということもポイントです。また、
ホールディングス（HD）は、コア事業への経営資源の集中投入や
ノンコア事業の撤退・売却、新規事業の組み入れなどを推進します。

グループ内へ資本収益性の大切さを浸透させていくことが、
結果として事業ポートフォリオの変革を成し遂げることやROEの
向上につながっていくものと考えています。

現場への浸透が肝
事業別ROICの本格運用は2024年度の実施を目指していますが、

その実現に向けては、ROICを現場までいかに浸透させるかが
とても重要です。2022年度は、HD、事業会社の経営層、主要
事業会社の財務責任者や部長クラス、HD所属の従業員を中心に
研修、勉強会を開催し、理解、浸透をはかりました。2023年度は、
ROICツリーの作成、単年度予算への紐づけを行うことに加え、

事業会社の業績管理担当部門担当者など、より現場レベルに
近い従業員に対し、研修、勉強会を実施していきます。

ROICツリーについては、一定のレベルまでは、財務数値に紐
づくKPIで構成しますが、より現場に近いレベルでは、財務数値
以外の日々の活動の中で実践していけるようなKPI設定を行って
いきます。

2023年度 ROIC目標 WACC 
（ROICハードルレート） 2030年度 ROIC目標

百貨店 6% 5% 6〜7%

SC 5% 4.5% 5〜6%

デベロッパー 4% 4% 4〜5%

決済・金融 3% 3% 3〜5%

新規事業 10%
新規事業のWACC 

（8〜10%程度） 10%

連結 5% 4〜4.5% 5%以上

ROIC目標
 収益を伴う成長の実現のため、KPIとして事業別ROICを導入
 ROIC目標の達成に向け、事業別WACCをハードルレートとして設定

※ROIC＝税引後事業利益 ÷ 投下資本：リース負債除く有利子負債 ＋ 株主資本

事業別ROIC 導入・定着スケジュール

 成長性と資本収益性を基軸に将来性を加味して、重点投資領域を規定
 事業存続の是非については、事業特性や事業規模等を考慮しHDが判断

成長維持＋
投下資本・B/S見直し

売
上
高
成
長
率

将来
性

事業拡大
（投資強化）

構造改革、
事業撤退 /売却検討

撤退 /売却判断時に考慮する事項
ROICスプレッド（ROIC-WACC）

事業規模 /市場シェア

・事業規模
・グループに占める事業構成比
・市場占有率

・累積フリーキャッシュフロー
・競合他社指標　等

・他事業への影響・シナジー
・事業フェーズ
・一時的な外部要因の有無

その他事業特性

再成長の探索
（再投資）

重点投資領域

2024年度

2022年度

●グループ基本方針発信
   7/21 IR事業戦略説明会

●理解浸透（勉強会、説明会）
   上期 ： HD　経営・キーマン*･従業員
   下期 ： 事業会社　経営・キーマン*

●事業会社との摺り合せ
  KPI、KPIツリー、運用方法
   基本方針具体化
*経営企画・財務など、戦略策定、
  予算編成担当者を対象に実施

☆ 次期中期計画での本格稼働に向けて推進

〈試運転〉
●百貨店・パルコ
   ・一部店舗で先行運用
　 ROIC目標、KPIツリー
　 予算編成～進捗管理～結果検証　　
　
●HD、事業会社
   ・ポートフォリオ管理
   ・投資管理

〈次期中期計画策定〉
●財務目標の設定、　
   達成に向けROICを軸に道筋を描く
※トライアル＆エラーによる精度アップ

★P/L中心（短期視点）から、
　P/L+B/S（中長期視点）への
　シフトチェンジ

●新中期計画始動
　・四半期モニタリング
     例）セグメント別確認会議　　
　・店舗・事業別ROIC可視化

2023年度

理解浸透フェーズ

試運転／次期中計策定フェーズ

本格稼動
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Management Strategy
マネジメントインタビュー_01

株式会社大丸松坂屋百貨店
代表取締役社長

澤田　太郎
Taro  Sawada

Interview_O1

アフターコロナが本格化

百貨店でもアフターコロナがようやく
本格化してきました。様々な行動制限の
緩和が進む中で売上動向の変化を見て
いると、人が動くということが経済の原
点であるということをつくづく感じてい
ます。特に東京駅に隣接する大丸東京
店の動きはそうしたことを象徴的に表し
ています。

コロナ禍の2020年、2021年は営業そ
のものが充分にできず、業績も非常に厳
しい状況になりましたが、当社はもちろ
んのこと、サプライチェーンの上流にお
いてもビジネスモデルをもう一度リセッ
トして考え直すひとつの機会になったの
ではないかと考えています。当社のお取
引先でも、この期間に在庫管理を徹底
的に見直すなどリエンジニアリング、ビ
ジネスモデル改革に取り組まれ、2019
年度比で大きく増収しているブランドも
出始めています。

夏と冬に実施されるセールの位置
づけがサプライサイドとマーケットサイ
ドの両面から変わってきているように、

マーケットの入口が細分化され、価値観
が多様化してきているのは明らかです。
安易な流行で大きなマスが動くという
状況ではなくなってきています。以前から
そうした傾向は見られていましたが、コロナ
を機にそれが完全に明らかになりました。
アーカイブとして良いものは安易な値下
げをせず、適切な価格で提供し続ける。
我々はどうあるべきか、原点に立ち戻っ
たような変化があったと感じています。

マーケットの変化という点では、サス
テナビリティ志向が思っている以上に顕
在化してきており、この思想が商品企画
に色濃く反映されているブランドも多く
見られます。

また当社が取り組んでいる「エコフ」
という、お客様がご不要になった衣料
品・雑貨を回収するプログラムの認知
度も高くなり、多くの支持を得ています。
2022年度の回収量は367トン、前の年か
ら約4割も増加しており、参加者も過去
最高を記録しました。そうしたサステナ
ブルな取り組みを積極的に行うことが
お客様、ステークホルダーに選ばれる企
業としての前提になってきていると認識

しています。

優位性あるコンテンツを拡充

いま多くのラグジュアリーブランドは、
メインとなる商品を重点化するために、
超高級ゾーンへのアプローチと、アクセ
シブルな商品ラインを活用した若年層
に対するアプローチ、この二つのアプ
ローチを戦略的に強化しています。アッ
パー・メイン・アクセシブルというような3
層構造になっていると感じます。言い換
えればメインターゲットを明確にしなが
ら、お客様の幅を上下に拡張することが
勝ち筋であり、当社の顧客戦略とも合致
しています。

多種多様な小売業のプレイヤーとの
競合が激化する中で、ラグジュアリー、
高級時計、そして現代アートなどの領域
は、まだまだ百貨店が戦っていけるとこ
ろであり、加えて今後の成長が期待でき
るカテゴリーと考え、重点的に強化して
きました。実際に、これらのマーケットは
確実に成長しています。本社主導で政策
的に取り組むべき分野だと考えています。

一方で、これからより重要になってく
るのは、店舗ごとの地域に根差したロー
カルコンテンツです。アーティストをはじ
め、食品、工芸など地方にはまだまだ発
掘できていない魅力ある原石が存在し
ています。この分野は、各店舗でしっかり
と探索していきたい。百貨店はこれから
ステレオタイプではなく、より一層各店
の個性が際立つ時代になると思います。
現在、サステナブルでユニークなローカ
ルプロジェクトも各店舗でいくつか進行
しており、順次新たな独自コンテンツとし
て具体化していく予定です。

グローバルコンテンツは本社、ローカ
ルコンテンツは各店、そうした棲み分け
が上手くはまれば、オンラインも同時に
さらに魅力的となり、全国のお客様に当
社独自のラインナップとして紹介してい
くことができます。これらの積み重ねが
当社固有の強みになっていくものと考え
ています。

GINZA SIXの示唆

GINZA SIXの動きを見ていると、非常
に興味深いものがあります。構造的に
“フロント６”と称されるメゾネット展開の
ラグジュアリーが大きな特徴で、そこに
目がいきがちですが、実は定借期間が4
～5年の契約満了に伴って、ブランドが
大幅に入れ替わる新陳代謝が起こって
います。コロナ禍での大幅入れ替えがあ
る意味話題にもなりましたが、新しく導入
したブランドもいまのマーケットに上手
く適合し、ウェルビーイング志向にもつな
がっています。マーケット変化に高い打
率でアジャストできたのが、好調要因の
ひとつであると思います。

そして、20～30代という若い顧客の支
持が高いことには様々な可能性を感じ
ます。独自の空間価値も提供しています
し、お客様とのコミュニケーションをアプ

リでできているというのもはまっている
のだと思います。ブランドラインナップ、
品揃え、環境、アプリのすべてがGINZA 
SIXでは上手く連動しています。

一方、既存の百貨店では、これまで10
年間大きな改装投資のない店舗が大半
で、メンテナンス投資が中心であったこ
とは否めません。あとは販促と顧客政策
で頑張れ、ということではこの変化の激
しい時代を生き抜くことができないの
は明らかです。そのため、店舗では一定
の塊感で定借にできるところは進めな
がら、定借如何にかかわらず5年くらい
のスパンで相応の改装投資を行うとい
うことを予算化する必要があると考えて
います。それを含めて10年スパンで見た
ときに、NPVはどうかというところを見
ていかなければなりません。

当社は店舗別にB/SとCFを把握でき
る経営管理の仕組みができています。
本来は、店舗で稼ぐキャッシュをベース
にしながら、5年単位くらいでその店舗
に合った相応の投資を行っていくという
長期計画が重要だと思っています。店舗
単独で成長投資のサイクルを回すこと
ができる状況をつくっていきたい。この
ようなエコシステムの構築に向けた財
務的な戦略を次期中期計画ではしっか
り描いていきたいと考えています。

風土を変え、
アウトプットを変える

風土改革は組織変革のひとつだと
思っています。風土改革はあくまで手段
であり、目指すべき姿がここなんだ、と
いうことであれば、そのためには組織変
革、つまり役割、組織機能を変えないと
いけません。そうしたときに、元に戻そう
とする力が働くのでなかなかうまくいか
ないことがあります。それは暗黙知の風
土の話であり、非公式のルールが一番

やっかいなところです。組織そのものを
変えるためのひとつのパーツとして、風
土改革があるのはそういう意味です。

これからはコンテンツ勝負の時代で
す。いま売れているモノを集めればいい
わけではありません。「意味性消費」とい
う言葉がありますが、我々の主戦場はそ
こにあります。マーケットとしっかり向き
合って、独自性を出していくことが不可
欠です。店舗も、本社も全員がマーケット
と向き合って考えていく。つまり、求めら
れるのはクリエイティブなマインドです。
決められたことをいかに効率よく実行す
るのかも大事ですが、それだけでは上手
くいかない時代になっています。

自分たちだけでできないのなら、外部
の人たちを積極的に巻き込んで何かを
作り上げていくことが大事になります。
自分たちだけでやり切らないといけな
いということは全くありません。面白いこ
とを発言できる、育てられる、提案できる
風土にしていきたいと思います。若い人
たちが考えていることをもっと引き出す
ことが大切です。

ネガティブな要素だけに注目が集ま
り、新しい企画が否定されるような暗黙
のルールがあるとすれば、そうした風土
を改善していきたいと思います。所謂ナ
ドラーモデルにある４つのプロセスを
トータルで見ていかなければならないと
考えています。

若手のアイデアから生まれた、売ら
ないショップの「明日見世」、ファッション
サブスクの「アナザーアドレス」、冷凍総菜
サブスクの「ラクリッチ」など、ちょっと
面白いビジネスも形になりつつあります。
クリエイティビティが生まれやすい風土
改革を実現し、5年10年先の収益貢献を
見据えて、いまのうちに様々な挑戦に
着手していきたいと考えています。

クリエイティブを生み出す風土へ。
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Interview_O2

価値観が多様化する中での
パルコの役割

パルコは創業以来、ファッションを中
心に、音楽やアート、演劇など先端のカル
チャーを積極的に紹介し、新しいライフス
タイルを提案してきました。私たちは、想像
を超えた感動で世界を変えるための「刺激」

「デザイン」「クリエイト」をビジョンに、次
世代とともに新たな時代をつくる「感性
で世界を切りさく」をパーパスに掲げて
います。時代の先端を見つめ社会とより
良い関係性を築きながら、パルコらしさ
を実現していきたいと考えています。

若者の人口が増えいろいろなサブカル
チャーが生まれた時代は、若者文化とパ
ルコの持つ特性がとてもマッチしていて、
ファッションを軸にパルコの業績を伸ばす
ことができていました。しかし、現代の日本
は以前に比べると「若者文化」として大きく
括ることが難しく、多様化したそれぞれの
価値観による「いくつもの文化がある」こ
とを意識することが重要になっています。
各々の推しのアイドルやキャラクターを応
援するための「推し活」や共感できる社会

活動を支援することに、時間とお金を費や
す傾向が強くなっています。自らの趣味に
使うお金の対象は必ずしもファッションで
はなくなっています。また「VUCA※の時代」
とも言われるように、将来予測が困難で先
行きが不透明な時代でもあります。生活者
の価値観が変わってきている中で、我々
パルコが社会にどう貢献していくのか、発揮
すべき強みは何なのかということを、もう
一度原点に立って考える必要があります。 

インターナショナルな評価も高い
渋谷PARCO	

渋谷PARCOと心斎橋PARCOは、我々
が最新のコンセプトや手法で手掛けた商
業施設ですが、その開業がコロナ禍の期
間と重なり、スタート時点では本来のポテ
ンシャルを発揮しきれていませんでした。
2022年の10月以降、コロナ禍の状況が落
ち着き始めてからは、インターナショナル
も含めて期待通りの評価をいただき、ビジ
ネスとしての成果にもつながっているとい
う手応えがあります。2019年11月にオープ
ンした渋谷PARCOは、海外の方々にも楽し

んでいただけるビルをコンセプトに店づくり
をし、インバウンド売上30％を目標に掲げ
ていました。開業後、コロナ禍がほぼ3年
間続き、目標の達成は先送りになっていま
したが、その後、水際対策が緩和された
2022年10月以降に一気にアフターコロナ
という状況に変わり、当初の目標を大きく
上回っています。日本人に加えて海外の方
も多く賑わっている光景を目の当たりにし
て、改めて世界中のお客様に楽しんでいた
だける渋谷PARCOであるという確信を得ま
した。また、2020年11月に開業した心斎橋
PARCOは、隣接する大丸心斎橋店とも積極
的に協働し、着実に成果を上げています。

一方で、地方の大都市にあるPARCO
は、国内の広域からの集客がメインです。 
PARCOの出店する各地域にはさまざまな
特色があります。それは、季節のお祭りで
あるとか地元の料理の味付けとか、その地
域の文化です。文明は技術的、物質的ある
いは効率的というある種の尺度があります
が、文化には地域それぞれに違いがありま
す。文化や特産品は、言わば、その地域な
らではの美しい料理や食材が盛られた皿
であり、文化がなければ、何も盛られてい

原点を進化させ、強みを磨く。

株式会社パルコ
代表取締役兼社長執行役員

川瀬　賢二
Kenji Kawase

ないただのお皿に過ぎません。パルコは、
サステナビリティの6つのテーマのひとつに

「地域の魅力向上」を設定し、コミュニティ
への積極的な参加などを通じた街や地域
の魅力向上への貢献を宣言しています。地
域のクリエーターや地場産業とコラボレー
ションしたイベントなど、各PARCOで地域
社会の文化と共創し、その基盤である都市
とともに栄えていきたいと考えています。 

多様な価値観を活かす

私は株式会社パルコに33年前に入社
しましたが、店舗経験はわずかで、約15年
間はパルコグループの会社の仕事をして
きました。新規事業の立ち上げや横断的な
プロジェクトに関わるなど、“パルコ＝店舗”
という図式ではない経験を多く積んできた
という、パルコの中では珍しいタイプだと
自認しています。パルコグループの会社に
出向していた時代、私は、パルコであれ
パルコグループ内の各社であれ、どの
仕事も等しく尊いし面白いと思っていま
した。20代の後半に、新しい事業やパルコ
とは異なる事業を積極的に受け入れる
土壌が作られましたし、そういう志向がいま
の自分の中に引き継がれています。

昨年度は1年間、J．フロントリテイリン
グ（ホールディングス）に在籍して経営戦
略に携わり、「全体最適」が重要であると
いう視点を持って様々な仕事を進めてき
ました。この春パルコの社長となり、パル
コを起点として考え感じたのは、パルコと
大丸松坂屋百貨店のプロモーションなど
での連携が進みつつある一方で、他のグ
ループ各社とはもっと協業や価値共創が
できる余地があるのでは、ということです。

「全体最適」とは、個性を無くして全体に
合わせるということではありません。むし
ろ、グループ全体での成果を高めるため
には各社が独自の強みに磨きをかける
ことが大事です。そうした発想のもとで、

パルコの強みや力を、J．フロントリテイリ
ンググループの発展に最大限に役立てて
いきたいと考えています。

パルコは言語化できない感性や想いの
ような共通項で社員同士がつながってい
るハイコンテクストな文化を持つ会社だ
と感じます。新卒で入社した社員には、パ
ルコの中で純粋に育ってきた強さがあり
ますが、逆に脆さもあるのではないかとも
思っています。パルコグループの会社や
J．フロントリテイリングでの業務など、多く
のパルコ社員とは異なる仕事を幅広くさ
せてもらったおかげで、「パルコが大好きで
ある」という気持ちに加えて、パルコへの
客観的な視点を少し養えたからこそ、そう
感じたのかもしれません。昨年度、パルコ
が採用した社員のうちほぼ半数はキャリア
採用でした。つまり、パルコという組織の中
でも社員のダイバーシティは急速に進んで
います。変わらず大切にしなくてはいけな
いものと進化させていけるものとのバラ
ンスを上手く取りながら、パルコにはさら
に成長できる素地があるのです。

“ワン・ユニバース”の一員として

J．フロントリテイリンググループ全体でも、
組織として互いの違いを認め合いながら、
もっと社員レベルで交流したり、マンツー
マンで知り合いが増えたりした方がいい
と感じています。J．フロントリテイリング
グループにパルコっぽくなれとも思いません
し、逆にホールディングスから「パルコの
自由さはちょっと行き過ぎたからもっと規制
を強められないか」と言われたら、「パルコ
の自由な気風こそが社員自身の熱意と
クリエイティビティにつながっているので、
私はそれを大事にしたい」と答えるでしょう。
組織としては別 で々あり、異なる文化と個性
を持ち続けたい。それがグループとしての
強さにもつながるはずです。人と人とが触れ
合い集まってこそのJ．フロントリテイリング

グループなのだという意識さえあれば、 
“ワン・ユニバース”になれると思います。

「私はパルコだ」、「あの人は大丸松坂屋
百貨店だ」というのではなく、J．フロント
リテイリンググループ全部を「私たち」だと
考えています。それは、いまの時代には欠
かせない重要なファクターです。

日本の文化を俯瞰的に捉えたとき、京都
などに代表されるトラディショナルあるい
はオーセンティックな文化は日本の大き
な魅力である一方で、秋葉原や渋谷に代
表される新しくてとてもユニークな文化も
いまや日本独自の魅力として世界的にも
大人気です。大丸松坂屋百貨店とパルコ
という事業会社があるJ．フロントリテイリ
ンググループは、その両方の大きなカル
チャーを持つとてもユニークな企業グルー
プであると言えます。これらがうまく掛け
合わされば、大きなシナジーを生み出せる
のではないでしょうか。 

パルコの原点を、
“いま”にチューニング

1969年に“21歳、OL”をターゲットにファッ
ショナブルライフを提案する池袋PARCOを
オープンしたパルコの原点は、言わば、「女
性の社会進出を支援する」というところにあ
ります。まさに 「ダイバーシティ＆インクルー
ジョン」を先取りしていたとも言えます。“唯
一の正しい答え”とかユニフォームのような、
押し付けるものではなく、「これから先もあ
なたはあなたのままでいい」というメッセー
ジとともに、生活や文化を届けたい。この原
点をしっかり見ながらいまの時代に合わせ
るという意味での進化を実現し、パルコが
持っている価値を社会環境や経済環境とシ
ンクロさせながら、次の手をきっちりと構想
して実行していけるものと考えています。

J．フロントリテイリンググループの中で、
パルコとして新たな価値を創造し続け、社会
に貢献していきます。

＊VUCA：Volatility・Uncertainty・Complexity・Ambiguityの頭文字を取った造語で、社会やビジネスにとって、未来の予測が難しくなる状況のことを意味する

Management Strategy
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新たなリテールとしての存在感
“Life At Its Best 最高に満たされた暮らし”をコン

セプトに、旧松坂屋銀座店跡地を含む2街区一体開発
により2017年4月に誕生したGINZA SIXは、国内唯一
とも言えるラグジュアリーモールとして、世界に誇る銀座
エリアにおいて存在感を放っています。あえて「百貨店
をやらない」という選択肢のもとで、４者（開業当時）の
多様な知恵を結集して誕生した、“リテールのイノベー
ション”としてのひとつの形であると認識しています。
銀座中央通り側にメゾネット形式でファサードを展開
する、いわゆる“フロント・シックス”のラグジュアリー
ブランドは、世界基準を意識したGINZA SIXの圧倒
的なイメージを形成しています。

2021年はまさにコロナ禍の最中でしたが、開業時
から45ブランドを入れ替える大幅リニューアルを実施し
ました。時代の変化に適合しながら鮮度をさらにアップ
させ、新たな顧客層の開拓にも成功しています。その
結果、2022年12月には過去最高月間取扱高を記録
するなど、インバウンドが充分に復活していない当時
にあっても、新たな国内優良顧客の開拓に成功し、高
い伸びで成長を実現しています。

エバー・リニューアルが絶妙なサイクルで実施される
ことは、持続的な価値創造に欠かせないキーファクター
であると考えています。

若年層への強みを発揮
GINZA SIXの大きな特徴は、若年層からの支持が極めて高い

ことにあります。特に、取扱高全体に占める20～30代のシェアは
2019年でも38％という高い数値を示していましたが、2022年度
は46％と半分に近いシェアまで拡大しました。百貨店ビジネス

が50代以上のお客様で取扱高の半分以上を占めることを考え
ると、いまの百貨店ではアクセスできていないプロフィールのお
客様への可能性が見えてきます。百貨店が抱える構造的な課題
解決に向けた、ひとつの重要な示唆がGINZA SIXにはあると言
えます。

リアルならではの顧客体験
GINZA SIXがお客様の支持を集めるひとつの特徴は、アー

トな空間創出です。店舗の中央に設けられた吹き抜けでは、斬
新かつ大胆なインスタレーションが一定期間で変化しながら繰
り広げられています。また、B2Fのショーウインドウや、森美術館
監修による南北のエレベーターホールと３～5Fの通路における
パブリックアートの展開、そして中央通り側吹き抜けのリビング
ウォールアートなど、スペシャルなおもてなしの演出を随所に見

ることができます。
さらに、屋上には銀座エリア最大の約4,000㎡におよぶ、地域

に開かれた屋上庭園を設置しています。都会の中で自然を身近
に感じられる環境をシンボリックに表現した庭園は、銀座を訪れ
た人々に憩いや交流の場を提供しています。

やはり、リアルでないと味わうことのできない独特の空気感
は、まさにエクスクルーシブな体験価値としてGINZA SIXの存在
価値を示しています。

百貨店とのシナジー創出も
当社グループ全体としての顧客基盤の強化に向けたカード発

行の一元化への取り組みにより、GINZA SIXのカードイシュア
は、2024年からJFRカードに変更されることとなりました。これに
より、GINZA SIXにおける百貨店の「大丸松坂屋カード」でのお

買物が、お客様にとって便利でメリットのあるものになると考え
ています。なかでも、首都圏の外商顧客にとってはラグジュアリー
の品揃えが格段に充実することにつながり、よりシナジーが発揮
されることを期待しています。

Management Strategy
百貨店事業 _01 リアル  デジタル戦略 

新時代に異彩を放つ、
ラグジュアリーモール

観光バス
乗降所

三原通り 中央通り

文化・交流施設
（観世能楽堂）

店舗

オフィス オフィス

B6F

B5F

B4F

B3F

B2F

B1F

1F

2F

3F

4F

5F

6F

7F

8F

9F

10F

11F

12F

13F

RF

吹抜

トップライト

店舗

オフィス（7階～12階／13階（一部））

商業施設（地下2階～6階／13階（一部））

事務所床面積約38,000㎡（約11,500坪）、1フロア貸室面積（基準階）は
約6,140㎡（約1,857坪）で、都内最大級。

約47,000㎡（約14,200坪）の売場面積となる商業空間を創出。
ワールドクラスクオリティの241ブランドが集結。

文化・交流施設「観世能楽堂」（地下3階）
能楽最大流派「観世流」の拠点「観世能楽堂」を設置。
地域に開かれたホールとして様々なイベントも実施予定。

観光拠点（1階）
銀座の街の観光案内拠点ともなるツーリストサービスセンター
「TERMINAL GINZA（ターミナル ギンザ）」や、銀座初の観光バス乗降所を整備。

GINZA SIX
ガーデン

駐車場
地域冷暖房施設

ツーリスト
サービスセンター 銀座パサージュ

防災
備蓄倉庫

公
共
駐
輪
場

屋上庭園（屋上）
銀座エリア最大級となる、地域に開かれた約4,000㎡の屋上庭園
「GINZA SIX ガーデン」を整備。

2019年度 2022年度
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60代以上
20% 18%
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10%
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30代
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取扱高全体に占める各世代の割合の推移

※「GINZA SIX」アプリデータより

©Jean Jullien courtesy of Nanzuka
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Management Strategy
百貨店事業 _02 リアル  デジタル戦略 

鍵は、タッチポイントのデジタル化

アプリが進化の入り口に
日本国内における携帯電話所有者に占めるスマートフォン普及

率はすでに96％を超えているとされています。アフターデジタルと
いう状況の中で、お客様とのタッチポイントのデジタル化はさらに
加速しています。オンラインとオフラインの境目はますます曖昧にな
る方向にあり、オンラインとオフラインを自由に行き来する顧客体
験がさらに進化していくプロセスにあると考えています。お客様と
のコミュニケーションをより深化させるためには、もはやタッチポ
イントとしてのスマートフォンが欠かせないものとなっていると言
えます。

そのため、大丸松坂屋百貨店では、ICT時代に対応したサービス
「大丸・松坂屋アプリ」を発行し、デジタル技術を活用したさらな
る顧客満足の向上と顧客サービスの高度化に取り組んでいます。
アプリには、カードと同様にポイントを貯めたり使ったりできる

「電子会員証機能」、ご来店やお買物に応じてサービスが変化
する「ランクアップ機能」、お得な情報などをタイムリーにお届け
する「お知らせ機能」、お好みの店舗のイベントやトピックス、
フロアガイドなどをいつでもチェックできる「店舗情報機能」など
といった機能が搭載されています。
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CRM進化に欠かせないツール
タッチポイントをデジタル化する、つまりアプリを活用すること

によりコミュニケーションの質は格段に進化しました。お客様
お一人おひとりに合ったコミュニケーションが可能になり、これ
まで以上の良好な関係構築を通じたライフタイム・バリューの
向上を目指すことが可能となっています。

アプリ活用の成果は具体的な数値として現れています。2022年
度における大丸松坂屋百貨店のアプリ経由売上高は2,371億円

（対前年26.3％増）、アプリ有効会員数は177万人（同35.6％増）
となりました。アプリ登録者と未登録者では顧客単価は1.9倍と
なっており、アプリ登録による顧客単価の上昇に寄与しています。

また、アプリを含め、得られたデータ活用の事例としては、ロジ
スティック回帰分析による潜在顧客への購買予測モデルに着手
し、2022年度はラグジュアリー、アート、時計などのカテゴリーで
22億円の成果につなげました。今後はさらに対象を拡大するなど、
CRMのさらなる高度化をはかりたいと考えています。

ユニークなサイトがさらに登場

>> DEPACO （デパコ）

これまでも好評をいただいていたデパコス情報メディア「DEPACO」が、2023年に
デパコスの“メディアコマース”としてリニューアル。リアル店舗とEコマース、そしてオウンド
メディアの機能を組み合わせた魅力的なサイトに生まれ変わりました。オンラインで
あってもリアル店舗と同じようにカウンセリングをしっかり受けることができる、まさに
コスメカウンターのようなメディアコマースです。 

DEPACO編集部やコスメブランドのビューティーアドバイザーから、デパコスにまつ
わる月約100本以上のオリジナル記事や情報を発信。Eコマースではお馴染みの人気
ブランドから、店舗ではご購入いただけないブランドまで140ブランド以上をラインナップ。
また“ブランドを横断して相談したい”というニーズにもお応えし、百貨店の強みを活かした
ブランド横断型のDEPACO専属ビューティーアドバイザーがスキンケア、メイクアップ、
ギフト提案などポイントを分けた相談から、じっくりと相談できる総合カウンセリングまで
オンラインで対応しています。

>> ラクリッチ
 食通のバイヤーが厳選した冷凍グルメ宅配のサブスクリプションサービス「ラクリッチ」
がスタートしました。いつでもデパ地下クオリティの“贅沢なグルメ”を楽しめるサービスです。

消費者の生活スタイルが大きく変化した昨今、自宅で楽しむ食文化が定着したことから
「食品宅配」のニーズが増え、一方で働き方の多様化や共働き世帯の増加により、家事に
対するタイムパフォーマンスが重視されるようになりました。また、新型コロナウイルスの
感染拡大の影響で食品宅配需要は急成長し、今後は生活に不可欠なサービスとして定着
するものと考えられています。

本事業は、こうした背景をもとに、大丸松坂屋百貨店が掲げる中期経営計画の柱で
ある「リアル×デジタル戦略」＝「人の力」を活用した新たな体験価値の提供と、時間と
場所の制約の克服を具現化した、新たな取り組みです。

>> ARToVILLA  （アートヴィラ）

日本国内の美術品は2,500億円を超える市場規模となり、販売チャネルとして百貨店
は画商に続き2位（約2割・2019年調べ）。なかでも現代アート市場は拡大傾向にあり、
特に若年層コレクターからの人気が高く、今後もこの傾向が続くことが予想されます。
そうした中、2022年1月、アートとアートを買うことの魅力をお届けする初のアートメディア

「ARToVILLA」がスタートしました。
アートヴィラは、それぞれの生き方のなかでアートの扉を開き、カルチャーシーンで

活躍される「#DOORS」の方々とのプロジェクト。コンセプトは「アートをつくる人、受け
取る人、お互いが一緒になってアートを楽しむ視点を増やす」ということです。アートを
所有することの敷居を下げるコンテンツをオンラインと店頭で発信し、アート所有まで
の体験を届けます。アートを「見る人」は増えてきましたが、アートを「買う(所有する)人」
は、まだ少数という現状を踏まえ、日常に紐づいた独自の切り口でアートを買うことを
日常化し、アートのある豊かな生活を定着させたいと考えています。

アプリ経由売上高推移 アプリ有効会員数推移
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スペシャルなおもてなし空間
外商顧客とのより強固なリレーション構築に向けては、スペ

シャルなおもてなし環境として、各店にそれぞれの特徴を有した
ラウンジを整備しています。内装には地域の素材を活用するな
ど、地域との共生も意識した取り組みとなっています。くつろぎの
場だけでなく、ギャラリーとしてもご利用いただくなど、スペシャ
ルなおもてなし空間として好評を博しています。　

タッチポイントのデジタル化が奏功
大丸松坂屋百貨店では、「コネスリーニュ」という外商

独自のクローズドサイトを運営しており、外商ならではの
特別商材の紹介や、各種情報の提供を行っています。2022
年度は新たに18,000件以上の新規会員を獲得し、会員数
は10万人を超えました。外商のお客様全体に占めるコネス
リーニュ会員の比率は32.8％となり、約3分の1のお客様と
デジタルのタッチポイントを保有しています。

また外商顧客のデータ分析による潜在購買顧客の抽出に
より、高級時計、特選ラグジュアリーに続き、アートへの購買
予測モデルにも着手しています。2022年度はデータ分析によ
る見込み顧客へのアプローチによって、22億円の売上実績
につなげることができました。現在このようなデータ分析を担
うデータサイエンティストの育成を進めており、2022年度は
11人増え、全社で14人までに拡大しています。今後、さらに
分析の精度を高め、ヒット率の向上につなげていきます。

Management Strategy
百貨店事業 _03 プライムライフ戦略 

ラグジュアリー・時計を大幅拡充
大丸松坂屋百貨店では、より幅広い富裕層顧客の獲得を目指

して、プライムコンテンツ拡充の為の店舗改装を強化しています。
2022年度は、売場改装投資額全体の約4割を、ラグジュアリー、
時計、アート関連に重点化し、改装を実施しました。具体的には、
名古屋店北館5階時計売場全面リニューアル改装を7月に、また
ロレックス拡大改装を梅田店では9月、東京店では12月に実施
しました。ラグジュアリーでは、神戸店周辺店舗ルイ・ヴィトン導入
改装を3月に、神戸店2階シャネル拡大リニューアル改装を7月に、
名古屋店南館1階ロエベ導入改装を11月に実施しました。

オンライン入会強化による顧客基盤拡充
大丸松坂屋百貨店では、オンライン入会の仕組みを構築し、

若年層を中心としたデジタルチャネルを好む顧客層の開拓を推進
しています。22年度のオンライン入会率は76.2％（21年度57.9％）と
紙ベースの入会を大きく上回っています。

オンライン申し込みによる口座開設のうち20～40代の比率は
全体の46.1%と大きなシェアを占め、若年層の優良顧客開拓に
おいて成果が上がっています。こうした取り組みにより、外商顧客
に占める20～40代の顧客層の売上比率は着実に増加し、2022年
度は約3割を占めるまで伸長しています。若年富裕層の顧客獲
得は、持続的な売上成長に寄与すると認識しています。

外商売上はコロナ前の2桁増
現在、百貨店を牽引しているのは外商売上の拡大です。2022年度

「百貨店事業」の外商売上は約1,880億円、前年同期比較で16.7％
増と、依然大きな伸びを続けています。2019年度との比較でも2桁
増の10.0％増と、すでにコロナ前の水準を大幅に上回っています。

大丸松坂屋百貨店では、約10年前から競合他社に先駆けて外
商強化に戦略的に取り組み、着実に成果を上げてきました。全社で
カード開拓専任チームを組織化し、年間１万件以上のカード開拓を
継続的に推進してきました。当社の外商戦略の特徴は、「より幅広
い世代の富裕層のお客様を取り込み、持続的にお買物をしていた
だけるようなプライムコンテンツを提供していく」ことにあります。

店頭にはない商品・サービスも順次拡充
商品販売以外の外商のお客様へのサービスとして、マンション

斡旋、高級車、リフォーム、家事支援など、アライアンスによる手数
料ビジネスも拡大しています。引き続き、希少性の高い商材の
強化、またソリューションサービスの開発による顧客インサイトに
響く商品やサービスの開発など、コンテンツを強化していきます。
またグループ内の決済・金融事業における金融・保険商品のご
紹介など、ライフタイム・バリューの向上をはかっていきます。

アートへのこだわりをより強く
大丸松坂屋百貨店各店ではアートの大型催事強化にも取り

組んでいます。2022年度は「アートフェア東京」を手掛けたプロ
デューサーを迎え、全国巡回型のアートフェア「D-art,ART」を
開催しました。さらに、パルコのアートイベントへの大丸松坂屋
百貨店からの送客や先行販売なども実施し、グループシナジー
の発揮につなげています。

アートでは神戸店8階アートギャラリーを10月にリニューアル
オープンさせたほか、上野店7階では美術画廊拡大とアートギャ
ラリー、アートスペースを新設する改装を3月に実施しました。　

プライムに、多彩に、おもてなしを

800
900

1,800
（億円）

外商（掛）売上
（％）

0

20

25

15

10

30

1,000

1,200

1,400
1,300

1,500
1,600
1,700

1,100

5

35

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

百貨店売上に占める構成比

名古屋店時計売場 D-art,ART

大丸神戸店  D'sラウンジ

大丸松坂屋百貨店の外商（掛）売上推移

外商顧客向け
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共創型ECサイト「ONLINE PARCO」始動
パルコは、ECサイトを2023年3月にリニューアルし「ONLINE 

PARCO」をオープンしました。様々なステークホルダーと協働
し、パルコの持つあらゆるコンテンツをオンライン/オフライン
を横断してお客様にお楽しみいただける新たな価値を提案。
日本にとどまらず、グローバル規模でのファンづくりを目指し

ます。非ID顧客のID顧客化と、ID顧客の稼働・ランクアップと
その維持により、中長期にわたり経営を支える顧客資産を
最大化します。2022年11月に導入した「PARCOメンバーズ」
により、パルコが提供するあらゆるサービスのIDを共通化し、
お客様との一元的なつながりによって多様なサービスを提供
します。

渋谷を起点に
“PARCO”ブランドを発信

パルコは、ショッピングセンター「PARCO」
を北海道から九州の福岡まで、全国に展開し、
出店しているマーケットごとに異なったストア
コンセプトで運営しています。また、テナントと
のイコールパートナー主義のもと、改装による
新陳代謝や宣伝・販促活動による集客、きめ
細かなテナントサポートにより各テナントの
売上向上を目指しています。さらに創業以来、
単に物を売るだけではなく、時間の過ごし方
や新しい生活の楽しさなどをプロデュースし
提案する、情報発信基地となって独自の文化
を生み出す取り組みをしてきました。

PARCOブランドを強力に発信するのは、
やはり“唯一無二”の次世代商業空間として
進化を続ける渋谷PARCO。渋谷を起点とし
たリ・ブランディングにより、お客様や出店テ
ナント、クリエイターに選ばれるビルとしての
プレゼンスを確立し、中長期的な財務価値向
上につなげるため、変わらない価値提供の
進化に取り組んでいます。長年培ってきたテ
ナント企業との関係を活かした独自企画の
展開により、“新しいことに挑戦する”企業イ
メージを具現化しています。

渋谷PARCOが社会プロジェクト「SKWAT」と連携
「新しい商業施設の在り方」をテーマにした渋谷PARCO 4階の

リニューアルでは、都市のボイド（隙間）をスクワット（占拠）して新
しい意味をつくる社会プロジェクト「SKWAT」と連携し、定期的に
ショップが入れ替わりながら出店できる柔軟性を持った空間を
創り出しました。期間限定ショップで構成されるエリアは、サステ
ナブルな商業施設の実現という点で課題であった入れ替わりに
よるショップの内装コスト負荷や廃棄物の発生を抑えています。
共用スペースと売場が一体化した柔軟な空間に、レジ・ショップ
スタッフやバックオフィスなどを支援・シェアすることで独立系の
新しいショップやブランドを誘致しています。

Julian Opie『OP.VR@PARCO』開催
パルコは、デジタルアートに特化した企画展として、イギリスの

現代美術家のJulian Opie（ジュリアン・オピー）氏による世界初
公開VR作品の展覧会『OP. VR@PARCO』を、渋谷PARCO 4階の
PARCO MUSEUM TOKYOで2022年10月から11月に開催しま
した。事前予約制により人数制限された会場内に2つのVR鑑賞
部屋をつくり、ヘッドセットをつけた鑑賞者が自由に歩き回るとい
う贅沢な展示スタイルを採用。人々の姿や街の風景など、世界の
姿を最小限の表現言語で鮮やかに表現してきたアーティストによ
る新しい挑戦は、VRゴーグルを装着し複数の異なる展示空間を
体験する革新的な展覧会となりました。

PARCO店舗でのNFTの活用を継続的に検証
パルコは、PARCO店舗というリアル空間とNFTが連動した

体験価値の提供を目指し、店舗の企画やイベントと連携した
NFT活用の実証実験を2022年3月にスタートしました。2022年
度は渋谷、池袋、札幌、仙台、心斎橋の各PARCOで10本の企画
を実施。池袋PARCOでの全館企画では、希望者にNFTを配布
しNFTをお持ちのお客様の特典として参加できるクリエイター
のサイン会を開催しました。NFTの活用により、リアルの場でのク
リエイターとファンのエンゲージメントが高まり、店舗の情報発
信にもつながりました。2023年度も、PARCO店舗とお客様との
接点としてのNFTの活用を継続的に検証します。

渋谷PARCO 4階
「サステナブル＆ヴィンテージ」を
テーマに改装

渋谷PARCOは、2022年11月に「サステ
ナブル＆ヴィンテージ」をテーマに4階をリ
ニューアルしました。インテリア、雑貨、ライ
フスタイルファッション、眼鏡、アート雑貨な
ど、ユニセックスに対応するラインナップを
拡充。また、リユース/リプロダクト/ハンドク
ラフトをテーマに、ハギレや残糸から再紡
績した糸・生地でつくった服や、ヴィンテー
ジの家具・洋服・雑貨の、魅力あるショップ
＆ブランドを誘致しました。

Management Strategy
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“唯一無二”は、挑戦を止めない

渋谷PARCO 4階「Mid-Century MODERN（ミッドセンチュリーモダン）」

渋谷PARCO 

VR鑑賞の様子　Photo: TAKAMURA DAISUKE

渋谷PARCO 4階 「金三昧」

クリエイティブスタジオR11Rとコラボレーションした池袋PARCOの全館企画
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「PARCO×GUNDAM COLLABORATION ITEM FAIR」ポスター ©創通・サンライズ　©創通・サンライズ・MBS

コロナ禍で改めて感じたことのひとつは、日常にこころの潤い
がいかに大切であるかということかもしれません。アートやカル
チャーが放つ熱量は、こころを揺さぶり、時に背中を押してくれる
存在でもあります。

パルコは創業当時から演劇や音楽、アートの分野で新しい
カルチャーを積極的に紹介し、こころ豊かなライフスタイルを提案

してきました。魅力あふれる様々なコンテンツをプロデュース
する一方、プロモーション展開にも積極的に取り組んでいます。
文化的情報や時代を捉えたコンテンツ素材を多面展開したり、
異種素材のコラボレーションをプロデュースしてヒット企画を
生み出したりするなど、商業の付加価値を創造しています。

PARCO劇場を中心に、全国の劇場で演劇、ミュージカル、
ダンスなどのプロデュース公演を展開。才能あふれるクリエイター
や魅力的な俳優陣と良質な作品を制作しています。

�●�『Birdland』の宣伝ビジュアルが「交通広告グランプリ2022 駅サイン
ボード部門」で最優秀部門賞を受賞

�●�『セールスマンの死』で主演の段田安則氏が第30回「読売演劇大賞」
で最優秀男優賞を受賞

【事業拠点】
演劇　1拠点（渋谷）

映画館「CINE QUINTO（シネクイント）」「WHITE CINE 
QUINTO（ホワイトシネクイント）」の運営や、映画の配給・出資・
買付・制作を行い、日本映画・海外映画作品を広く紹介してい
ます。

�●�パルコが第60回優秀外国映画輸入配給賞の「最優秀賞」を受賞

【事業拠点】
映画　2拠点（渋谷）

展覧会制作やギャラリーの企画・
運営、アーティストやアニメキャラクター
とのコラボレーションカフェ展開など、
エンタテインメントに関する幅広い事
業を他部門と連携して展開しています。

【事業拠点】
ギャラリー　�6拠点（渋谷／池袋／名古屋／

心斎橋／福岡）
カフェ　　  �4拠点（渋谷／池袋／名古屋／

心斎橋）
ほかPARCO各店の巡回など

国内外の新進気鋭のアーティスト
を招聘し、良質なライブミュージックを
提供するライブハウス「CLUB QUATTRO

（クラブクアトロ）」のほか、ミュージッ
クカフェ＆バー「QUATTRO LABO（ク
アトロラボ）」を運営しています。

【事業拠点】

音楽　5拠点 （渋谷／名古屋／広島／梅田）

芸術書から実用書、文芸書まで多様
な出版物を手掛けており、国内外の
時代の最先端アーティスト、クリエイター
の書籍や、イベントと連動した出版物
の刊行など、幅広い展開をしています。

Management Strategy
SC事業_02　エンタテインメント

��コンテンツ・ファーストの時代へ
リアルでも、オンラインでも、どのくらい特別

なコンテンツをご提供できるかがお客様に
とっての価値を決定づけます。パルコはいまとい
う時代を捉え、あるいは時代の先を行くような
エンタテインメントやカルチャーを発掘、開発
し、社会に新たな価値を生み出し続けること
が大きな役割であると認識しています。昨年、
J．フロント リテイリングが子会社化した（株）
XENOZのeスポーツ事業が生み出すエンタテ
インメントも、今後、パルコをはじめJ．フロント
リテイリンググループとして新たなお客様を創造
する有力なコンテンツになっていくものと期待
しています。

PARCO劇場は開場50周年
1973年に開場し、時代のカルチャーを牽引

してきたPARCO劇場は今年で50周年を迎えま
した。2023年は「PARCO劇場開場50周年記念
シリーズ」として多彩な作品を上演しています。

パルコのイメージ・文化戦略の一環としてス
タートしたPARCO劇場の大きな特長は、文化
事業としてパルコが自らプロデュースを行って
いることです。時代の流れを読みながら多くの
才能とともに延べ1,300本を超える作品を生み
出してきました。50周年である本年、日本を代表
する演出家による作品や新たな才能とトライ
する企画、海外の気鋭の演出家作など、充実した
作品をラインナップしています。

二人芝居『笑の大学』を2023年2月から3月にPARCO劇場で上演
しました。パルコプロデュース作品として、1996年に初演。第４回読売
演劇大賞で最優秀作品賞を受賞した本作は、1998年に再演、また、
ロシア、韓国、中国、フランスでも翻訳上演された傑作戯曲です。

1998年の再演以来１度も日本で上演されていなかった伝説の舞台
を、初めて三谷幸喜氏自身が演出し、PARCO劇場50周年という記念
の年に四半世紀ぶりに上演しました。

伝説の舞台『笑の大学』を
三谷幸喜氏自身の演出で上演　

その熱量は、深く、届く

PARCO劇場開場５０周年記念シリーズ『笑の大学』

演劇 音楽映画 出版ギャラリー・カフェ 

PARCO劇場客席（撮影：尾嶝太）
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デベロッパー事業

地域と共に、
新たな価値創造を
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新会社「J.フロント都市開発」を設立
当社は、これまで株式会社パルコにあった不動産デベロッ

パー事業を2023年3月から分社化し、J.フロント都市開発株式
会社を設立しました。

新会社では、大丸、松坂屋やPARCOが位置する東京、名古屋、
大阪、京都、神戸、福岡、札幌の主要7都市を中心に、地域のネット
ワークやブランド力を活用した開発を推進していきます。

すでに、名古屋・栄や大阪・心斎橋では2026年竣工に向けて
工事着工したほか、福岡・天神においても“天神ビッグバン”を
契機とした大型開発プロジェクトを積極的に進める方向で検討
を開始しました。

当社ならではのデベロッパー事業としての強みとして、大丸、
松坂屋やPARCOでこれまで培ったリテールの実績やノウハウ
で差別化をはかりながら、オフィス・ホテル・レジデンスなど、多様
な複合施設開発を推進します。ビジネスモデルとしては、不動産
賃貸収入だけではなく、物件を開発することによりバリューアップ
して計画的に売却するといったことも視野に入れています。その
ため、同社で開発物件の売却によって得られる利益は事業利益
で計上することとしています。

併せて、当社の重要戦略「リアル×デジタル戦略」「プライムラ
イフ戦略」とも連携し、各エリアにおけるコミュニティの中心とし
て地域全体の魅力化をはかっていきます。

この新会社設立と同時に、ホールディングスにおいてCRE戦

略統括部を設置し、グループ各社が保有する不動産の戦略的
活用を迅速かつ円滑に進める体制を構築しました。統括部長は
ホールディングスの社長が兼務し、グループ全体最適の視点で
の不動産開発、保有不動産に関するCRE戦略の立案、および
所有不動産の価値最大化をはかります。

当社グループのデベロッパー事業セグメントはJ.フロント都市
開発に加え、商業施設やホテル等の内装工事を請け負うJ.フロント
建装、パルコスペースシステムズにより構成されています。当社
グループが長年にわたって育んできた街の歴史や文化との共生
を大切に、エリアをアップデートしていきます。

>> ZERO GATE
ZERO GATEは「原点＝ZERO」に立ち、街の「入口（顔）＝GATE」として新たな価値観

を提案していくという想いを込めています。プライム立地の中低層商業施設に特化し、
その立地の良さを活かし、単独または少数のテナントで構成し、事業規模に応じて効率
的に運営しています。リテールにこだわらない多様な業種と連携した多層階モデルや立
地特性を活かした視認性、ＤＸを活用した新たな事業スキームを創出していきます。

>> BINO
BINOという名称は「Beauty Inside aNd Out」に由来しています。「ビューティ＆ヘルス」を

コンセプトにする中低層商業施設で美しさを“内から”“外から”サポートする商業施設を目指し
ています。

さらに幅広いお取り組み先との連携により、お客様の満足するクオリティとサービスを
提供し、エリアと共生し街の価値向上に貢献します。

「(仮称)錦三丁目25番街区計画」イメージ 「（仮称）心斎橋プロジェクト」イメージ

京都神戸

福岡

大阪 名古屋 東京

札幌

2026年開業「(仮称) 錦三丁目25番街区計画」
J.フロント都市開発株式会社は、名古屋「栄」での新たなランドマークとなる

文化・交流価値創造拠点の構築をコンセプトに、商業・ホテル・オフィス・シネマ
からなる複合施設を共同事業者（三菱地所株式会社、日本郵政不動産株式
会社、明治安田生命保険相互会社、株式会社中日新聞社）と共に開発します。
2022年3月に名古屋市より都市計画決定を受け、2022年7月に新築工事に
着手しており、当社グループは商業部分を保有・運営する計画です。

J.フロント都市開発と共同事業者は本計画を通じ、愛知県や名古屋市
が進める都市のブランド力向上に資するラグジュアリーホテル誘致等
栄エリアの重層的な都市機能整備を推進することで、周辺エリアの賑わい
をさらに高めるとともに、名駅エリアと合わせた2核両輪で名古屋市国際
競争力強化に貢献していきます。

2026年竣工「（仮称）心斎橋プロジェクト」
J.フロント都市開発株式会社は大阪のメインストリートである御堂筋と

長堀通が交わる「心斎橋」の交差点に位置するエリア最大級の物件で、商業・
ホテル・オフィスからなる複合施設を共同事業者と開発します。2023年1月に新築
工事に着手しており、L Catterton Real Estate社（LVMHグループの不動産開発
投資会社）との共同出資により組成した特定目的会社を通じて事業に参画します。

長年にわたり心斎橋エリアの賑わいを牽引してきた「心斎橋プラザビル」
および「心斎橋フジビル」を建替え、御堂筋・長堀通に面する低層階には連続
したメゾネット店舗（2～3層）を計画し、ラグジュアリーブランドを誘致するなど、
新たなランドマークとして周辺エリアのさらなる賑わい創出・活性化を目指し
ています。
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中期経営計画の進捗
決済・金融事業は、中期計画の2年目とな

る2022年度の事業利益が34億円となり、中期
経営計画最終年度目標を1年間前倒しで達成し
ました。2021年1月に全面リニューアルを行った
大丸松坂屋カードのカードが、お客様にメリット
のある独自のポイントシステムを搭載するととも
に、年会費を含めた収益構造を見直すなどの施
策が奏功しました。

加盟店事業の推進
JFRカードは、2019年7月にVISA、Mastercard

とライセンス契約を締結し、アクワイアリング（加
盟店）業務を開始しています。大丸松坂屋百貨店、
PARCO、GINZA SIXなどグループ商業施設の加
盟店業務の集約を進めることにより、グループ会
社の手数料を削減するとともに、グループ全体の
キャッシュフロー改善にも寄与しています。

当社グループが商業施設を展開しているエリ
アでの外部加盟店数も着実に増加し、200店舗を
超えました。当社が今後デベロッパー戦略を拡大
していく７つの重点エリアにおいて、さらに加盟
店獲得を進め、加盟店には送客支援、お客様には

「エリアの中で一番おトクな決済・金融サービス」
を提供することによって、グループ顧客と加盟店を
つなぐエリア経済圏を構築することを目指します。

大丸松坂屋カードの新規獲得強化
大丸松坂屋カードの全面リニューアルによ

り、一人あたりの年間取扱高は増加しています。
また新たなポイントプログラムであるQIRAポイ
ントの累計付与ポイント数は80億ポイントを超
え、「モノコト交換」の件数も増えるなど、認知度
も向上しつつあります。

今後は百貨店の店頭でのカード獲得を強化
するとともに、アプリ顧客を年間購買額と年齢な
どによりセグメント分けし、それぞれのニーズに
応じたアプローチを行うなど、新規カード開拓を
強化します。またQIRAポイントの交換商品や
特別体験の多様なプログラムを充実させ、カード
の魅力を高めていきます。

金融事業の拡大
決済を軸としてお客様とのリレーションを築くことにより、決済

データを利活用したさまざまな金融サービスを展開していきます。特
にグループの顧客、ビジネスモデルとの親和性が高く、収益性も高
い保険事業・金融事業に注力していきます。

保険事業においては、店頭・オンラインでのライフプラン相談や、
外商顧客向けラウンジセミナーなどを通じて、お客様のニーズに合
わせた保険商品の提案に努めていきます。また大丸松坂屋カード会
員向けにWEBで簡単に見積もり、申し込みが出来る「かんたんWeb
ほけん」の取り扱いもスタートしました。

金融事業においては、大丸松坂屋カードでのリボ・分割払い
での利便性向上のほか、オリックス・クレジット株式会社と提携し
たカードローン「QIRAローン」を取り扱いしています。また2023年
2月には、SBI証券との提携による投信積み立て商品「カンタンつ
みたて投資」を開始しました。今後も新たな金融サービスの提供
に取り組んでいきます。

グループ内カードの集約推進
今後、決済・金融事業の中長期的な成長を目指すにあたっては、

顧客基盤をさらに厚くすることが必須の条件です。一方で決済・
金融事業を担うJFRカードにおいて、現状カード発行会社として
取り込めていないカードがグループ内に複数存在しているという

課題があります。そのため、ＪＦＲカードを発行会社として、グループ内
のカードを集約していくという方針を決定しました。今後はカード
ごとに具体的なスケジュールと手順を明らかにし、グループの
メリットを最大限活かすことができるような体制の構築を目指
して、着実に計画を進めていきます。

Management Strategy
決済・金融事業

グループ内カードの集約化により、
成長の第2フェーズへ
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大丸松坂屋カードはVISAのタッチ決済機能を搭載

QIRAファイナンシャルラウンジ（心斎橋PARCO10階）
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Management Strategy

Management Strategy
人財戦略

次期中期経営計画に向けて
当社は現在次期中期計画を策定中ですが、この中期計画と
同期した人財ポートフォリオを作成しています。事業戦略の構築
プロセスの中で、必要な人財要件の定義や現状とのギャップ、

ギャップ解消に向けた配置・育成・採用施策を検討し、経営戦略
を具現化する人財ポートフォリオの実現を目指します。また人的
資本がいかに成長しているかというKPIを特定し、その達成状況
の開示と改善策の実施に努めていきます。

経営戦略を支える人財戦略
当社は、サステナビリティ経営を推進し、経営目標を達成する
ための最大の経営資源は「人」であり、人財の成長なくして企業
の成長・発展はないと考えています。「従業員は宝（財）」であると
の認識のもと、その個性と能力を最大限に引き出し、人財力を
開発する“人財開発企業”の実現を目指しています。

人財力主義
当社は、職務型人事制度を経て、2019年度から、一人ひとり
の人財にフォーカスし、「人財力」を高めるための独自の考え方
である「人財力主義」という考え方をとっています。これは、一人
ひとりの成果、行動、知識・スキルといった表出している部分だけ
ではなく、目に見えない、人財価値、性格、価値観、気質、志向・趣味
を含めて正しく把握し、適正配置による仕事を通じた育成と、その
成果を適正に評価し処遇する人事マネジメントの仕組みです。
「人財価値」という視点を取り入れて開発していくことを通じて、
不透明な経営環境下でも成果を発揮できる基礎的な能力を磨く
ことにつながり、年齢や性別にとらわれない戦略的な人財配置
も可能となります。

人財力主義に基づく人財育成の考え方
当社が重点的に投資していく人財像は、“内発的動機と、ビジョン
や目指す姿を重ね合わせ、「自ら手を挙げる」自律した人財”です。
人財開発の方針として、一律に底上げをはかるものは効率化し、
選抜型、「自ら手を挙げる」公募型のカリキュラムに重点投資する

という「選択と集中」を基本としています。
具体的には、①若年層の早期育成と選抜、②セカンドキャリア
を迎えるミドル・シニア層のリスキリングによる再活性化、
③グループ事業会社内にとどまらない高い汎用性を持った経営
人財の育成に重点的に資源投入していきます。

〈意志・意欲の考え方〉
●�意志・意欲は、「思いの方向性」と
「思いの強さ」で構成
●�思いの方向性は、その思いが質
的健全性を担保しているかどう
かを見るものであり、「自己」「組織
（会社）」「社会（顧客）」の3つの
ベクトルで測定
●�人財開発において、上記3つの
ベクトルをバランスよく拡大・強
化していくことを重視している

「人財価値」の中でも特に「意志・意欲」と「学習力」を重視

〈学習力の考え方〉
●�学習力は、身についた結果としての
スキルではなく、経験学習のサイク
ルを回す能力そのもの（学習の質を
左右する思いの強さや志向性は「意
志・意欲」に含める）

●��学習力の向上は、経験学習モデル
の各要素（能力）のレベル、「学習
行動」のサイクルのスピードとその
着実性、および「学習の深さ」で実現
する

人財が、価値創造の源泉
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自分を成長させたい意欲

組織（会社）を愛し
成長させたい意欲

社会（顧客）のために
何かしたい意欲

自己

意志
・
意欲×

組織 社会

柔軟性

認知力・気づき・感受性

概念化・一般化

主体性・自立性

学習行動の要素

自尊心・楽観性

好奇心・探究心

挑戦心・リスクテイク精神

誠実さ・謙虚さ

公平性・公正性「意志・意欲」
で評価

経営塾
マネジメント塾

リーダー塾

女性塾
新任部長研修

新任マネジャー研修
マネジメント研修

ビジネススキル向上
専門スキル向上

ダイバーシティ＆インクルージョン
ワーク・ライフ・インテグレーション

中途採用者研修

T3プログラム

事業会社特有のスキル研修

（年齢）59歳49歳39歳 5４歳4４歳33歳30歳27歳 36歳

＋

選抜型

階層型 新入社員
研修

スキル・
知識

キャリア
開発 社外キャリア支援　　キャリア面談　　キャリア開発研修

JFR
カレッジ

一人ひとりに
徹底して向き合う

女性活躍に向けた仕組みづくり
当社は、「ダイバーシティこそ価値創造の基盤である」と認識

しており、従業員の活躍に向けた仕組みづくりに取り組んでいます。
当社グループの女性管理職比率は着実に増加し続け、2023年
2月末時点で、22.2％となっています。また取締役に占める女性
割合は30％（社内1名、社外2名）です。2022年4月には代表執行
役直轄の「女性活躍推進プロジェクト」を設置。各事業会社選出
のメンバー（30～40代中心の男女）が、女性が個性と能力を十分
に発揮できる環境づくりについて提言を行い、トップコミットメント
につなげました。
その他にも、従来育児短時間勤務者を中心に行ってきた

「JFR女性塾」の対象範囲を広げ、内容を充実させて「女性の
ためのキャリアフォーラム」として実施。女性が働きやすい仕組み
の整備のほか、男性育児休職の取得比率の向上（2022年度実績
68.0％）にも取り組んでいます。

JFRグループ キャリア開発体系 

人財力を
基軸とした
人財開発

要員
計画

《 グループ戦略課題 》
事業ポートフォリオ変革・新百貨店ビジネスモデルへの転換

永続的な成長に不可欠な必須条件 （社会的要請）

組織風土・企業文化の刷新

人財運営基盤の再構築

退職
シニア 採用

処遇
労働条件

評価
アセスメント 育成

配置

ダイバーシティ＆
インクルージョン
・女性・シニア活躍
・LGBT、障がい者

・効果的な働き方
・副業への対応

・育児両立支援
・介護への対応

・雇用区分間均衡
・年金・退職金

・メンタル疾患対策
・ハラスメント対策

ワーク・ライフ・
インテグレーション

同一労働・
同一賃金

健康経営・
人権働き方の多様化

人事諸制度 タレントマネジメントシステム 人事組織・体制

革新・創造力
影響力
折衝力
意志・意欲
学習力
育成力

人財価値

知識・スキル

性格・価値観・気質・志向・趣味

成果

行動

人財力
⇒磨き続ければ
　拡大・成長、
　怠れば
　収縮・陳腐化する

表出している
部分

目に見えない
能力部分

人的資本
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Sustainability
サステナビリティ

当社は、2021年度からスタートした中期経営計画において、ステークホルダーの
皆様の「Well-Being Life」の実現を掲げました。

当社が考えるWell-Being Lifeとは、従来の物質的、経済的豊かさに加え、精神的
（知的、文化的）、身体的、社会的豊かさ、そしてこれらを取り巻く環境的豊かさを実現
した「心身ともに豊かなくらし」です。ステークホルダーの皆様とふれあう場を大切に
しながら、Well-Being Lifeの実現に向けた取り組みを進めています。

当社は、2021年4月に改定した役員報酬ポリシーで、業績連動株式報酬の非財務指標として、以下の2項目を設定しています。
　　①	 Scope1･2温室効果ガス排出量　40％削減 （2017年度比）
　　②	 女性管理職比率の引き上げ　26％　（①②いずれも2023年度末時点）
これらの項目は、マテリアリティの2023年KPIとも連動しており、目標達成に向けた経営陣の責任を明確化しています。

当社は、環境や人権を含む社会課題に関する具体的な取り組み方針を、業務執行
の最高意思決定機関であるグループ経営会議で協議・決議しています。グループ
経営会議で協議・決議された事項は、代表執行役社長の諮問機関であるサステナ
ビリティ委員会で全事業会社に共有されます。また、同委員会では、グループ方針に
基づく各事業会社の実行計画および進捗モニタリングを行っています。グループ経営会
議およびサステナビリティ委員会で協議・決議された内容は取締役会へ報告を行っ
ています。

地球温暖化や海洋汚染など地球環境の問題の深刻化、サプライチェーン上の人権問題、また地政学的リスクの高まりなど、先行き
不透明感が増す中、企業には、環境・社会課題の解決と事業成長を両立するサステナビリティ経営が求められています。当社は、「CSV：
Creating Shared Value（共通価値創造）」への取り組みを通じて、サステナビリティ経営を推進し、お客様、従業員、お取引先様など
すべてのステークホルダーの「Well-Being Life」を実現していきます。

「Well-Being Life（心身ともに豊かなくらし）」の実現

マテリアリティの目標とその進捗　

サステナビリティ推進体制

役員報酬ポリシーとの連動

サステナビリティ

Values and Vision Value Creation Management Strategy Governance Data
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Sustainability

グループビジョンのゴール Well-Being Lifeの実現に向けた視点

JFRらしさ

Sustainability

持続可能性

Beauty
美

Health
健康

Culture
カルチャー

Trust
信頼

High-quality
高質 JFRの強み

つくる人とつかう人を
つなぐ能力

心身ともに豊かなくらし
すべての人々の

精神的豊かさ、身体的豊かさ、
社会的豊かさ、環境的豊かさを

実現すること

 2022年度　　　　　　　　　　　　　　   

4月	・ �外部講師講演「ESG・サステナビリティ
経営」

	 ・ �女性活躍推進プロジェクトの進め方
	 ・ �お取引先様アセスメント（環境・人権）

結果報告
	 ・ �グループ全体の2021年度KPI進捗報告
	 ・ �2022年度サステナビリティ実行計画
5月	・ �外部講師講演「経営戦略としてのダイ

バーシティ」
9月	・ �女性活躍推進プロジェクト経過報告と

今後の方向性論議
	 ・ �グループ全体の2022年度上期KPI報告

 2023年度　　　　　　　　　　　　　　   

4月	・ �外部講師講演「ビジネスと人権」
	 ・ �各事業会社のダイバーシティ＆インク

ルージョン推進の取り組み
	 ・ �従業員意識調査結果報告
	 ・ �グループ全体の2022年度KPI進捗報告
	 ・ �2023年度サステナビリティ実行計画

サステナビリティ委員会の主な議題

取締役会

代表執行役社長

サステナビリティ推進部

グループ�
経営会議

サステナビリティ�
委員会

リスクマネジメント�
委員会 事業会社

報告

報告

監督

報告 報告 報告 指示

報告

諮問

指示 指示

諮問
指示連携

連携

連携

報告

マテリアリティ 指標 2030年度目標 2023年度目標 2022年度実績と主な取り組み

脱炭素社会の実現

 Scope１･２温室効果ガス排出量  �60％削減（2017年度比）
◎2050年ネットゼロ

 �40％削減（2017年度比） 	�Scope1・2排出量43.5％削減 
（2017年度比）
	�再エネ比率33.6％
	�再エネ電力使用量102,676MWh 
（購入・生成） �事業活動で使用する電力に占め

る再生可能エネルギー比率
 �60%  �40%

 �創エネルギー  �新電力事業会社との協業による再生
可能エネルギー自家発電・自家消費
の拡大

 �新電力事業会社との協業による
再生可能エネルギー自家発電の
導入

サーキュラー・�
エコノミーの推進

 �廃棄物排出量（食品廃棄物含む）  �50％削減（2019年度比）  �15％削減（2019年度比） 	�廃棄物排出量26.7％削減 
（2019年度比）
	�エコフリサイクル回収量約367ｔ

　(※2016～2022年度累計約1,468t)
	�ファッションサブスクリプション事業 
「AnotherADdress」メンズライン投入に
よる事業拡大（2023年3月）
	�AI需要予測による食品ロス削減 
（大丸東京店）

 �エコフリサイクル回収量  �累計3,000ｔ  �累計1,500ｔ

 �リサイクル・リユース  �お取引先様やお客様との協働に
よる使用済み製品のリサイクルや
再製品化の拡大

 �お取引先様やお客様との協働に
よる使用済み製品のリサイクルや
再製品化の実現

 �シェアリング･サブスクリプショ
ン・アップサイクル等事業

 �お取引先様との協働によるシェア
リング・アップサイクル等事業の
シェア拡大

 �お取引先様との協働によるシェア
リング・アップサイクル等事業へ
の新規参入

サプラチェーン�
全体のマネジメント

 �Scope3 温室効果ガス排出量  �40％削減を目指す(2017年度比）
◎2050年ネットゼロ

 �10％削減（2017年度比） 	�Scope3排出量5.7％削減 
（2017年度比）
	�お取引先様説明会実施 
（大丸松坂屋百貨店）
	�2023年度お取引先様アセスメントの
実効性向上に向けた取り組み
	�2023年度人権リスクの見直し

 �JFRお取引先様行動原則の浸透  �アセスメント回答率95％・ 
浸透率100％

 �アセスメント回答率80％・ 
浸透率25％

 �人権  �お取引先様と従業員の人権が尊
重される事業活動の定着

 �人権デューデリジェンスの取り組み
拡大

 �従業員への人権教育実施率100％

ダイバーシティ＆�
インクルージョンの
推進

 �女性管理職比率  �労務構成比と同様の50％を目指す  �26％ 	�女性管理職比率22.2％　
	�障がい者雇用率2.93％（2022年6月時点）
	�女性管理職候補対象の「キャリアフォー
ラム」開催
	�女性活躍推進プロジェクトの実施
	�LGBTに関するイベントの開催 
（大丸京都店・渋谷PARCO）

 �定年延長  �70歳定年を目指す  �65歳定年導入の事業会社拡大

 �障がい者雇用率 
（関係会社の特例範囲）

 �3.0％  �2.6％

 �ダイバーシティの企業文化醸成  �ダイバーシティ＆インクルージョン
から生まれる多様な能力の発揮に
よる事業成長の実現
 �多様なお客様への売場・商品・
サービスの展開

 �ダイバーシティ＆インクルージョン
の従業員への浸透率100％
 �LGBT等多様なお客様への売場・
商品・サービスの展開

ワーク・ライフ・�
インテグレーションの
実現

 �育児・介護離職率  �0％  �1.0％未満 	�育児介護離職率1.8%
	�男性育児休職取得率68.0％
	�年間休日数拡大・年間所定労働時間
短縮（大丸松坂屋百貨店）

 �男性育児休職取得率  �性別問わず100％  �100％

 �働き方  �いつでもどこでも働ける組織によ
る生産性の向上

 �いつでもどこでも働ける組織構築
への制度・評価の定着

 �従業員満足度 
（従業員満足度調査）

 �80％  �60％

お客様の健康・�
安全・安心なくらしの
実現

 �エシカル消費  �ライフスタイル全般におけるエシ
カル消費の拡大

 �食品安全と環境保全に関する認
証商品の取り扱い強化スタート

	�認証取得した商品の販売
	�サステナビリティ活動の認知度66％、
お客様アンケート実施 

（大丸松坂屋百貨店）　
	�「Think Wellness〜ココロとカラダに
素敵なマルシェ」開催（大丸神戸店）
	�医療ウェルネスモールWelpaで子宮頸
がん検診受診促進キャンペーン開催 

（心斎橋PARCO）

 �心と身体の健康  �エンタテインメント事業やウェル
ネス事業の拡大による生活の彩り
の提供と新たな顧客体験の創出

 �伝統文化やアート、カルチャーなど
のエンタテインメント事業の領域
拡大

 �ウェルネス事業の立ち上げ

 �サステナビリティ活動に対する 
お客様の認知度・共感度

 �80％  �30％

 �BCP・防災・防疫  �最先端テクノロジーを取り入れ、
防災･防疫に対応したレジリエンス
の高い店づくりと、健康に配慮した
快適で心地よい空間の提供

 �BCPの高度化と防疫対策の強化
 �デジタルを活用したコミュニケーション
による非接触での顧客接点の強化

地域社会との共生

 �地域開発  �文化や歴史をはじめとする地域の特徴をいかした街の魅力向上、街の
賑わい創出に資する開発

 �店舗のCSV化（サステナビリティ化）の横展開

	�名古屋「（仮称）錦三丁目25番街区計画」
着工
	�心斎橋「（仮称）心斎橋プロジェクト」着工
	�地域共生の取り組み「Think LOCAL」
（大丸松坂屋百貨店）
	�クラウドファンディング「BOOSTER」を
活用した中小企業の販路開拓支援 

（パルコ）
	�京都市と包括連携協定を締結 
（大丸京都店）
	�熊本県と包括連携協定を締結 
（博多大丸）

 �地域コミュニティとの連携  �行政、教育機関、NGO・NPOとの連携による地域活性化の推進
 �地産地消などローカリティコンテンツの発掘・発信による地域活性化の
推進



当社は、2019年に、Scope1・2・3温室効果ガス排出量削減目標において、
SBT（Science Based Targets）イニシアチブ※２による認定を取得しました。
2021年には、2030年のScope1・2温室効果ガス排出量削減目標を従来の
40％から60％削減（基準年2017年度比）に引き上げ、SBTイニシアチブ
が定める「1.5℃目標」として認定を再取得しました。さらに、2023年2月には、
Scope1・2・3温室効果ガス排出量について、2050年までの「ネットゼロ
目標」の認定を取得しました。

当社は、バリューチェーン全体で2050年までのネットゼロ実現に向けて、
マテリアリティに掲げる「脱炭素社会の実現」と「サーキュラー・エコノミー
の推進」の両輪で取り組みます。
※１ �温室効果ガスの排出量を徹底して削減し、残りの排出量について、森林吸収やCCS(CO₂の回収･貯留)等による除去量を差し引いて

実質ゼロにすること
※２ �企業が最新の気候科学に沿った野心的な排出削減目標の設定を可能にすることを目的として、2014年、CDP、国連グローバル・

コンパクト、WRI（世界資源研究所）、WWF（世界自然保護基金）の４団体が共同で設立

昨今、気候変動が極めて深刻なレベルまで進行し、将来世代はもちろんのこと、現世代の私たちを含め人類がその危機にさらされて
います。遅くとも2050年までの1.5℃目標（産業革命前からの気温上昇を1.5℃に抑制）の達成に向けたネットゼロ※1の必要性は、企業
にとって看過できない状況です。

当社は、気候変動をサステナビリティ経営上の重要課題と位置づけており、気候変動に伴うリスクや機会は、事業戦略に大きな影響を
及ぼすとの認識のもと、温室効果ガス削減目標を掲げ、対策に取り組んでいます。

2050年ネットゼロを目指して TCFD提言に沿った情報開示

SBTネットゼロの認定を取得

JFRグループ 2050年ネットゼロ移行計画

ガバナンス
当社は、サステナビリティ経営をグループ全社で横断的に推進す

るため、環境課題に関する具体的な取り組みについて、業務執行
の最高意思決定機関であるグループ経営会議で協議・決議して
います。また、年2回以上開催されるサステナビリティ委員会に
おいて、グループ経営会議で協議・決議された環境課題への対応
方針等を共有し、当社の環境課題に対する実行計画の策定と進捗
モニタリングを行っています。

取締役会は、グループ経営会議およびサステナビリティ委員会で
協議・決議された内容の報告を受け、当社の環境課題への対応方針
および実行計画等についての論議・監督を行っています。

なお、当社は、取締役候補者の選任にあたり、取締役に期待
する専門性および経験等についてスキルマトリックスで明確に
しており、その項目の一つに「環境」を掲げています。事業活動を
通じた環境課題の解決に向けた中長期目標を含む環境計画に
対し、具体的な行動計画や定期的なレビュー、継続的改善の
取り組み状況を適切に監督できる取締役を選任することで、
環境課題に対する取り組みの実効性を高めています。

代表執行役社長は、グループ経営会議の長を担うと同時に、直轄
の諮問委員会であるリスクマネジメント委員会およびサステナビリ
ティ委員会の委員長も担っており、環境課題に係る経営判断の最終
責任を負っています。グループ経営会議およびサステナビリティ委員会
で協議・決議された内容は、最終的に取締役会へ報告を行っています。

リスク管理
当社は、リスクを戦略の起点と位置づけ、「企業経営の目標

達成に影響を与える不確実性であり、プラスとマイナスの両面
がある」と定義しており、企業が適切に対応することで、持続的
な成長につながると考えています。

代表執行役社長の諮問機関であるリスクマネジメント委員会で
は、毎年実施する環境分析をもとに、リスクが顕在化する可能性の程
度・時期や事業への影響の観点で、気候関連を含む包括的なリスク・
機会を特定し、対応策を協議しています。リスクマネジメント委員会
での協議内容は、グループ経営会議に報告されるとともに、サステナ
ビリティ委員会に共有されます。なお、リスクマネジメント委員会、
サステナビリティ委員会での協議内容、グループ経営会議での
決議事項については、それぞれ適時取締役会に報告しており、取締
役会による監督体制の下、当社の戦略に反映し、対応しています。

戦略
当社は、気候関連リスク・機会は、長期間にわたり自社の事業

活動に影響を与える可能性があるため、適切なマイルストーンに
おいて検討することが重要であると考えています。それを踏まえ、
当社は、中期経営計画の実行期間である2023年度までを短期、SBT
における目標達成年度である2030年度までを中期、SBTネットゼロ
目標年度である2050年度までを長期と位置づけました。

また、当社は、気候変動が当社に与えるリスク・機会とその
インパクトの把握、および2030年度時点の世界を想定した当社
戦略のレジリエンスと、さらなる施策の必要性の検討を目的に、
シナリオ分析を実施しています。

シナリオ分析では、国際エネルギー機関（IEA）や、気候変動に関す
る政府間パネル（IPCC）が公表する複数の既存シナリオを参照の上、
パリ協定の目標である「世界の平均気温上昇を産業革命以前に
比べて2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をすること」を想定し
た1.5℃/2℃未満シナリオ、および新たな気候関連政策・規制は導入
されない世界を想定した4℃シナリオの2つの世界を想定しています。

当社は、網羅的に抽出・特定した気候関連リスク・機会の中から、
「自社にとっての重要性（影響度×緊急度）」と「ステークホルダー
にとっての重要性」の２つの評価基準に基づき、その重要性を評価
しました。特に重要性が高いと評価した項目について、2030年度
を想定した1.5℃/2℃未満シナリオ、および4℃シナリオの2つの
シナリオにおける財務影響を定量、定性の両側面から評価し、それ
ぞれの対応策を策定しました。

当社は、2019年、TCFD提言に賛同しました。TCFD提言を当社グループの気候変動対応の適切さを検証するガイドラインとして活用し、
「ガバナンス」「リスク管理」「戦略」「指標と目標」の４つの開示項目に沿った効果的な情報開示を行っています。

温室効果ガス排出削減

再生可能エネルギー拡大による
Scope1・2削減

お取引先様との協働による
Scope３削減

脱炭素社会の
実現

資源循環

廃棄物削減、再資源化
　サーキュラー型

ビジネスモデルの拡大

サーキュラー・
エコノミーの
推進

2050年ネットゼロ

Sustainability
サステナビリティ

参照した既存シナリオ
想定される世界 既存シナリオ

1.5℃/2℃未満
シナリオ

「Net‐Zero Emissions by 2050 Scenario（NZE）」 
（IEA、2022年）
「Representative Concentration Pathways （RCP2.6）」
（IPCC、2014年）

4℃シナリオ
「Stated Policy Scenario（STEPS）」 
（IEA、2022年）
「Representative Concentration Pathways （RCP8.5）」
（IPCC、2014年）

Values and Vision Value Creation Management Strategy Governance Data

62 63

Sustainability

※2023年5月末時点の計画であり、今後の事業戦略に応じて修正する可能性があります。

Phase 実績 
（2017〜2022年度）

短期 
（2023年度まで）

中期 
（2030年度まで）

長期 
（2050年度まで）

温室効果ガス 
実績・ 

削減目標 
（2017年度比）

Scope1・2 
2017年度 

194,154t-CO2

Scope1・2 
2022年度 
43.5%削減

Scope1・2 
2030年度 
60%削減

Scope1・2 
2050年 

ネットゼロ
Scope3 

2017年度 
2,927,320t-CO2

Scope3 
2022年度 
5.7%削減

Scope3 
2030年度 

40%削減を目指す

Scope3 
2050年 

ネットゼロ

重点施策

2017（基準年度） 2022 2023 2030 2040 2050 （年度）

再生可能エネルギー拡大によるScope２削減
・店舗および事業所の再生可能エネルギー切り替え拡大によるScope２削減

創エネルギーシステムの導入によるScope2削減
・自社施設への再エネ設備投資等によるScope２削減
・コーポレートPPAの構築によるScope２削減

お取引先様との協働やサーキュラー・エコノミーの推進によるScope3削減
・お取引先様やお客様と協働した既存の3R高度化によるScope３（カテゴリ１,４,５,９）削減
・お取引先様との協働によるScope３（カテゴリ１）削減
・廃棄物排出量削減およびリサイクル率向上によるScope３（カテゴリ５）削減

最新技術等の活用やオフセット
・�水素やアンモニア等、新たな脱炭素エネルギー由来電力の利用
・CO₂吸収のための植林活動、オフセット

省エネルギー施策の継続、強化によるScope１・２・３削減
・店舗内照明のLED切り替え拡大や高効率省エネルギー機器の導入によるScope１・２およびScope３（カテゴリ３）削減
・社用車のEV化によるScope１・２削減
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目標年度 SBT認定を取得した目標内容

2030年 Scope1・2温室効果ガス排出量60%削減（2017年度比）
Scope3温室効果ガス排出量40％削減を目指す（2017年度比）

2050年 Scope1・2・3温室効果ガス排出量ネットゼロ
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外部環境分析

内部環境分析 経営層ヒアリング

リスクの識別・評価・絞り込み

リスク対応

モニタリング・報告

リスク管理プロセス

2030年度
Scope1・2�
60%削減
Scope3�

40%削減
を目指す 2050年

Scope1・2�
およびScope3�
ネットゼロ



当社は、マテリアリティ「脱炭素社会の実現」に向け、上記シナ
リオを前提に気候変動がもたらす事業活動への影響を分析し、
その対応策を検討することにより、当社の戦略レジリエンス（強
靭性）を検証しています。

指標と目標
当社は、気候関連リスク・機会を管理するための指標として、

Scope1・2・3温室効果ガス排出量、および事業活動で使用する
電力に占める再生可能エネルギー比率（中間目標：2030年60％）
の2つの指標を定め、2020年にRE100に加盟しています。

また、役員報酬では、業績連動株式報酬を決定する非財務
指標の一つとして、Scope1・2温室効果ガス排出量削減率目標を
設定し、気候変動問題に対する執行役の責任を明確化しています。

今後も、当社は、取締役会による監督体制のもと、環境マネジ
メントにおけるガバナンスの強化を進め、中長期の目標達成に
向けた実行計画の立案・実行等、全社的な取り組みを進めて
いきます。

JFRグループにとって特に重要な気候関連リスク・機会、
および2030年度の財務影響

Sustainability
サステナビリティ

※�CVC（Corporate Venture Capital）:将来性のあるスタートアップ企業への投資を通じて、事業共創を効率的･効果的に推進する仕組み。当社は、2022年度、「JFR MIRAI CREATORS Fund」を設立し、オープン 
イノベーションを推進。

（2030年度時点を想定した定量的財務影響の算出根拠）
※１　2030年度時点のJFRグループScope１・２温室効果ガス排出量に１t-CO₂あたりの炭素価格を乗じて試算
※２　2030年度時点のJFRグループ電気使用量に通常の電気料金と比較した１kWhあたりの再エネ由来電気料金価格高を乗じて試算
※３　過去の自然災害による店舗休業に伴う売上損失額に洪水発生頻度を乗じて試算
※４　2030年度時点のJFRグループ省エネルギー量にエネルギー調達コストを乗じて試算
※５　2030年度時点のJFRグループ不動産収益に環境認証取得ビルの新規成約賃料変動率を乗じて試算

人権尊重

人権デューデリジェンス
当社は、国連が定めた「ビジネスと人権に関する指導原則」に

則り、あらゆる事業活動の土台に人権の尊重を据え、人権デューデ
リジェンスに取り組んでいます。

人権リスクの特定・評価
2022年度は当社の事業活動に関連して影響を受け得るステーク

ホルダーの人権リスク（人権への潜在的な悪影響）を特定・評価
しました。

その際には、事業会社の担当部門や弁護士を含む外部専門家
も加わって、検討を重ねたことで、より実質的な人権リスクの特定・
評価につなげることができました。

モニタリング（お取引先様アセスメント）
2021年に初めて実施したお取引先様アセスメントでは、JFR

お取引先様行動原則に賛同いただいたお取引先様を対象に、
行動原則の遵守状況（人権方針の遵守を含む）を確認し、課題が
見られたお取引先様とは、改善に向けた対話を実施しています。
2023年秋実施予定の2回目のアセスメントでは、調査対象の精査、
質問内容の見直しなどを行い、実効性の向上を目指しています。

ハラスメント相談窓口設置と内部通報制度
●ハラスメント相談窓口

当社は、ハラスメントの撲滅と未然防止に向け、2020年「ハラ
スメント撲滅宣言」を策定しました。また、問題発生時の迅速な
対応や再発防止に取り組むため、「ハラスメント防止対策委員会」

「ハラスメント相談窓口」を設置しています。

●内部通報制度
当社の内部通報制度は、全役員・従業員および当社で勤務す

る全ての者（アルバイト・お取引先派遣者を含む）が、グループ
内における人権侵害や腐敗行為を含むコンプライアンス上の問
題についてコンプライアンス委員会に直接通知し是正を求める
ことが可能です。通報窓口は、社内のほか社外（顧問弁護士）に
も設置し、公益通報者保護法に則り、通報者の秘密保護のほか、
通報者に対する不利益取り扱いの禁止について、当社の社内規程
で厳格に規定しています。

サプライチェーン上で発生する強制労働や差別など人権問題への関心が高まり、欧米諸国では、一部で企業の人権尊重への取り組み
に関するルール化も進んでいます。いまや企業活動における人権問題は、事業にも大きな影響を及ぼし得ることが認識されています。

当社は、マテリアリティに「サプライチェーン全体のマネジメント」を掲げ、人権デューデリジェンスに取り組んでいます。お取引先様と
ともに人権を尊重した事業活動の実現を目指し、サプライチェーン全体で持続可能な社会づくりに貢献していきます。

重要な人権リスク

バリューチェーン 上流
（調達）

中流
（JFRグループ事業活動）

下流
（商品・サービスの利用）

ステークホルダー 仕入先企業・出店企業・協力企業・ 
ビジネスパートナー企業の従業員

�JFRグループの従業員（店舗のアルバイト・
お取引先派遣者含む） �お客様・地域住民

内容 製造・卸売・サービスの提供・施工
商業施設・店舗運営（改装・宣伝・施設
管理・販促等）・販売（EC含む）・企画・
施工

商品・サービスの使用

当社グループ事業に
関連する重要な

人権リスク

⃝ 強制労働・児童労働
⃝ 外国人の労働条件
⃝ 長時間労働・低賃金
⃝ 救済にアクセスする権利
⃝ 差別（ジェンダー、LGBTQ等）

⃝ �ハラスメント
⃝ �長時間労働
⃝ �差別（ジェンダー、LGBTQ等）

⃝ �顧客のプライバシー侵害（個人情報と
肖像権）

⃝ �広告等を通じた差別的表現
⃝ �健康および安全

2020年～
人権リスク特定

（毎年見直し）

2021年～
第１回お取引先様
アセスメント実施

（隔年実施）
※2023年実施予定

2020年～
統合報告書・
サステナビリティ
レポート・WEB

2019年
人権方針策定
※方針にリンク

取り組みの実効性を
モニタリング

外部への
情報提供
（開示）

悪影響への
対処

（防止・軽減）

人権への悪影響を
特定・評価

2019年～
JFR行動原則・
JFRお取引先様
行動原則の周知

人権デューデリジェンスサイクル
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JFRグループ Scope1・2・3温室効果ガス排出量※1	 （単位：t-CO2）

※１  LRQAリミテッドによる第三者保証を取得
※２  「�サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインver3.3（2023年3月　 

環境省　経済産業省）」・IDEAv2.3（サプライチェーン温室効果ガス排出量算定用）に基づき算出

2017年度 2021年度 2022年度
実績 実績 実績 2017年度比

（基準年度比）

Scope1・2排出量　合計 194,154 122,812 109,785 ▲43.5％

内訳
Scope1排出量 16,052 14,004 13,714 ▲14.6％

Scope2排出量 178,102 108,808 96,071 ▲46.1％

Scope3排出量※2　合計 2,927,320 2,420,492 2,761,669 ▲5.7％

再エネ比率（％） － 20.3 33.6 －

JFRグループにとって�
特に重要な気候関連リスク・機会

財務影響
対応策1.5℃/2℃未満

シナリオ 4℃シナリオ

リ
ス
ク

⃝ �炭素税等の導入に伴うコストの増加 約14億円※1 約9億円※1

⃝ �2050年ネットゼロ目標達成に向けた店舗における積極的
な省エネ施策や再エネ切り替え拡大による温室効果ガス
排出量削減

⃝ �環境性能の高い物件の開発と設備導入に係
るコストの増加

⃝ �グリーンボンド等を活用した資金調達
⃝ �コスト効率的な設備導入

⃝ �高効率省エネルギー機器導入に係る投資の
増加

⃝ �インターナルカーボンプライシングの導入検討
⃝ �コスト効率的かつ計画的な投資の検討

⃝ �再エネ由来電力需要増による再エネ調達コ
ストの増加 約7億円※2 約3億円※2

⃝ �再エネ調達手法の分散化による再エネ調達リスクの低減
と中長期的なコストの低減

⃝ �自社施設への再エネ設備導入等、再エネ自給率の向上

⃝ �自然災害による店舗休業に伴う収益の減少 約52億円※3 約103億円※3
⃝ �BCP整備による店舗・事業所のレジリエンス強化
⃝ �店舗の防災性能の向上

機
会

⃝ �高効率省エネルギー機器導入によるエネル
ギー調達コストの減少 約5億円※4 ⃝ �高効率省エネルギー機器への適切なタイミングでの更新

⃝ �サステナブルなライフスタイルを提案するこ
とによる新規顧客の獲得に伴う収益の拡大

⃝ �シェアリング・アップサイクル等サーキュラー型ビジネスの
拡大

⃝ �環境配慮型商品・サービスの需要増への対
応によるサプライチェーン全体の脱炭素化お
よび収益の拡大

⃝ �環境配慮型包装資材への切り替え等、環境配慮型商品・
サービスの取扱い拡大

⃝ �廃棄物削減のためのAI需要予測サービスの導入等、お取
引先様との協働による脱炭素に向けた取り組み

⃝ �サーキュラー型ビジネスへの新規参入による
新たな成長機会の拡大

⃝ �M＆AやCVC※投資を有効活用したサーキュラー型ビジネ
スの立ち上げ

⃝ �中期経営計画で策定した「リアル＆デジタル戦略」の推進
による販売チャネルの多様化

⃝ �環境価値の高い店舗への転換による新たな
テナントの獲得機会増に伴う収益の拡大 約10億円※5 —

⃝ �新規開発物件の環境認証の取得（ZEB、CASBEE等）
⃝ �RE100実現に向けた店舗の再エネ化の促進

	： JFRグループの事業および財務への影響が非常に大きくなることが想定される
	： JFRグループの事業および財務への影響がやや大きくなることが想定される
	： JFRグループの事業および財務への影響が軽微であることが想定される



お客様アンケート
大丸松坂屋百貨店は、大丸・松坂屋のサステナビリティ活動に

関するお客様アンケートを実施しました。

【概要】
調査期間：2022年10月12日～31日
調査方法：�大丸松坂屋アプリ、大丸松坂屋メールマガジン、 

エコフ リサイクルキャンペーンウェブサイトを通じた 
インターネットによる回答

有効回答数：2,794名

　

●お客様の共感度が高い取り組み（上位）
 �エコフ リサイクルキャンペーン（衣料品などのリサイクル）
 �店舗の再生可能エネルギーの使用やLED 化の推進
 �身体の不自由な方や高齢者に配慮した店舗設計

今後もお客様とのコミュニケーションを通じて、当社グループ
らしいサステナビリティの取り組みを進め、お客様のWell-Being 
Lifeの実現に貢献していきます。

ESG説明会
当社は「ESG説明会」を2018年から実施しています。2022年度

は、人財をテーマにグループ人財戦略の基本的な考え方やデジタル
コア人財の育成などについて対話を行いました。また、本説明会
には、社外取締役も参加し、当社ガバナンスの現況と課題について
対話を行いました。

従業員意識調査
当社は、サステナビリティの取り組みを推進していくうえで、

従業員一人ひとりが理解し、自分ごととして日々の業務で実践して
いくことが必要だと考えています。この認識のもと、社内理解・浸透
状況を把握するため、２０２２年度から従業員意識調査を実施して
います。

【概要】

調査期間： ２０２３年２月１日～１５日 
対象：JFR グループ従業員
回答数：4,830名 （回答率70.4%）

35

サステナビリティ方針や７つのマテリアリティの認知が進む
一方で、CSV：Creating Shared Value（共通価値創造）について
は、約25％が「知らない」と回答しました。

引き続き、従業員の日々の業務がどのような形でCSVにつながる
のか、業務と紐づけて考える機会の提供など、継続的な働きかけ
を行うことで、理解浸透をはかり、新しい価値の創出につながる
風土醸成に取り組んでいきます。

Sustainability
サステナビリティ

ステークホルダーエンゲージメント サステナビリティボンド（第９回無担保社債）レポーティング

外部からの評価

当社は、積極的な情報開示、対話やアンケート等を通じてステークホルダーの皆様のご意見・要望を理解し、事業活動に活かすよう
努めています。

●大丸・松坂屋は環境・人権に配慮した取り組みを行なっているか

※J.フロント リテイリング株式会社のMSCIインデックスへの組み入れや、MSCIのロゴ、商標、サービスマークやインデックス名称の使用は、MSCI又はその関係会社によるJ.フロント リテイリング
株式会社の後援・宣伝・販売促進を目的としていません。MSCIのサービスおよびデータはMSCIの独占的財産で、MSCI及びMSCIインデックスの名称とロゴは、MSCI又は、その関係会社の商標
又はサービスマークです。

●サステナビリティ方針 ●７つのマテリアリティ ●CSVの理解
14%

52%

19%

1%

13%
1%

知っている まあまあ知っている 知らない

42%
35%

46% 

29% 

54%50%

8% 11%
25 %

とてもそう思う

どちらかといえばそう思う

どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない

思わない

わからない
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MSCIセレクトリーダーズ選定 MSCI日本株女性活躍指数（WIN）
6年連続選定

FTSE Blossom Japan Index 
初選定

FTSE Blossom Japan Sector 
Relative Index
2年連続選定

CDP2022気候変動の
調査３年連続「A」認定

S&P/JPX
CARBON EFFICIENT 
INDEX選定

SNAMサステナビリティ・�
インデックス選定

第4回ESGファイナンス・
アワード・ジャパン
「環境サステナブル
企業」選定

「健康経営優良法人2023
（大規模法人部門）」
認定

DBJ健康経営格付
最高ランク格付取得

PRIDE指標
2年連続
「ゴールド」受賞

「2022年インターネットIR表彰」で
「サステナビリティ部門 
優秀賞」受賞

当社は事業活動を通じて環境・社会双方の課題解決に貢献することを目指し、2021年5月にサステナビリティボンド150億円を発行しました。
事業カテゴリー アウトプット アウトカム インパクト 資金使途金額

脱炭素社会の実現

グリーン�
ビルディング

 �適格事業の概要
 �大丸心斎橋店本館の建設 
（2019年度）
 �渋谷PARCOの建設 
（2019年度）

	建物認証・確認取得状況(取得時期・取得した認証レベル)
	 ･大丸心斎橋店本館 �大阪市建築物環境計画書制度 

Aランク取得（2019年度）
	 ･渋谷PARCO�      �東京都建築物環境計画書制度 

第3段階取得（2021年度)
	電力削減量

	 ･大丸心斎橋店本館 �1,940MWh増（2014年度比※）
	 ･渋谷PARCO�      �2,730MWh削減（2014年度比※）

	Scope1・２温室効果ガス排出削減量
	 ･大丸心斎橋店本館 7,895t-CO₂削減（2014年度比※）
	 ･渋谷PARCO�       869t-CO₂削減（2014年度比※）
※�建替え前の通年営業最終年度である2014年度の推定値（建替

えのため、建物構造は同一ではありません）
脱炭素社会をリードし
次世代へつなぐ地球
環境の創造

既充当額� ：
合計充当額� ：

6,000百万円
6,000百万円

再生可能�
エネルギー

 �購入した再生可能エネルギー由
来電力量 
102,633MWh

 �全電力消費量に占める再生可能エネルギー由来電力割合 
33.6%（対前年13.3％増）

既充当額� ：
22年度充当額�：
合計充当額� ：

1,353百万円
1,687百万円
3,040百万円

グリーン調達
 �リース対象のEV台数： 
2022年度　11台 

（累計156台、累計41.7％）

 �EV化によるCO₂排出削減量：年間約343t-CO₂ 
（同カテゴリー車種のガソリン車の排出量との比較にて算出）

既充当額� ：
22年度充当額�：
合計充当額� ：

170百万円
91百万円

261百万円

エネルギー効率
 �切り替えのため導入されたLED：
2022年度　約16,000台 

（累計172,000台）
 �LED化によるCO₂削減量：年間約8,600t-CO₂

既充当額� ：
22年度充当額�：
合計充当額� ：

839百万円
391百万円

1,230百万円

地域社会との共生

社会経済的向上と
エンパワーメント
（コミュニティ）

 �大丸神戸店の周辺店舗として
神戸・旧居留地で運営している
店舗数 
2022年度末　49店舗

 �コミュニティ活性化の取り組み
・地元兵庫と神戸の魅力ある商品の発信販売「神戸市（いち）」
・�遠方のお客様へバス待合所を活用した出張販売「神姫バス貨

客混載事業」
・�旧居留地エリアを活用した企業や団体との協働イベントによる

賑わいの創出
 �大丸神戸店の来客者数

　2022年度　8,831,000人

地域の皆様とともに
店 舗 を 基 点とした
人々が集う豊かな未
来に向けた街づくり
の実現

既充当額� ：
22年度充当額�：
合計充当額� ：

3,137百万円
1,303百万円
4,440百万円

ダイバーシティ&インクルージョンの推進

社会経済的向上と
エンパワーメント
（女性・障がい者）

 �JFR女性塾開催回数
　2022年度　4回実施

 �マザー採用にかかる費用 
2022年度　6,551千円

 �女性管理職登用状況（連結）2022年度女性管理職比率22.2%
 JFR女性塾への参加人数（年間）2022年度33名
 �マザー採用者人数（年間） 2022年度5名

すべての人々がより
互いの多様性を認め
個性を柔軟に発揮で
きるダイバーシティに
富んだ社会の実現

既充当額� ：
22年度充当額�：
合計充当額� ：

23百万円
6百万円

29百万円

〈資金充当状況〉 発行額：15,000百万円、　既充当額：11,522百万円、　22年度充当額：3,478百万円、　合計充当額：15,000百万円



持株会社であるJ.フロント リテイリングは、グループ理念の実 
現に向けて、グループのコーポレートガバナンスの中心として、グ
ループ全体の経営の透明性・健全性・遵法性を確保しています。
ステークホルダー（お客様、株主様、お取引先様、従業員、地域
社会）とは情報開示の強化も含め、信頼関係の構築に努めてい
ます。そして、グループ経営の大きな方向性を指し示すこと、内部
統制システムの構築・整備およびその運用状況の監督を通じた 
コーポレートガバナンスの強化を、経営の最重要課題の一つとし
て位置づけています。 また、当社は、機関設計として指名委員会
等設置会社を採用しています。 その理由は ①監督と執行の分離

による経営監督機能の強化 ②業務執行における権限・責任の
明確化および機動的な経営の推進 ③経営の透明性・客観性の
向上 ④グローバルに対応できるガバナンス体制の構築により、
コーポレートガバナンスのさらなる強化に取り組むためです。な
お、当社は、業務執行との分離による監督機能のさらなる強化を
目指し、取締役員数の適正化のため、2022年5月に開催した株主
総会において、取締役の員数を「15名以内」から「11名以内」に
減員するよう定款の変更を行いました。

また、2023年5月から、社外取締役が「６名」から「７名」となり、
監督機能のさらなる強化をはかっています。

コーポレートガバナンス体制の概要
当社は、持株会社であり、経営判断の迅速化・経営責任の明

確化をはかるため、事業子会社の業務執行事項については、グ
ループ経営に影響を及ぼすものを除き、各事業子会社にその権
限を委任しています。 

なお、持株会社としての当社の役割・責務は、次のとおりです。

 �グループビジョン・グループ中期経営計画・グループ年度経営
方針の企画・立案・浸透およびこれらの進捗・成果管理 
グループ事業ドメインの設定
事業ポートフォリオマネジメント（経営資源の最適配分）
事業間シナジーの創出 
グループ全体のリスクマネジメント体制の確立
グループ全体の組織設計と運営 
グループ全体の人財マネジメント 
株主マネジメント
グループ全体のコーポレートガバナンスの確立 
グループ経営に関する重要な業務執行事項の意思決定
�各事業子会社の経営方針・経営戦略への助言・承認およびそ
の進捗の監督・評価 　

また、当社の経営組織として７つの統括部（経営戦略統括部、
CRE戦略統括部、グループデジタル統括部、グループシステム
統括部、財務戦略統括部、人財戦略統括部、業務統括部）を設置し、
それぞれの組織の役割・責任・権限を明確にし、監督機能の強化、
グループ全体の内部統制システムの充実をはかっています。

取締役会 
①取締役会の役割・責務 

株主の皆様に選任され当社の経営を負託された取締役は、株
主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、グループビジョンの
実現に向けて、取締役会において次の役割・責務を果たしてい
きます。

�グループビジョン・サステナビリティ方針・グループ中期経営
計画・グループ年度経営方針・その他の経営の基本方針につ
いて、建設的な議論を重ねるほか、そのリスク評価も含めて多
面的・客観的に審議し、グループ経営の大きな方向性を指し
示すこと 
�上記の方向性を踏まえたグループ経営に関する全体方針、計
画について適切に意思決定を行うことおよびその計画につい
て進捗・結果を監督すること
�非連続な成長に向けた攻めの経営を後押しする環境整備を
行うこと 
�当社グループ全体の内部統制システムの構築・整備を進める
ほか、その運用状況を監督すること
関連当事者間の利益相反を監督すること
�指名委員会に諮問した代表執行役社長の後継者計画・経営人
財に係わる人事配置計画・執行役のトレーニングについて指名
委員会からの概要の報告を基に進捗状況を監督すること

②取締役会の構成

取締役候補者の選任に当たっては、取締役会の役割・責務を
実効的に果たすため、サステナビリティ経営の推進（７つのマ
テリアリティの解決に向けた事業戦略の遂行）を適切に監督す
るために必要な経験と知見を有する人財で構成するものとしま
す。また、社外取締役の選任に当たっては、当社が設定した独立
性判断基準に照らし高い独立性を有していることはもとより、当
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コーポレートガバナンス

株主総会

取締役会

代表執行役

エグゼクティブ 
セッション

監　

 

督

執　
行

リスクマネジメント委員会

サステナビリティ委員会

コンプライアンス委員会

内部監査室

各執行部門

取締役

執行役

指名委員会 報酬委員会 監査委員会 会計監査人

グループ経営会議

報告 選解任

報告

諮問

監査
監督 報告

監査

連携

評価

報告

連携

監査
監査

諮問 報告

報告

報告 指示

報告

諮問

コーポレートガバナンスの体制図

当社コーポレートガバナンスの変遷

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

日本版スチュワードシップ・ 
コード策定

 取締役会評価開始
 �コーポレートガバナンス 
方針書策定
 ガバナンス委員会設置
 経営人財評価開始

 最適機関設計の検討
 取締役会付議基準見直し
 取締役会合宿（年1回開催）
 政策保有株式削減開始

 経営諮問会議設置
 �社外取締役を監査委員会 
委員長に選定
 取締役会付議基準 見直し
 社外取締役を5名から6名へ

 パルコの完全子会社化
 報酬ポリシーの改定
 ガバナンス委員会の設置
 取締役会付議基準の見直し

 IFRS任意適用	
 取締役会付議基準見直し
 役員報酬ポリシー策定	
 「協議事項」設定
 JFR経営塾開始

 グループガバナンス強化への取り組み
 コーポレートガバナンス方針書改定
 �政策保有株式議決権行使方針に基づく
個社対応

コーポレートガバナンス・ 
コード適用

コーポレートガバナンス・ 
コード改訂

コーポレートガバナンス・ 
コード改訂

2021

 社外取締役の構成を2分の1に
 報酬ポリシーの改定

2022 2023

 �コーポレートガバナンス方針書 
改定
 社外取締役の構成を過半数に

 �社外取締役を 
６名から７名へ

監査役会設置会社 指名委員会等設置会社 指名委員会等設置会社

独立社外取締役比率 64%

女性取締役比率 27%

社外取締役 ７名 社内取締役 4名

女性 女性 女性

非業務執行 業務執行
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社の中核事業である小売業とは異なる業種の出自の経営者の
方、法律等の専門知識、マーケティングの視点、財務・会計に関
する広い経験を有する方など、ボードダイバーシティを意識して
選任します。 また、社内の非業務執行取締役については、当社
グループにおける幅広い実務経験や監査などの知見を有する
方を選任しており、執行役を兼務する取締役については、代表
執行役社長に加えて、株主・投資家が求める戦略的財務政策を

実行できる高度な知見を有する財務部門の責任者を選任して
います。

③�取締役会における主な論議内容、および課題解決の 
取り組みについて
2021－2023年度中期経営計画の2年目となる2022年度の

取締役会は、次の内容を議題として取上げ、審議を行いました。

また、取締役会・監査委員会課題管理表による進捗管理などを
通じて、課題解決の取り組みを行いました。

主な議題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コーポレートガバナンス方針書の改定
コーポレートガバナンス報告書の改訂
�内部統制システム構築の基本方針の運用状況及び財務報告に係
る内部統制の評価結果
内部統制システム構築の基本方針の改定
取締役会実効性評価結果
グループの将来像
現中期経営計画の進捗
２０２３年度グループ経営方針
サステナビリティ
デベロッパー事業会社の設立
ＣＲＥ戦略
新規事業への出資
政策保有株式保有合理性の検証
決算関連

指名委員会・監査委員会・報酬委員会

指名委員会 
株主総会に提出する取締役の選任および解任に関する議案内
容を決定、取締役会からの諮問を受け、執行役の選任・解任や取
締役会議長および各法定委員会の委員長ならびに委員の選定
および解職などついて、取締役会へ答申します。

主な議題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
取締役体制
スキルマトリックスの確認
取締役候補者の選任
取締役会へ提案する執行役および代表執行役候補者の推薦
�取締役会へ提案する取締役会議長ならびに各委員会委員長・委員
候補者の推薦
JFRグループ各社の経営体制
後継者計画策定
代表執行役社長・執行役の再任
取締役実効性評価への対応

監査委員会 
執行役および取締役の職務執行が法令および定款に適合し、当
社の基本理念・グループビジョンに沿って、効率的に行われてい

るかを実効的に監査し、必要な助言・勧告等を行うとともに、内
部統制の構築・運用状況について監査を実施し、監査報告を作
成します。また、会計情報の信頼性の確保のため会計監査人の
職務の執行状況を監視、検証し、株主総会に上程する会計監査
人の選解任議案の内容の決定等を実施します。

主な議題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
�監査方針・監査計画、選定監査委員・特定監査委員選定
�グループ会社監査役体制の報告
�内部監査室監査計画報告
�会計監査人の監査計画報告、会計監査人報酬同意
�内部統制システム構築の基本方針運用状況及び財務報告に係る
内部統制の評価結果報告
�グループ会社監査役監査報告、監査委員会監査所見
�内部監査室監査報告
�会計監査人レビュー報告、監査結果報告
�会計監査人マネジメントレター報告
�会計監査人候補者選定基準について
�会計監査人グループへの非保証業務委嘱について
�KAM（Key Audit Matters）について
�コンプライアンス委員会報告
�事業会社フェーズ管理報告

報酬委員会 
当社取締役および執行役、グループ主要子会社対象役員の個人
別の報酬内容の決定に関する方針ならびに当社取締役および
執行役の個人別の報酬内容を決定します。

主な議題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
�役員評価結果、役員賞与総額、個人別役員賞与額
�役員向け株式対価報酬（短期パフォーマンス・シェア）の業績連動
係数と支給ポイント数
�ミッショングレードおよび個人別報酬額
�役員報酬制度の見直し
�外部データを用いた役員報酬水準・構成の検証
�グループ主要子会社の株式対価報酬制度導入
�役員報酬ポリシーの改定および役員報酬規程等の改定

氏名 経営戦略 ファイナンス マーケティング 人財・ 
組織開発

法務・ 
コンプライアンス IT・デジタル E：環境 S：社会 G：ガバナンス

山本　良一
浜田　和子
矢後　夏之助
箱田　順哉
内田　章
佐藤　りえ子
関　　忠行
小出　寛子
片山　栄一
好本　達也
若林　勇人

経営戦略 経営経験を有し企業価値向上につながる戦略立案や、
中期経営計画策定に向けた課題抽出方法など、経営戦
略に関わる知識・経験を持つ取締役を選任している。

ファイナンス 財務・会計に関する幅広い知識・経験を持ち、強固な財
務基盤構築を通じた企業価値向上や資本コストを意識
した財務戦略立案など、ファイナンス分野における知識・
経験を持つ取締役を選任している。

マーケティング �顧客の問題を発見し、それを解決する商品やサービスの
創造、情報の伝達、付加価値の提供を通して、顧客の満
足と継続的な企業価値向上を生み出す活動における知
識・経験が豊富な取締役を選任している。

人財・組織開発 人財の価値を最大限引き出すことや組織開発を通じて、
ダイバーシティの推進を含む中長期的な企業価値の向
上につなげる知識・経験を持つ取締役を選任している。

法務・ 
コンプライアンス

�企業経営が適法かつ適正に遂行されることは、持続的
な企業価値向上の基盤であり、企業法務の高度且つ専
門的知識やコンプライアンス経営を推進する知識・経験
を持つ取締役を選任している。

IT・デジタル �既存ビジネスのデジタルトランスフォーメーション推進
の実現に向けて、ICT活用支援や新規ビジネス開発を、
最新のIT動向を把握し顧客視点から監督が出来る取締
役を選任している。

E：環境 事業活動を通じた環境課題の解決に向けた中長期目
標の設定を含む環境計画に対し、具体的な行動計画や
定期的なレビュー、継続的改善の取り組み状況を適切
に監督出来る取締役を選任している。

S：社会 地域社会との共生への取り組みや、事業活動における
人権の尊重や労働環境への配慮などへの取り組みにつ
いて、適正に監督出来る取締役を選任している。

G：ガバナンス 適切なガバナンス体制の確立は、持続的な企業価値向
上の基盤であり、取締役会における監督機能の実効性
向上に向けたコーポレートガバナンスにおける知識・経
験を持つ取締役を選任している。

社外取締役活動内容
氏名 取締役会等における助言・発言など

矢後　夏之助
中長期戦略で明示すべき方向性と策定時のポイント、新たなデベロッパー事業会社のあるべき姿、財務戦略における保有資産の考え方、
顧客データの収益化に向けた考え方などについて助言・監督を行い、取締役会の実効性向上に貢献しています。また、指名委員会委員
長、報酬委員会委員を務めています。

箱田　順哉 中長期の財務計画と中長期戦略の整合性、新規事業への取り組み、人財育成の考え方、国際的なビジネス戦略の策定における留意点など
について助言・監督を行い、取締役会の実効性向上に貢献しています。また、監査委員会委員長を務めています。

内田　章
中期経営計画の策定時に持つべきKPIの視点、事業ポートフォリオ変革の推進における資金計画の考え方、持株会社としてのグループ間
連携やガバナンスのあり方、専門人財の獲得・育成、新規事業への取り組みを後押しする留意点などについて助言・監督を行い、取締役
会の実効性向上に貢献しています。また、報酬委員会委員長、指名委員会委員を務めています。

佐藤　りえ子
企業価値創造や利益目標達成に向けた道筋の明確化、サステナビリティ経営につながる脱炭素やダイバーシティ＆インクルージョンの
具体策、顧客データの戦略的活用、政策保有株式の縮減に関する法的見解などについて助言・監督を行い、取締役会の実効性向上に貢献
しています。また、監査委員会委員を務めています。

関　　忠行 事業ポートフォリオ変革の推進に向けた保有事業・資産の考え方、戦略とコアコンピタンスやリソースの整合、新規事業への取り組みに
おけるリスク認識などについて助言・監督を行い、取締役会の実効性向上に貢献しています。また、監査委員会委員を務めています。

小出　寛子
骨太の戦略論議に基づく中長期戦略の策定のあり方、ターゲットやニーズの明確化などマーケティング思考の重要性、新たなデベロッパー
事業会社のあるべき姿などについて助言・監督を行い、取締役会の実効性向上に貢献しています。また、指名委員会委員、報酬委員会委員
を務めています。

スキルマトリックス（取締役に期待するスキル）

取締役会 指名委員会 監査委員会 報酬委員会

開催回数 15回 13回 22回 12回

出席状況 100% 100% 100% 100%

1回あたりの
平均所要時間 2時間12分 1時間46分 1時間23分 45分

2022年度（2022年3月～2023年2月）

委員長

社内 
取締役

社外 
取締役

社内 
取締役

委員長

社外 
取締役

委員長

社内 
取締役

社外 
取締役
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エグゼクティブ・セッション 　
独立社外取締役のみによる会合として実施し、自由闊達に意

見交換、情報共有を行います。取締役会での課題や実効性向上
をはかる上での問題点等、監督する立場として注意を払うべき必
要がある事項について論議しています（リードディレクターは、独
立社外取締役 佐藤りえ子氏）。リードディレクターの要請に応じ
て、 代表執行役社長も論議に参加しています。

後継者の計画 
〔代表執行役社長の選定〕 

　当社は、代表執行役社長の選定を最も重要な戦略的意思決定
と捉え、後継者計画の策定・実施を経営戦略上の特に重要な項目
として位置づけています。後継者候補の選定に際しては、独立社外
取締役３名と社内出身の非業務執行取締役である取締役会議長
で構成される指名委員会において審議を重ね、選定プロセスを
明確化し、透明性・客観性を確保します。取締役会は、指名委員会
からの答申内容に基づき、基本理念・グループビジョンの実現を
見据え、代表執行役社長の選定を行い、監督の役割を果たします。 

〔代表執行役社長の解職〕 　

設定した目標や期待した成果と取り組みの結果（毎期の業績、戦略
の遂行状況等）に加え、指名委員会で決議した後継者計画により選定
された後継者候補の職務執行の状況を踏まえ、指名委員会が審議、
決議した答申案を取締役会が審議、決定することとしています。

〔後継者に求められる資質〕 
当社は、基本理念・グループビジョンに照らし、当社グループの

代表執行役社長、および経営を担う者については「ＪＦＲグループ
経営人財のあるべき姿」「ＪＦＲ代表執行役社長に求められる顕

在化している能力」において、役員に求められる資質として、必要
な価値観・能力・行動特性を明確にしています。

なお、後継者計画は、当社を取り巻く環境や置かれた状況の
変化、掲げた戦略の進捗等を勘案し、計画的かつ継続的に指名
委員会で議論を重ねていきます。また、執行役の選解任について
も、代表執行役社長の場合と同様、指名委員会で審議し、その答
申案を取締役会で審議、決定します。

取締役会実効性評価 　
当社は2015年より毎年、第三者機関による取締役会実効性評 

価を実施しています。
８回目となる2022年9月から10月にかけて実施した取締役会

実効性評価においては、「2021年度に指摘された諸課題の解決
に努め、取締役会および法定三委員会の実効性は概ね確保さ
れている」との報告を受けるとともに、下表の課題を認識し、取り
組み内容を確認しました。

役員報酬制度 
当社は、グループビジョンの実現に向けた中期経営計画の着

実な遂行をはかるため、役員向け株式対価報酬制度を含む「役
員報酬ポリシー」を2017年4月に策定し、公表していますが、新

中期経営計画の策定に際し、内容を見直し、2021年4月に改定し
ました。 なお、本ポリシーの改定に合わせ、株式対価報酬の対象
を当社取締役および執行役、当社の主要子会社である大丸松坂
屋百貨店の取締役および執行役員、パルコの執行役員、JFRカー
ド、J.フロント都市開発、J.フロント建装の代表取締役に適用して
います。また、2020年度より、有価証券報告書における提出会社
の役員としての報酬等（主要な連結子会社の役員としての報酬等
がある場合には、当該報酬等を含む。）の開示につき、連結報酬等
の総額が1億円以上である者に限ることなく、開示しています。

① 役員報酬の基本方針 　
当社の役員報酬制度は、サステナビリティ経営の実現・推進と

いう目的達成に向けて（pay for purpose）、以下を基本的な考え
方とします。なお、当社グループの主要子会社である大丸松坂屋
百貨店およびパルコの取締役・執行役員、JFRカード、J.フロント
都市開発、J.フロント建装の代表取締役においても、同基本方針
を定めることとします。

�当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資する
ものであり、かつ、企業文化と整合したものであること 
�プロの経営者の経営戦略に基づく役割（ミッション）の遂行を後押し
する報酬制度であること 
�当社が経営を担う者に求める「経営人財のあるべき姿」に適う人財
を確保（主はリテンション）できる報酬水準であること
�株主との利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めるものであ
ること 
�報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること

②報酬の決定プロセス 　
報酬の水準および報酬額の妥当性と決定プロセスの透明性

を担保するため、具体的な報酬支給額については独立社外取締
役（過半数）と業務を執行しない取締役会議長で構成し、かつ、
委員長を独立社外取締役とする報酬委員会の決議により決定し
ます。役員報酬制度の見直しについては、中期経営計画期間に
応じて実施することとしており、2021-2023年度中期経営計画に
併せて2021年4月に役員報酬ポリシーを改定し、その後も継続し
て審議を行い、適宜修正をしています。また、中期経営計画期間
中において、外部環境の劇的な変化等で大幅な見直しが必要と
なった場合には、基本報酬の水準を見直すこととします。

〔報酬の没収等〕（クローバック・マルス） 　
執行役の賞与および株式報酬については、重大な会計上の誤

りや不正による決算の事後修正が取締役会において決議され
た場合、当社と役員との間の委任契約等に反する重大な違反が
あった者ならびに当社の意思に反して在任期間中に自己都合に

より退任した者が発生した場合等に、報酬を支給・交付する権利
の没収、または、支給・交付済みの報酬の返還を求めることがで
きることとしています。

③執行役・非業務執行取締役の報酬構成 
執行役の報酬は、ⓐミッショングレードに応じた「基本報酬」

（金銭報酬）、ⓑ事業年度ごとの個人評価等に基づく「賞与」（金
銭報酬）およびⓒ中期経営計画に掲げる連結業績達成率等に
連動する「パフォーマンス・シェア（業績連動株式報酬）」（信託型
株式報酬）とします。非業務執行取締役の報酬は固定報酬のみ
の構成とし、ⓐ職責に応じた「基本報酬」（金銭報酬）とⓓ株式対
価報酬制度としての業績に連動しない「リストリクテッド・ストック

（業績非連動株式報酬）」（信託型株式報酬）とします。

ⓐ基本報酬（金銭報酬）
 基本報酬は、固定報酬と位置づけ、各役員の職責の大きさ

（重さ）に応じて執行役についてはミッショングレードごとに決
定し、非業務執行取締役についてはテーブルを決定します。

 ⓑ賞与（金銭報酬） 
執行役に支給する賞与は、中期経営計画のマイルストーンで

ある各事業年度の目標達成を後押しする業績連動報酬とし、定 
量評価である「年度財務指標」と、定性評価を含む「年度非財務
指標」により、評価を行います。

JFRグループ 経営人財のあるべき姿
戦略思考

成果を出すことへの執着心
人財育成力

変革のリーダーシップ
組織開発力 

JFR代表執行役社長に求められる顕在化している能力

事業構想力
胆力・貫徹力

ビジョン共有力
徳・人望

取締役会実効性評価の課題・評価・取り組み内容
2021年度 2022年度

課題 課題 取り組み内容
 �持株会社と持株会社取締役会
の役割の明確化

 �取締役会での戦略的重要議案
と議論への集中 
 �取締役会構成の見直し 
 �取締役会事務局機能の更なる
強化

 �現中期経営計画に対するモニタ
リング強化
 �骨太の成長戦略議論の徹底
 �法定三委員会の更なる実効性
向上

 �2023年度グループ経営方針に
おいて重要指標（ＫＰＩ）を明確化
し、現中期経営計画の進捗状況
についてモニタリングを強化する
 �次期中期経営計画策定プロセ
スにおいて、グループの大きな
方向性を示すような骨太の成長
戦略を議論する。また、次期中期
経営計画においても、主要施策
推進上の重要指標（ＫＰＩ）を適
切に定める

 �委員会から取締役会への情報
共有の強化など、法定三委員会
の更なる実効性向上に努める

評価

 �持株会社の企画機能強化を通じ
て、グループ統括機能は改善
 �独立社外取締役比率は過半と
なり、取締役会の位置づけが明
確に

【評価手法】
◯取締役への事前アンケート
◯�事前アンケートをもとにした、第三者機関による「個別インタビュー」（約1時間）
◯取締役会・委員会陪席による審議状況の直接観察
◯取締役会等の討議資料の閲覧
　　　　　　　↓
上記内容を集計・分析した報告書に基づく取締役会での協議 

【評価項目】 
◯グループ全体への取締役会の貢献度
◯取締役会の構成
◯運営状況
◯論議内容
◯指名・報酬・監査の各委員会活動の実効性� 
� など約４０項目

【社長】
基本報酬
38.5%

賞与
23.0%

金銭報酬
61.5%

株式報酬
38.5%

固定報酬
38.5%

業績連動報酬
61.5%

パフォーマンス・シェア
38.5%

【社長を除く執行役】
基本報酬
45.4%

賞与
27.3%

金銭報酬
72.7%

株式報酬
27.3%

固定報酬
45.4%

業績連動報酬
54.6%

27.3%

パフォーマンス・シェア

執行役の役位ごとの種類別報酬割合

（注）上記図は、賞与を標準ランク、株式報酬に係る業績達成率を100％とした場合のモデルです。 
（注）�大丸松坂屋百貨店およびパルコの取締役・執行役員、JFRカード、J.フロント都市開発、

J.フロント建装の代表取締役においても上記図の「社長を除く執行役」と同じ報酬構成
とします。

執行役

賞与執行役の報酬等

基本報酬

パフォーマンス・シェア
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Governance
コーポレートガバナンス

ⓒパフォーマンス・シェア（業績連動株式報酬）
 パフォーマンス・シェアは、当社グループの持続的成長と中長
期的な企業価値の向上に向け、中期経営計画に掲げる連結業
績達成率等に連動して、執行役に対して当社株式を交付しま
す。業績連動株式報酬全体の60%は中期経営計画終了時に株
式を一括交付し、40%は株主目線に立った経営を促進するた
め、 株式を毎年交付する制度とします。

（注）ＫＰＩ（Key Performance Indicator）：重要業績指標 
（注）�短期では①連結営業利益のみを採用し、当該目標値には、毎年４月に決算短信で公表

する当該事業年度の予想値（IFRSベース）を用います。なお、2023年度の目標値は385
億円です。

ⓓリストリクテッド・ストック（業績非連動株式報酬）
 リストリクテッド・ストックは、非業務執行取締役がステークホ
ルダー代表として、執行とは異なる立場で当社の攻め・守りの
ガバナンス強化のため、中長期目線で経営に携わることを目的
に、当社株式を業績には連動しない方法で交付する制度とし、
株式交付の時期は退任時とします。

資本政策の基本方針 　
当社は、フリーキャッシュ・フローの増大とROEの向上が持続

的な成長と中長期的な企業価値を高めることにつながるものと考

えています。その実現に向けて、経営環境およびリスクへの備えを
勘案したうえで「戦略投資の実施」｢株主還元の充実｣および「自己
資本の拡充」のバランスを取った資本政策を推進します。また、有
利子負債による資金調達はフリーキャッシュ・フロー創出力と有利
子負債残高を勘案して行うことを基本とし、資金効率と資本コスト
を意識した最適な資本・負債構成を目指します。フリーキャッシュ・
フロー、ROEの向上には、収益を伴った売上拡大を実現する「事業
戦略」および投下資本収益性を向上させる「財務戦略（資本政策
を含みます。）」が重要です。併せて、基幹事業の強化、事業領域の
拡大・新規事業の積極展開等に経営資源を重点配分することによ
り、営業利益の最大化と営業利益率を持続的に向上させていくこ
とが重要であると考えています。なお、中期経営計画の達成におけ
る重要財務指標として、資本効率性はROE、事業収益性は連結営
業利益およびROIC、収益性・安全性はフリーキャッシュ・フロー、財
務健全性は親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率)の各指標
を重視しています。

株主還元方針 　
当社は、健全な財務体質の維持・向上をはかりつつ、利益水 

準、今後の設備投資、フリーキャッシュ・フローの動向等を勘案
し、安定的な配当を心がけ連結配当性向30%以上を目処に適
切な利益還元を行うことを基本方針とします。また、資本効率の
向上および機動的な資本政策の遂行などを目的として自己株
式の取得も適宜検討します。

政策保有株式 
①保有方針 　

当社グループは、政策保有株式（子会社・関連会社株式を除
く純投資以外の目的で保有する上場・非上場株式をいいます。）を
新規に取得することは、原則として行いません。ただし、保有合理性
の検証を通じて、当社グループの事業戦略を推進する上で不可欠

であり、中長期的な企業価値の向上に資すると認められるものに
ついては、この限りではありません。例えば、地域活性化に向けて
保有要請があった場合、サステナビリティ経営の推進に向けたマ
テリアリティの一つである「地域社会との共生」への取り組みの観
点から、執行内で保有の適否を十分検討した上で、保有すること
が考えられます。なお、既に保有している株式のうち上場株式（退職
給付信託株式を含む）については、検証の結果、保有合理性がない
と判断したものは、お客様企業・お取引先企業との間で交渉を行い、
売却方法・期間などの合意を得た上で適宜削減しています。 また、非
上場株式については、売却・削減に向け、執行内で継続的に保有の
適否を検討してきましたが2021年度からは、上場株式と同様にすべ
ての株式において定性的な観点、および定量的な観点の両面から
保有の適否を確認し、削減に向けた取り組みを強化しています。

②保有合理性の検証 　
個別銘柄ごとに、定性的な観点および定量的な観点の両面か 

ら、取締役会において、毎年定期的に検証を行います。定性的な
検証は、お客様企業・お取引先様企業との円滑かつ良好な取引
関係の維持・サプライチェーンの確保など事業戦略に係るもので
す。定量的な検証は、関連取引利益・配当金等を含めた株式保有
による収益が資本コストを上回るか等に係るものです。

③議決権行使方針 　
議決権の行使に際しては、保有先の持続的成長・中長期的な企

業価値の向上に寄与するものであるかどうか、当社グループの持
続的成長・中長期的な企業価値の向上に寄与するものであるか
どうかの両観点から判断します。特に、コーポレートガバナンス体
制に係る議案（役員選任）、株主還元に係る議案（剰余金処分）、株
主価値に影響を与える議案（買収防衛策導入）など、コーポレート
ガバナンス強化の上で重要度が高いと考える議案については、議
決権行使の判断となる指針を定め、当社グループ全体として、当

指針に沿った対応を行います。なお、必要な場合にあっては、議決
権の行使に際して、保有先企業との対話を実施し ます。

株主総会の充実 　
当社は、株主の皆様との建設的な対話に向け、会社法に定め

られている電子提供措置開始日（株主総会開催日の３週間前ま
たは招集通知発送日のいずれか早い日）以前の実務上可能な限
り早期に、株主総会資料を当社及び金融商品取引所等のウェブ
サイトに掲載し、株主の皆様の議決権行使のための検討時間を
十分に確保します。第１６期定時株主総会資料は、開催日の約５
週間前に金融商品取引所及び当社ウェブサイトに開示しました。
また、国内外の機関投資家を含む株主の皆様の議決権行使の
利便性を考慮し、インターネット等による議決権行使を導入する
ほか、議決権電子行使プラットフォームを活用しています。さらに、
外国人の株主の皆様にも適切に議決権を行使していただけるよ
う株主総会資料の英訳を作成し、当社ウェブサイトおよび議決
権電子行使プラットフォームで開示しています。また、株主総会
のライブ配信やウェブ上での事前質問の受付等、遠隔地在住の
株主様を含む株主の皆様の株主総会への参加・傍聴機会の確
保に努めています。

業績連動株式報酬の目標値および評価ウェイト

KPI 中長期の目標値 評価ウェイト
収益性 ① 連結営業利益 403億円（2023年度） 40%
効率性 ② ROE 7%（2023年度末時点） 40%

非財務
③ 温室効果ガス削減

（Scope1・2）排出量 ▲40%（2017年度比） 10%

④ 女性管理職比率の 
引き上げ 26%（2023年度末時点） 10%

業績連動係数の計算方法

業績達成率 業績連動係数
200％以上 2

0％以上200％未満 実績値÷目標値
0％未満 0

業績連動係数の変動イメージ

0% 100% 200%

1.0

2.0

0

係数

業績達成率

（注）	�業績達成率が0の場合は業績連動係数は0（0％）とし、業績達成率が200％以上の場合、
業績連動係数は2.0（200％）とします。

非業務執行取締役

非執行取締役の報酬等
基本報酬

リストリクテッド・ストック
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政策保有株式（みなし保有を除く上場株式）数の推移
 連結財政状態計算書計上額（時価）　  保有銘柄数

削
減
対
象

継続保有

定量的
検証

定性的
検証

総合的
判断

合理性あり

合理性なし

対話機会 回数 備考

機関投資家・アナリスト向け決算説明会（2Q、4Q） 2回 WEB会議、電話会議にて実施。当社WEBサイトに和文･英文とも動画オンデマンド配信。
質疑応答要約版も和文・英文とも掲載。

機関投資家・アナリスト向け電話会議（1Q、3Q） 2回 電話会議にて実施。質疑応答要約版も和文・英文とも掲載。
機関投資家・アナリスト向けスモールミーティング 12回 セルサイド向けはリアル・電話会議のハイブリッド開催、他はWEB会議にて実施。
機関投資家向け社外取締役スモールミーティング 1回 WEB会議にて実施。

機関投資家・アナリスト向け事業戦略説明会 1回 WEB会議にて実施。当社WEBサイトに和文･英文とも動画オンデマンド配信。
質疑応答要約版も和文・英文とも掲載。

機関投資家・アナリスト向けESG説明会 1回 WEB会議にて実施。社外取締役も登壇。当社WEBサイトに和文･英文とも動画オンデマンド配信。
質疑応答要約版も和文・英文とも掲載。

海外IR 27回 WEB会議にて実施。
証券会社主催海外投資家カンファレンス 28回 4社の証券会社主催で各回ともWEB会議にて実施。
機関投資家向け個別ミーティング 152回 一部リアル開催も、主に電話会議、WEB会議にて実施。
店舗見学会 2回 GINZA SIXにて実施。
個人投資家向け説明会 3回 2回をWEB会議、1回をリアルで実施。

2022年度の投資家との対話活動
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Governance
コーポレートガバナンス

ディスクロージャーとIR活動
当社は、「公正で信頼される企業として、広く社会への貢献を通

じてグループの発展を目指します。」という基本理念のもと、株主・
投資家をはじめとするステークホルダーの皆様との信頼関係を維
持・発展させるため、当社に関する重要な情報を正確にわかりや
すく、公平かつ適時・適切に開示することにより、経営の透明性を
高めるとともに、当社についての理解を深めていただくことを目的
にIR活動を推進しています。適時開示規則に該当する当社の重要
情報は、東京証券取引所が提供するTDnet（適時開示情報伝達シ
ステム）を通じて開示を行うとともに、当社ウェブサイト等において
もできるだけ速やかにその内容を掲載します。

また、適時開示規則に該当しない場合においても、当社への理
解を深めていただけると考えられる情報については、当社ウェブサ
イトへの掲載をはじめ、統合報告書の発刊等を通じ発信していくよ
う努めます。開示する情報の特性に応じて、TDnet・EDINET・サス
テナビリティレポート・当社ウェブサイトなどを活用する方法で、適
時・適切に情報開示を行います。なお、情報開示の公平性の確保
のため、株主総会招集通知・統合報告書・有価証券報告書・適時
開示情報・決算情報・サステナビリティレポート・当社ウェブサイト
については、英訳を作成し開示します。

決算説明会や事業戦略説明会、ESG説明会等についてはプレゼ
ンテーション動画・資料と質疑応答の要約テキストを、また決算電
話会議については質疑応答の要約テキストを和文・英文にてできる
だけ速やかに当社ウェブサイトにて公開しています。また、適時開示
や当社ウェブサイト等による情報発信に併せ、各種説明会、ミーティ
ングの実施や株主・投資家の皆様からの日々のお問い合わせに対
する回答等を通じて、コミュニケーションの充実に努めています。

なお、株主・投資家の皆様から頂いたご意見・ご要望等につい
ては、当社および関連するグループ各社等においてIR部門から
のフィードバック機会等を通じて広く共有し、企業価値向上に向
けた会社経営の参考としています。

IR活動への外部からの評価
当社は「日経統合報告書アワード2022」（主催：日本経済新聞

社）において、「準グランプリ」を受賞しました。

リスクマネジメント
当社は、リスクを「企業経営の目標達成に影響を与える不確実性

であり、プラスとマイナスの両面がある」と定義しています。そして
リスクマネジメントを「リスクを全社的な視点で合理的かつ最適
な方法で管理することにより企業価値を高める活動」と位置づけ、
リスクのプラス面・マイナス面に適切に対応することにより、企業の
持続的な成長につなげています。当社は、代表執行役社長の諮問
機関として「リスクマネジメント委員会」を設置しており、リスクの抽出
および評価、戦略に反映させるリスクの決定など重要事項を審議
し、リスクマネジメントを経営の意思決定に活用しています。なお、
同委員会での審議内容については、適時に取締役会に報告します。
また、効果的なリスクマネジメントを行うため、次のとおり３ライン
を構築しています。
①第１ライン：�事業子会社などの業務執行部門。自らリスクの特

定および必要な対策を行う。 
②第２ライン：�持株会社の各部門。業務執行部門から独立した立 

場でリスクマネジメントの支援・指導・モニタリング
を行う。 

③第３ライン：�内部監査部門。業務執行部門および持株会社の
各部門などから独立した立場でリスク管理機能
および内部統制システムの有効性について監査
を行う。 

「2021-23年度グループ中期経営計画」の起点となる「企業リス
ク」（P.33参照）を識別するとともに、これを受けて識別した年度
リスクを「JFRグループリスク」一覧表としてまとめています。

コンプライアンス 　
当社は、当社グループのコンプライアンス経営上の課題への

対応を適切に実施するため、「コンプライアンス委員会」（構成員
に顧問弁護士を含みます。）を設置しています。同委員会は、代表
執行役社長を委員長とし、グループ各社のコンプライアンス推進
担当部門との連携を密にし、コンプライアンス体制の基盤整備
や、運用状況の監督を継続的に実施し、法令･企業倫理等の遵守
を推進します。また、重大なコンプライアンス違反事案が発現し
た際にはその対応方針を策定します。なお、同委員会での審議
内容については、定期的および適時に監査委員会に報告を実施
します。

JFRグループコンプライアンス・ホットライン 　
当社は、当社グループの全役員・従業員および当社グループ

で勤務するすべての者（アルバイト・お取引先派遣者を含みま
す。）が、コンプライアンス上の問題について「コンプライアンス
委員会」に直接通知し是正を求めることを可能とする内部通報
制度を設けています。通報窓口は、当社の社内窓口のほか、社
外（顧問弁護士）にも窓口を置いています。この内部通報制度
は、通報者の秘密保護のほか、通報者に対する不利益取扱い
の禁止について、当社グループの社内規程で厳格に規定して
います。

 ルール違反　  ハラスメント　  労務
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通知の種類

戦
略
リ
ス
ク

1 地政学リスク・地経学リスクの顕在化

2 コロナ対策と経済正常化の両立

3 経済情勢の変化

4 テクノロジーの活用による既存ビジネスの変革

5 データ活用によるマーケティングの高度化

6 クラウドネイティブな開発運用環境の必要性

7 キャッシュレス決済の進展

8 デジタル化による業務の効率化

9 CSVの実現による企業価値向上への要請

10 基本理念・グループビジョンの発信と浸透

11 コーポレートガバナンス改革の進展

12 気候変動など環境課題への対応

13 人権リスクなど社会課題への対応

14 働き方や組織体制のパラダイムチェンジ

15 オープンイノベーションの活発化

16 戦略に適合した専門人財の獲得・育成・配置と活用

17 IR・SR活動を通じた投資家とのエンゲージメント

18 広報活動の実効性

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス 

リ
ス
ク

19 投下資本収益性向上と最適資本構成の検討

20 戦略投資資金の確保

21 財務諸表の虚偽・誤謬、適時開示の遅れの発生

22 資産の減損の発生、税効果会計への対応

23 税制改正、新会計基準への対応

ハ
ザ
ー
ド
リ
ス
ク

24 自然災害の常態化、建物の被災、インフラの停止

25 疫病流行の深刻化・短期化

26 火災・漏電などの事故、設備故障の発生、建物・設備の安全
管理の不備

27 食中毒・怪我・事故（加害・被害）の発生

28 サイバー攻撃によるシステム障害・不正アクセス

29 外部に依存するシステムトラブルの発生

30 BCM（事業継続マネジメント）の不足、遅延

31 重大事案発生時のレポートライン未遵守・広報対応の不備

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
リ
ス
ク

32 従業員の健康など労務管理の不備 
（外国人・障がい者含む）

33 退職金・年金制度運用状況の悪化

34 反社会勢力との取引

35 下請法・独禁法をはじめ各種法令に違反した取引・営業

36 役員・従業員の不正・不法行為、
倫理観の希薄化などコンプライアンス体制の不備

37 個人情報の不適切な取り扱い・機密情報の漏洩

38 インサイダー情報の漏洩

39 商品・サービスの品質・調達コスト管理の不備

40 業務委託先管理の不備

41 契約管理の不備

42 取引先・顧客の倒産・貸し倒れ

リスクマネジメント・コンプライアンス体制図

取締役会 監査委員会

代表執行役社長 内部監査室

経営企画部 
（内部統制・リスク管理担当）

法務部 
（グループ・コンプライアンス担当）

お取引先を含む従業員

JFRグループ 
コンプライアンス・ホットライン 

窓口：社内／顧問弁護士 グ
ル
ー
プ
各
社

リスクマネジメント委員会 コンプライアンス委員会

諮問・報告

指示・報告

指示・報告

連携

通報・回答

JFRグループリスク一覧表
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7名で、取締役会の3分の2に迫るように
なったという状況です。独立社外取締役
が多数を占める欧米の取締役会と構成
的には近くなってきましたし、中身としても、
取締役会の議論は一層深まってきたと
感じています。フェーズ２という意味では、
今後、海外投資家からももっと評価される
ようになって欲しいと思います。
　時価総額の推移を見ていますと、アフ
ターコロナで株価は最近戻ってきている
とはいえ、厳しめで言えばまだ3,000億円
から4,000億円台で、過去10年くらいの
最盛期であった5,000億円以上にはなか
なか達していません。

それほど会社の規模は大きくない、
けれども投資家から評価されて資金が
集まり、時価総額で優に1兆円を超える
という企業も多くあります。当社も百貨店
セクターでの比較ということを越えて、
当社のビジョンを強く打ち出し、持続的な
成長に向けた具体的な取り組みを強く
訴えていくことで、日本の投資家にも海外
の投資家にももっと目を向けてもらうよう
になっていただきたいと思います。

取締役会実効性評価について

矢後　いまの実効性評価のレベルという
のは、どれだけ時間を費やしたか、その時間
は適当か、必要な書類情報は事前に提供
されているかなど、一般的なベンチマーク
との比較ですが、そこはクリアしていると
思います。個別に行われる取締役のイン
タビューで取締役会が持っている本当の
課題が抽出されていますが、次のステージ
ではベンチマークとの比較ではなく、当社
の取締役会が持っている固有の課題を
炙り出し、実効性を上げていかなければ
なりません。定点観測も重要ではありま
すが、そこから一歩踏み出すステージに
入ってきているのだと思います。ただ、皆
の意識が揃っていないと、なかなか効率
よく前には進まないことも事実です。

佐藤　当社の取締役会は、一般的レベ
ルでは実効性のあるやり方をとっている
と思います。課題は、当社は持株会社で
あり、事業会社との役割分担というか、
持株会社の取締役会として何を決めて
いかないといけないのか、何を見ていく
のか、また事業会社にどこまで権限付与
をしているのかどうか、その辺りの確認
あるいは見極めができているのか。我々
自身もそこをきちっと理解した上で役割
を果たせているのかというのは、これか
らの課題という気がしています。

持株会社として、事業会社に対してここ
までこういうことをやってください、これ
だけの利益を上げてください、その代わり
にこっちはこうします、というようなこと
が未分化のところがないだろうかという
のは少し思います。一般的な取締役会の
実効性、機能を発揮したうえで、次の段階
としてはそういうことになってくるのでは
ないでしょうか。そこはまだ議論を深める
余地が大いにあると思います。

箱田　取締役会実効性評価について
は、いまの評価の仕方の話と、取締役会
自体の今後の課題の２通りを考えない
といけないと思います。そうした意味で、
評価の仕方は非常に効率的にできてい
ると思います。取締役会を構成するメン
バーが皆それぞれ意見を持ってはっき
り言う人たちばかりなので、いまのアン
ケートとインタビューで充分にそれぞれ
の考えを把握できると思います。

もしこのやり方を変え、もっと良くする
ためにはどうしたらいいかということに

ついては、例えば英米では取締役会全
体の評価の次に各委員会の評価をし、個
人別評価までしているという話を聞きま
す。当社の場合、委員会評価は入ってい
ますので、形式面ではあとは個人別評価
をどうするかということだと思います。
　中身の取締役会自体をどうするかに
ついては、佐藤さんが言われたのは非
常に大きなテーマだと思います。最近気
にしているのは、当社は純粋持株会社と
いう体制をとっていますが、相応に規模
が大きい企業であればコーポレート本
部はやっていけますが、当社のいまの規
模で純粋持株会社に百何十人が所属す
るというのは、事業会社と機能的に重複
している部分があるようにも見えます。
我々の力量からしてもこういう形の持株
会社がいいのかということも含め、中身
については議論を深めていく必要があ
ると思っています。

中期経営計画の進捗

矢後　「変革へ、ギアを上げる。」というこ
とを好本社長が盛んに言われていますが、
市場においては当業界そのものは改善・
改良による緩やかな進歩ではもう将来は
ないと見られているということを真摯に受
け止めるべきです。大きく変えていかなけ
ればならないですし、大きく変えていくこと
を市場は期待しています。変化が始まって
も市場が反応するまでには３年、５年という
時間がかかることもあります。事業の姿を
大きく変えていくということがないと、業界
全体に対する平均的な期待値のなかで

独立社外取締役

矢後　夏之助
指名委員会委員長

独立社外取締役

箱田　順哉
監査委員会委員長

独立社外取締役

佐藤　りえ子
監査委員会委員

［ 社外取締役対談 ］

企業価値向上へ、
取締役会の果たす役割は大きい

当社ガバナンスへの評価

矢後　当社のガバナンスは言わば優等生
的に出来上がっていて、必要条件を満た
していると言っていいと思います。ただ、
これから成長して、株主からもっと評価
をされるためには企業の成長といった
十分条件を満たしていかなければなりま
せん。必要条件を満たしていないところ
には株主が安心して投資できないという
ことがありますから、必要条件を満たし
ているという評価をいただいていると
いうことは重要なことだと思います。ただ、
これからはフェーズ２に入っていき、どう
会社を成長させて株式市場での高い評価
を得るかが大事になります。それが最終的
な当社の成績として出てくるわけですの
で、そこに向かってどうやっていくかが今
後の課題であり、難易度の高いフェーズ
に入ってきていると理解しています。

佐藤　私はいまの役割として監査委員
であり、エグゼクティブ・セッションという

社外取締役だけの集まりのリード・ディレ
クターをやらせていただいていますが、
事前説明の後に行っているエグゼクティブ・
セッション、取締役会後の社長を交えた
拡大エグゼクティブ・セッションというの
をそれぞれ月１回行っています。これは
他社と比べてもなかなかいい取り組み
だと思います。会社法の仕組みではあり
ませんが、ガバナンス上もうまく機能して
いると思っています。

いま矢後さんが言われたように、指名
委員会等設置会社として必要条件は満たし
ていると思います。次のステップに向かうと
いう意味で、エグゼクティブ・セッションで
は議案、議題は予め決めないで、事前説明
などで問題になったこと、その関連する
問題の中でその場その場で社外取締役が
これはと思ったことについて、全くなんの
制約なく意見交換をして、必要なものに
ついては社長にフィードバックしています。

そのフィードバックを受けて、それをその
まま認識された上で、拡大エグゼクティブ・
セッションを開いています。つまり、社外

取締役の問題意識を執行側にそのまま
フィードバックする仕組みがあって、それ
をまた社長のほうでよく考えたうえで他
の執行役を参加させることもありますし、
それをまたこちらに返してもらうことも
あります。監督サイドにある社外取締役
と執行側とのコミュニケーションがエグゼク
ティブ・セッションや拡大エグゼクティブ・
セッションを通じて一歩前進していると
いう印象があります。

その意味で、矢後さんが言われたフェーズ
２の取り組みのひとつとしては、エグゼク
ティブ・セッションなり拡大エグゼクティブ・
セッションがその役割を果たしているので
はないでしょうか。もちろん、それで充分
ではありませんし、今後いろいろなことを
やっていかないといけませんが、ひとつの
進歩、前進ではあると思います。

箱田　他社やガバナンス関係の人たち
と話をしていても、当社のガバナンスは高
く評価されていると感じています。現在、
形として取締役11名のうち社外取締役が
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中長期の企業価値向上に向けて

矢後　当社はガバナンス強化に力を注
ぎ、相応の仕組みを作ってきましたが、
PBRが１倍かそれ以下というのが足元
の現状であり、資本市場では充分な評
価はされていません。評価されていない
理由は何なのかと言えば、それは単純
な話で、将来に対する夢や希望を語れ
ていない、将来の目標への軌跡が描き
きれていないということだと思います。
PBRが高い企業は、もちろん利益水準
も高いですが、それ以上に夢や希望を
株主に与えている企業であり、そこは
しっかり意識していく必要があります。それ
に関しては取締役会の役割と責任はと
ても大きいと思います。実際には執行側
がやることですが、やろうとすることに
対するガイダンス、あるいはアドバイス
も含めて行っていくのが取締役会の役
割のひとつです。取締役会としての役割
をもう少し強めていくことが必要だと感
じています。そのためには、取締役各人
の役割と責任を意識的に強めていくと
いうことが大事なのでしょう。

箱田　今中期3ヵ年の投資が計画を大
きく下回るのは、デベロッパー事業が当
初の投資計画ほど進んでいないのが主
な要因です。当初からデベロッパー事業
を柱のひとつにしていくとしているので
すから、投資をもっときちんと考えて実
行に移していかなければなりませんでし
た。デベロッパー事業は、いま執行側が
考えることを本当に実現しようとすると、
恐らく中長期で2,000億円、3,000億円、
あるいはそれ以上といった投資規模も
想定されますし、それも15年、20年かか
るビジネスを行うことになります。

デベロッパー事業を今後拡大するに
つれて、資本効率は落ちることになるか
も知れませんが、時間軸と投資リターン、
そこをきっちりと示していけば、資本市場

からも納得を得られるのではないかと
思います。

佐藤　当社のデベロッパー事業は、基本
的には自分の持っている資産を転用す
ることがメインです。他のデベロッパー会
社は、自分で見つけたものを新しくして、
それをまた売るなどして回収しているとい
うのが私の印象ですが、当社は池袋だっ
たり、名古屋だったり、博多だったり、当
社が持っているアセットをリニューアル、
あるいはリノベーションして新しいものを
作って市場に出しましょう、ということ。デ
ベロッパー事業といっても、少し違うので
はないかというのが正直な印象です。

矢後　当社はもともと持っていた土地を
どう自分の事業に役立てようかと考えて
きたので、先ほど箱田さんが言われたよ
うに、持っている土地の価値も含めてど
れだけの投資をしたらどれだけのリター
ンがあるのかといったことが、意識として
希薄だったのではないでしょうか。キャッ
シュフローや投資効率など、さぁ出せと
言われても、どういうふうに考えたらい
いんだろう、というような状況からのス
タートですから、財務部門の強力な関与
が欠かせないと思います。

佐藤　デベロッパー事業といっても市場
から見たときに「ほんとか？」「どこまでや
るのか？」というふうな意識もあるのでは
ないでしょうか。新規投資900億円とい
えば、当社はどこに新しく張っていくの

か、あるいはいままである商業の分野か
らどうやって発展させていくのかという、
それこそストーリー性なり何なりを見せ
て欲しいということがあるのだと思いま
すが、執行側からそういう話が不足して
いると感じることは否めません。

XENOZへの出資は、個人的にはひと
つのキーポイントとしてあるのかなと思い
ますが、そこから何を発展させるのかと
いうのが市場としては期待を持っている
はずです。そこが見えていないというのが

「今」という状況なのかなと思います。

矢後　中長期の成長ということを考える
際には、私は常に「非連続」ということが
どこかに入って来ないといけないと考え
ています。その非連続の重要さに対する
意識づけをを行うのが、社外取締役に求
められていることだと考えてはいますが、
具体的なアイデア自体を私は持ち合わせ
ていません。「非連続に飛ぶぞ」という意
識、少なくとも次の中期計画ではそういう
意識が現れてくればいいと思っています。

取締役会として
果たしていきたい役割

矢後　取締役会としての機能には「牽制」
と「背中を押す」という両方があります。
牽制をするのは監督機能の中でやれば
いいですが、やはり我々は“背中を押す
ようなことがしたい”というのが本音です。
それなのに、背中を押すような背中が見
え難いというのが、少し残念であり、不安

埋没してしまうことになると思います。

箱田　いまの中期計画は大体目指す方
向に現実的に進んできていると思いま
すが、一方では、そもそも当社の中期計
画は３年でいいのかという課題はありま
す。デベロッパー事業など足の長い事業
を抱えてそこを中心に伸ばそうとするの
なら、３年というのは少し短いかもしれま
せん。恐らく、経営のスパンでいけば５年
とかもう少し長い目で計画を立てていく
必要があるのではないでしょうか。今後、
大きな成長を目指すデベロッパー事業
を見ていこうとするなら、計画の進捗管
理が取締役会としてとても重要になると
考えています。特に、投資とキャッシュフ
ロー。これはどのような計画のなかで進
捗管理していくのか、それを５年とか長
いスパンで見ていく必要があります。

佐藤　ある程度のスパンで改革、業容
変更を見るというのは絶対必要だと思
いますが、いま当社グループには大丸が
あって、松坂屋があって、パルコがあって、
GINZA SIXがあって、さらにXENOZを買っ
た、という状況。この５つの要素についてス
トーリーを持って市場に対してきちっと説
明し、こういう夢をこういうふうにやってい
くんです、ということをたぶん語り掛けるこ
とができていないのだと思います。

そこからなかなか改革というのは生ま
れにくいのかもしれませんが、まず足元の
強み、こういうストーリーでここからこう行
くんです、のような何かがないのでなかな

か株価が上がらないのかなと感じます。
資本市場において同業他社との明確な
違いが示せず、依然、百貨店セクターに埋
没してしまっているというのもその辺りに
要因があるのではないかと思っています。

箱田　経営管理を高度化する観点で、
執行ではROIC経営を打ち出しています
が、社内での理解はまだまだ浸透しきれ
ていない印象があります。本当にそうい
うことが大事なんだと、投資とキャッシュ
フロー、これが中長期のビジネスを進め
ていく上での指標になるわけですので、
その辺りを執行も含めて取締役会でき
ちんと議論できるようにしていかなけれ
ばなりません。

当社は “くらしの「あたらしい幸せ」を
発明する。” ということを中長期ビジョン
として出しています。資本市場へのメッ
セージとしては、当社はビジョン実現に
向けてこういう取り組みをしているとい
うことを強くアピールしていくことが必
要です。その結果として、ROEやROICな
ど各種数値に投資家に興味を持ってい
ただければ、株価やいろんな数値は上
がってくると思います。

矢後　ROICはなかなか組織全体では
理解しにくいかもしれません。ただ、リ
ターン・オン・インベストメントキャピタ
ル、要するに借入と株式で集めたお金
を使ってどれだけ効率良く利益を出して
いくか、そこまで理解できれば従業員へ
の浸透という意味では充分だと思ってい

ます。ただ売上さえ伸びればいいんだ、
ということではなく、やはり投入した資
金をどれだけ効率的に使っているかと
いうことを見られている、そういう理解を
皆がし始めるとだんだん変わっていくと
思っています。

以前の会社でROICを中期計画の目
標に入れましたが、時間はかかりました
がROICの数字自体は大きく変わりまし
た。やってみると効果はあるんだというこ
とを実感しました。投入した資金の有効
活用が大事だということが全体に芽生
え始めると、いままでの考え方と違ってく
ると私は思います。その会社では、ROIC
の結果により株式報酬（パフォーマンス
シェア）が決まってくるような役員報酬
の仕組みにしたことも大きかったので
しょう。役員から管理職クラスに降ろして
いく過程で、自ずとROICが何なのかとい
う理解が皆に深まることになりました。

当社がやろうとしているような事業別
ROICは大変だと思いますが、グループ
全体に意識を高めていくには効果があ
ると思います。

箱田　いま言われたことはとても大事
だと思います。ROIC導入の効果は、役員
報酬に反映する会社とそうでない会社
の間には大きな違いがあると見ていま
す。執行側の役員がそれぞれの事業で
どれくらいの資金を使ってどれだけ利
益、キャッシュを出しているかという感覚
を持てるようにしないといけません。なん
らかの形で役員報酬につなげていくと
いうことが大事だと思います。

矢後　当社では現状、ROEは役員報酬に
反映させていますが、ROICは反映させて
いません。ROICにするのか、あるいはTSR
のようなものを入れるのか、株式市場の見
方を役員報酬に反映させていくということ
も考えないといけないと思っています。
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私の人生は、“内と外”、これを好んで繰
り返してきたと言えるかもしれません。社
会人としては証券アナリストからスタート
し、まず資本市場側から事業会社を見るこ
とになりました。米国への留学を経て今度
はM&A部門に異動し、逆に事業会社側に
立って投資家を見るという立場になりまし
た。その後、まったく別のセクター・アナリス
トに戻りました。

キャリアのほとんどを金融で過ごしてき
ましたが、ある時、「私が事業会社に言っ
ていることは当事者にとって選択肢のな
いことを要求しているのではないか？」と
いうような疑問を持つようになりました。
やはり、事業会社側に行ってみて自分が
いままで見てきた風景を逆から見たら、
何が真実なのかが見えるのではないか
と。そうした時に、たまたまパナソニックに
入らせていただく機会を得ました。

パナソニックではM&A担当の本社役員
として入りました。事業部門が50前後ある
中、本社の目線で見える姿、ここでも「これ
は絶対真実に近づいていない」と感じまし
た。そこで当時の社長にお願いして、事業
部門を担当させていただくことになりまし
た。事業会社で社長をさせていただき、成
功する喜びは、何物にも代えがたいものが
あると感じ、このまま事業会社にまっしぐら
で行こうと考えていたのですが、また本社
の企画担当として呼び戻されました。この
ように、何度も“内と外”を繰り返してきなが
ら、また事業の執行にいまは邁進している
という状況です。

自分自身を可能な限り客観的に、そして
直視しながら前に進む「自己観照」を私は

大事にしています。私の中でとても重要な
言葉は「進化」と「成長」であり、そこが私
の生き様とも言えるかもしれません。昨日
よりも今日のほうがいいと思える仕事をし
よう、そう思えるためには自分は進化を続
けなければならないと思っています。進化
するためには、いまの仕事を守るのではな
く、逆の立場になって事の本質、つまり真
実に近づきたい。それを可能にするキー
ワードこそ、まさに“内と外”であると考えて
います。

今般、当社の社外取締役としてのご縁
をいただきましたが、私のように、現役の
執行側にいる人間が社外取締役になる
ということには意味があるのではないか
と思っています。加えて、私は事業部門の
トップを務めていますので、これはかなり
稀なケースでしょう。トップが悩まれてい
ることがあればその感覚はシェアできま
すし、現役の経営者でないと感じられな
いこともあるはずです。いま見ている現業
を持っているからこそ、執行側の選択肢を
もっと広げられるような議論が仕掛けられ
ないか、という思いを持っています。選択
肢は多ければ多いほどいいというのが私
の持論です。選択肢が少ないと、大抵は失
敗します。そういう考え方ができるような空
気づくりや具体的なアイデア創出に、社外
取締役として貢献したいと考えています。

当社には「脱・百貨店」という考え方が
あり、その意味することは理解します。しか
し、一方で、百貨店とSCが当社のコア事
業、本業であることは誰がどう見ても疑う
余地はありません。これから伸ばそうとす
るデベロッパー事業も、決済金融事業も、

百貨店とSCという２つの事業が強いから
こそ意味があるわけです。百貨店が店舗
数を増やすのはほぼないというのは、確
かにその通りかもしれません。しかし、百
貨店として「本当にやり切ったのか？」とい
うことは問いかけていきたいと思います。

グループとしての進化の話と百貨店で
もっとやるべきことがあるだろうというの
は分けてやるべきではないかと思いま
す。高所得者のビジネスが増える、そこで
戦っていくのは大事だと思いますが、お
客様の総数、絶対数が伸びる事業に変
えていかない限り、夢を持ついい人財が
入ってこないのではないでしょうか。百貨
店の数が増やせないということと成長を
志向しなくていいというのは別の話で、成
長の仕方とか定義はまだまだあるのでは
ないかと思います。

私は、消費ビジネスで一番重要なのは
トランザクションだと思っています。時計
は売れたら儲かる、絵画も儲かるかもしれ
ませんが、一生に一回とか年に数回です。
これだけに依存していたらビジネスは活
性化しません。やはりn数が大きく増える
ビジネスを持っていないと会社はなかな
か進化、成長していかないのではないか
と思います。

当社グループがそうしたあるべき姿に
近づくために、現在の純粋持株会社とい
う形がいいのかということは長期的に
議論していく必要があるかもしれません
ね。まずは、事業会社とのやり取りがさら
に活力あるものにしないといけないと考
えていますし、その実現に貢献したいと
思います。

を感じるところではあります。

箱田　多様性ある人的資本は、当社の
イノベーションのベースになります。こう
いう人的資本を形成することが価値創
造の原動力になりますし、これからの当
社を本当の意味での中身のある拡大へ
進めていくのだと思います。突き詰めて
言えば、社員がやる気を持って仕事をし
ていく、社員の発想力が大事になると
思っています。そのためには、給与体系
をもっと本当に魅力のあるものにして、
社員がいきいきと働くことができる、そ
ういう環境づくりについても今後は真
剣に検討していかなければならないか
もしれません。

佐藤　人財については歴史のある大丸、
松坂屋の出身者が中心になって構成され
ているというのは非常に感じていますが、
新しい中期計画を策定するにしても、もっ
と若い世代の話はぜひ聞きたいと実は
思っています。少子高齢化はもう避けられ
ませんし、これから消費の中心になるで
あろうミレニアル世代・Ｚ世代はSNS中心
で、あまりテレビも見なければ、新聞も読
まない人たちだと言われます。そういう人
たちに対して私たちは何を、どんな価値を
提供できるのかということを、若い人たち
から話を聞いてみたいです。

矢後　当社はパルコという、まさに百貨
店とは文化の違う会社をグループに入
れましたが、それによってどんなケミスト
リーが起きているのかがはっきり見えて

きません。言ってみれば、大丸、松坂屋と
いう百貨店の文化の流れの中でパルコ
の文化を捉えていないかということで
す。グループとしては人財交流やコミュ
ニケーションをもっと活発にすることで、
むしろ取り入れた新しい文化をグルー
プの核心に据える、すなわち、パルコ側
の衣を着るという意識があってもいいの
ではないでしょうか。そうでなければ、今
後、CVCやXENOZなど、新しく取り入れ
たものをどのようにしてグループ全体の
新しい文化の形成に役立てていくのか
という解を見つけるのに苦労するという
ことになります。

佐藤　サブスクリプション事業「Another- 
ADdress」はまだ小粒ですが、素晴らし
いベンチャーだと私は思います。それは
消費者から受け入れられているからこそ
伸びているわけで、そういう発想は、伝統
的な小売の人からはなかなか生まれな
かったのではないでしょうか。パルコ、
GINZA SIX、XENOZの人も含めて、若い
人から「一体あなたは何を求めているの？
どんな形態で？」というようなことをブレ
インストーミングのような形でやってみて
もいいのではないかと思います。我々は
昭和の世代でありますし、新たな価値観
を提供できるほどの知見は既にないか
もしれません。「非連続」はひとつの重要
なキーワードだと思いますし、それを生
み出すためにも新しい知見を入れなけ
ればなりません。そのためには、やはり
多様性という意味でも、若い人の視点を
入れるのは大事ではないかとすごく感じ

ています。

矢後　佐藤さんが言われるように、若い
人も含め現場に近い人たちと話してみ
るというのはとても大事なことで、社外
取締役は第三者的に構える必要性はあ
りますが、もう少し中に入って行ってもい
いのかなとも思います。手間はかかりま
すが、そこまでやらないと、求められてい
る、いわゆる取締役会のあるべき姿には
届かないという感じがしています。

会社によっては、そういうことを嫌うと
ころがあるのも否定できませんが、当社
はそういうことをやり始めても周りから
あまり抵抗はないのではないかと思い
ます。これは取締役会で考えていかない
といけないことだと思います。どこまで
が取締役の役割で責任なのかという線
の引き方に関わってくるかもしれません。
中に入り込み過ぎてしまって“与党“の
補完勢力になってしまってはいけません
ので、そこのバランスは難しいですが、い
まは入って行かないといけない状況な
のだろうと感じています。

佐藤　やはりコミュニケーションをもっ
と充実させないとお互いの信頼関係は
生まれてきません。ただあるものだけを
見せられて、それで判断してくださいと
言われても、それは割と表面的な判断し
かできないことにもなり得ます。もう半
歩、もう一歩、いろいろやっている現場
の人とコミュニケーションをはかるとい
うのは取締役として大事な役割のひと
つではないかと私は思っています。
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1973年 4 月	 伊藤忠商事株式会社入社
1998年 6 月	� 伊藤忠インターナショナル会社（ニューヨーク駐在） 

財務部長
2004年 6 月	� 伊藤忠商事株式会社 執行役員食料カンパニーCFO
2007年 4 月	 同社常務執行役員 財務部長
2009年 6 月	 同社代表取締役 常務取締役
	� 財務・経理・リスクマネジメント担当役員 兼 CFO
2010年 4 月	 同社代表取締役 専務執行役員
2011年 5 月	 同社代表取締役 専務執行役員CFO
2013年 4 月	 同社代表取締役 副社長執行役員CFO
2014年 4 月	� 同社代表取締役 副社長執行役員社長補佐・CFO・CAO
2015年 4 月	 同社顧問
2016年 5 月	 株式会社パルコ 社外取締役
2016年 6 月	� 日本バルカー工業株式会社（現株式会社バルカー） 

社外取締役（現任）
2017年 4 月	 伊藤忠商事株式会社 理事
2017年 6 月	 JSR株式会社 社外取締役（現任）
2017年 7 月	� 朝日生命保険相互会社 社外監査役（現任）
2020年 5 月	 当社社外取締役（現任）
	 株式会社パルコ 取締役
2022年 5 月	 株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役（現任）

社外取締役
所有する当社株式数：3,230株
その他株式報酬としての未交付株式：4,904株

監査委員会委員

7. 関 忠行

Governance
役員一覧（2023年5月25日現在）

所有する当社株式数：96,391株

代表執行役社長

1979年 4 月	 株式会社大丸入社
2000年 3 月	 同社本社
	 札幌出店計画室札幌店開設準備室部長
2008年 1 月	 同社東京店長
2008年 5 月	 同社執行役員東京店長
2010年 1 月	 当社執行役員
	� 百貨店事業政策部営業企画推進室長  

兼 マーケティング企画推進室長
2010年 3 月	 株式会社大丸松坂屋百貨店執行役員
	 同社経営企画室長
2012年 5 月	 同社取締役 兼 執行役員
2013年 4 月	� 同社代表取締役社長 兼 株式会社大丸松坂屋セールス

アソシエイツ 代表取締役社長
2013年 5 月	 当社取締役（現任）
2017年 5 月	 当社代表執行役常務
2020年 5 月	 当社代表執行役社長
2023年 3 月	� 当社代表執行役社長 

兼 CRE戦略統括部長（現任）

10. 好本 達也

社外取締役
所有する当社株式数：6,696株
その他株式報酬としての未交付株式：4,904株

指名委員会委員長
報酬委員会委員
1977年 4 月	 株式会社荏原製作所入社
2002年 6 月	 同社執行役員
2004年 4 月	 同社上席執行役員 精密・電子事業本部長
	� 兼 Ebara Precision Machinery Europe GmbH 代表

取締役会長 兼 Ebara Technologies Inc. 代表取締役
会長 兼 上海荏原精密機械有限公司 董事長

2004年 6 月	 同社取締役
2005年 4 月	� 同社取締役 兼 台湾荏原精密股份有限公司 董事長
2005年 6 月	 同社取締役
	� 精密・電子事業カンパニー・プレジデント 兼 藤沢事業所長
2006年 4 月	 同社取締役常務執行役員
	 精密・電子事業カンパニー・プレジデント
2007年 4 月	 同社代表取締役社長
2007年 5 月	� 同社代表取締役社長 内部統制整備推進統括部長
2009年 7 月	 同社代表取締役社長 内部統制統括部長
2013年 4 月	 同社取締役会長
2017年10月	� 公益財団法人荏原畠山記念文化財団 代表理事（現任）
2019年 3 月	 株式会社荏原製作所 取締役会長退任
2019年 6 月	 株式会社SUBARU 社外取締役（現任）
2020年 5 月	 当社社外取締役（現任）
2021年 5 月	 株式会社パルコ 取締役

3. 矢後 夏之助

1975年 4 月	 東レ株式会社入社
1996年 6 月	� トーレ・インダストリーズ（アメリカ）社 

Executive Vice President
2000年 6 月	 東レ株式会社 経営企画第1室主幹
	 兼 広報室主幹
2004年 6 月	 同社経営企画室参事 兼 IR室参事
2005年 6 月	 同社取締役 財務経理部門長
	 トーレ・ホールディング（U.S.A）社社長
2009年 6 月	 同社常務取締役 財務経理部門長
	 トーレ・ホールディング（U.S.A）社社長
2012年 6 月	 同社常務取締役 CSR全般統括　
	� 総務・法務部門・IR室・広報室・宣伝室統括  

東京事業場長
2016年 6 月	 同社顧問
2019年 3 月	 同社顧問退任
2019年 5 月	 当社社外取締役（現任） 
2019年 6 月	 横河電機株式会社 社外取締役（現任）
2020年 5 月	� 株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役
2022年 5 月	� 株式会社パルコ 取締役（現任）

社外取締役
所有する当社株式数：5,364株
その他株式報酬としての未交付株式：6,837株

報酬委員会委員長
指名委員会委員

5. 内田 章

1985年 4 月	� 松下電器産業株式会社（現パナソニック株式会社）入社
1998年 4 月	� パナソニックファイナンシャルセンター マレーシア株式 

会社社長
2007年 4 月	� 松下電器（中国）財務有限公司董事・総経理
2009年 2 月	� パナソニック株式会社本社財務・IRグループ財務企画

チームリーダー（部長）
2013年 7 月	� 同社コーポレート戦略本部財務・IRグループ 

ゼネラルマネジャー
	 兼 財務戦略チームリーダー（理事）
2015年 5 月	 当社入社
	 当社業務統括部付財務政策担当
2015年 9 月	� 当社執行役員業務統括部財務戦略・政策担当
2016年 3 月	 当社財務戦略統括部長（現任）
	 兼 財務政策担当
2016年 5 月	 当社取締役（現任）
2017年 3 月	 当社資金・財務政策担当
2017年 5 月	 当社執行役常務（現任）
2018年 5 月	 当社資金・財務政策部長
2020年 5 月	 株式会社パルコ 取締役
2023年 5 月	 株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役（現任）

所有する当社株式数：17,210株

執行役常務

11. 若林 勇人

6. 佐藤 りえ子

監査委員会委員

1984年 4 月	 弁護士登録
1989年 8 月	� シャーマン・アンド・スターリング法律事務所
1998年 7 月	 石井法律事務所パートナー（現任）
2004年 6 月	 味の素株式会社 社外監査役
2012年 6 月	 株式会社NTTデータ 社外監査役
2015年 6 月	 第一生命保険株式会社 社外取締役
2016年10月	� 第一生命ホールディングス株式会社社外取締役 

（監査等委員）（現任） 
2018年 5 月	 当社社外取締役（現任）
2019年 5 月	 株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役
2020年 6 月	� 株式会社NTTデータ 社外取締役（監査等委員）
	 三菱商事株式会社 社外監査役（現任）

社外取締役
所有する当社株式数：3,125株
その他株式報酬としての未交付株式：8,770株

社外取締役
所有する当社株式数：1,500株

監査委員会委員

9. 片山  栄一

1989年 4 月	 株式会社野村総合研究所入社
2000年 6 月	 野村企業情報株式会社出向
2010年10月	� メリルリンチ日本証券株式会社 

（現 B of A証券株式会社）入社
2012年 6 月	 同社マネージングダイレクター調査部長
2016年 1 月	� パナソニック株式会社入社　 

役員（事業開発担当）
2017年 1 月	� 同社役員（戦略事業担当） 

エコソリューションズ社副社長、エイジフリー事業担当
2017年 4 月	� パナソニックサイクルテック株式会社代表取締役社長
2019年 2 月	�� パナソニック株式会社執行役員ＣＳＯ、 

経営企画担当、事業開発担当、 
事業創出プロジェクト担当

2020年 4 月	� 同社常務執行役員ＣＳＯ
2020年10月	� 同社スポーツマネジメント事業担当
2021年10月	� 同社常務執行役員　 

くらし事業本部副本部長 
コールドチェーンソリューションズ社社長 
兼スポーツマネジメント事業担当

2022年 4 月	� 同社副社長執行役員 
コールドチェーンソリューションズ社社長 
兼ＤＥＩ推進担当、コールドチェーン事業部長

2023年 4 月	�� 同社副社長執行役員 
コールドチェーンソリューションズ社社長 
ＣＤＯ兼ＤＥＩ推進担当（現任）

2023年 5 月	� 当社社外取締役（現任）

1985年 4 月	 株式会社パルコ入社
2000年 9 月	 同社営業統括局マーケティング部部長
2002年 3 月	 同社吉祥寺店店次長
2005年 3 月	 同社吉祥寺店店長
2007年 3 月	 同社新所沢店店長
2010年 3 月	 同社執行役人事担当
2013年 3 月	 同社執行役総務・人事担当
2015年 3 月	 同社執行役グループ監査室担当
2020年 5 月	 同社監査役
2021年 5 月	 当社取締役(現任)

所有する当社株式数：999株
その他株式報酬としての未交付株式：7,714株

監査委員会委員

2. 浜田 和子

※ 取締役が保有する当社株式数は2023年2月28日現在で表記しています。 取締役

社外取締役
所有する当社株式数：1,957株
その他株式報酬としての未交付株式：2,971 株

指名委員会委員
報酬委員会委員
1986年 9 月	� J.ウォルター・トンプソン・ジャパン株式会社 

（現ワンダーマン・トンプソン・トウキョウ合同会社）入社
1993年 5 月	� 日本リーバ株式会社（現ユニリーバ・ジャパン株式会社）入社
2001年 4 月	 同社取締役
2006年 4 月	� マスターフーズ リミテッド（現マースジャパン リミテッド） 

マーケティング統括本部長
2008年 4 月	 同社チーフ・オペレーティング・オフィサー
2010年11月	� パルファン・クリスチャン・ディオール・ジャポン株式会社代表取

締役社長
2013年 1 月	 キリン株式会社社外取締役
2013年 4 月	� ニューウェル・ラバーメイド・インコーポレーテッド（アメリカ） 

（現ニューウェル・ブランズ・インコーポレーテッド） 
グローバル・マーケティング シニア・ヴァイス・プレジデント

2016年 6 月	 三菱電機株式会社社外取締役（現任）
2018年 4 月	 ヴィセラ・ジャパン株式会社取締役
2019年 6 月	� 本田技研工業株式会社社外取締役
	 株式会社J‒オイルミルズ社外取締役（現任）
2021年 5 月	 当社社外取締役（現任）

8. 小出 寬子

4. 箱田 順哉

1974年 4 月	� 三菱レイヨン株式会社（現三菱ケミカル株式会社）入社
1980年11月	� プライスウォーターハウス公認会計士共同事務所 

（1983年6月青山監査法人に組織変更）入所
1984年 4 月	 公認会計士登録
2000年 4 月	� 中央青山監査法人/プライスウォーターハウスクー

パース パートナー
2006年 8 月	� あらた監査法人代表社員/ 

プライスウォーターハウスクーパース パートナー
2008年 4 月	� 慶應義塾大学大学院特別招聘教授（内部監査論）
2009年 9 月	� 独立行政法人日本貿易振興機構契約監視委員会委員
2010年 9 月	 日本内部統制研究学会理事
2014年12月	� シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 

社外監査役（現任）
2015年 3 月	 �一般社団法人実践コーポレートガバナンス研究会理事（現任）
2015年 6 月	� ヤマハ株式会社社外監査役 

�イオンフィナンシャルサービス株式会社社外取締役
2017年 6 月	 ヤマハ株式会社社外取締役監査委員長
2019年 9 月	� 日本公認会計士協会倫理委員会委員
2020年 8 月	� 日本公認会計士協会社外役員研修研究専門委員会

副専門委員長
2021年 5 月	 当社社外取締役（現任）
2021年 8 月	 日本公認会計士協会社外役員
	 研修研究専門委員会 専門委員長（現任）

社外取締役
所有する当社株式数：1,958株
その他株式報酬としての未交付株式：2,971株

監査委員会委員長

1973年 4 月	 株式会社大丸入社
2003年 5 月	 同社代表取締役社長 兼 最高執行責任者
	 兼 グループ本社百貨店事業本部長
2007年 9 月	� 当社取締役 

当社営業改革・外商改革推進担当
	 株式会社大丸本社百貨店事業本部長
	 兼 梅田新店計画室長
	 株式会社松坂屋取締役
2008年 3 月	 株式会社大丸本社営業本部長
2010年 3 月	 株式会社大丸松坂屋百貨店
	 代表取締役社長
2012年 9 月	 同社代表取締役社長
	� 兼 株式会社大丸松坂屋セールスアソシエイツ  

代表取締役社長
2013年 4 月	 当社代表取締役社長
2017年 5 月	 当社取締役 兼 代表執行役社長
2020年 5 月	 当社取締役 取締役会議長（現任）
2021年 6 月	 大同特殊鋼株式会社 社外取締役（現任）
	� 株式会社ノリタケカンパニーリミテド 社外取締役 

（現任）

所有する当社株式数：102,856株
その他株式報酬としての未交付株式：25,465株

取締役会議長
指名委員会委員
報酬委員会委員

1. 山本 良一



好本 達也
代表執行役社長
兼 CRE戦略統括部長

若林 勇人
執行役常務
財務戦略統括部長
兼 株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役

小野 圭一
執行役常務
経営戦略統括部長 
兼 リスク管理担当
兼 株式会社パルコ 取締役
兼 Ｊ．フロント都市開発株式会社 取締役

林 直孝
執行役常務
グループデジタル統括部長

中山 高史
執行役常務
グループシステム統括部長
兼 株式会社パルコ 取締役

松田 弘一
執行役常務　　
人財戦略統括部長
兼 業務統括部長
兼 コンプライアンス担当
兼 株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役

落合 功男
執行役
経営戦略統括部経営企画部長 
兼 事業ポートフォリオ変革推進部長

山崎 史朗
執行役
グループシステム統括部 
システム企画部長
兼 システム推進部長

野口 秀樹
執行役
財務戦略統括部主計・税務部長

梅林 憲
執行役
人財戦略統括部グループ人財開発部長
兼 グループ福利厚生部長
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Governance
役員一覧（2023年5月25日現在）

株主総会指名委員会

監査委員会

報酬委員会

コーポレートガバナンス推進室

経営戦略統括部 CRE戦略統括部 財務戦略統括部 業務統括部

法務部主計・
税務部関連事業部経営企画部 総務部グループ

福利厚生部
グループ
人財開発部

グループ
人財政策部

資金・財務
政策部

システム
推進部

システム
企画部

デジタル
推進部

サステナビリティ
推進部

事業ポートフォリオ
変革推進部

CRE
企画部

人財戦略統括部グループデジタル
統括部

グループシステム
統括部

コーポレートコミュニケーション室

取締役会

代表執行役社長

内部監査室

 社外取締役選任理由  執行役

 J.フロント リテイリング組織図 （2023年5月25日現在）

同氏は、長年にわたりトップとして企業経営に携わり、財務基盤強化やコンプライ
アンス経営の豊富な経験と、指名委員会等設置会社への移行経験に基づく内部統
制やコーポレートガバナンスに関する高度な専門知識を有しており、中長期戦略で
明示すべき方向性と策定時のポイント、新たなデベロッパー事業会社のあるべき姿、
財務戦略における保有資産の考え方、顧客データの収益化に向けた考え方などに
ついて能動的かつ積極的な助言・監督を行い、取締役会の実効性向上に貢献してお
ります。また、指名委員会委員長としてサクセッション・プランに基づき、将来の経営
陣幹部候補者の状況の確認、客観性・透明性・継続性を担保した役員決定プロセス
の構築を進めるとともに、報酬委員会委員として、役員報酬制度における賞与と株式
報酬の適正な報酬水準と運用ルール見直しなどに貢献しております。このような実績
と豊富な経験、高い知見を踏まえ、当社グループの経営に資する役割を期待し、社外
取締役といたしました。なお、同氏と当社の間に特別な利害関係はありません。

矢後 夏之助

同氏は、経営企画やＩＲに加え、財務経理部門の責任者としてコーポレート部門に
おける幅広い経験や知見を有しており、中期経営計画の策定時に持つべきＫＰＩの
視点、事業ポートフォリオ変革の推進における資金計画の考え方、持株会社として
のグループ間連携やガバナンスのあり方、専門人財の獲得・育成、新規事業への
取り組みを後押しする留意点などについて能動的かつ積極的な助言・監督を行い、
取締役会の実効性向上に貢献しております。また、報酬委員会委員長として役員報酬
制度における賞与と株式報酬の適正な報酬水準と運用ルールの見直しなどを推進
するとともに、指名委員会の委員としてサクセッション・プランに基づき、将来の経営
陣幹部候補者の状況を確認し、客観性・透明性・継続性を担保した役員決定プロセス
に貢献しております。このような実績と豊富な知見を踏まえ、当社グループの経営に
資する役割を期待し、社外取締役といたしました。なお、同氏と当社の間に特別な
利害関係はありません。

内田　章

同氏は、総合商社において長年にわたり国際的な事業経営やリスクマネジメン
トに携わり、またＣＦＯとしての財務・会計に関する幅広い経験と複数企業の社外
取締役、監査役として豊富な経験を有しており、事業ポートフォリオ変革の推進に
向けた保有事業・資産の考え方、戦略とコアコンピタンスやリソースの整合、新規
事業への取り組みにおけるリスク認識などについて能動的かつ積極的な助言・監
督を行うことで、取締役会の実効性向上に貢献しております。また、監査委員会の
委員として、指名委員会等設置会社における取締役・執行役の職務執行監査を行
うとともに、取締役会に付議された案件や監査委員会として注視が必要と判断し
た案件等について適法性・妥当性等の視点で意見交換、協議を行い、監査機能の
強化に貢献しております。同時に、グループ全体のガバナンスの向上にも取り組んで
おります。このような実績と高い知見を踏まえ、当社グループの経営に資する役割
を期待し、社外取締役といたしました。なお、同氏と当社の間に特別な利害関係は
ありません。

関　忠行

同氏は、長年にわたる証券会社のアナリストや投資銀行業務の経験から、財務・会
計の幅広い知識を有しており、総合電機メーカーにおける複数の事業会社の経営者
として、強いリーダーシップを発揮し、事業再生・構造改革などを実現するほか、ＣＳＯ
として各種Ｍ＆Ａ施策の構築・執行、全社戦略立案・遂行や純粋持株会社への移行を
リードし、グループガバナンスの強化にも貢献するなど多様な経験と高度な知見を有
しております。また、新規事業担当役員としてデジタル基軸の新規事業創造に関する
知見、既存事業をデジタルで発展させる取り組みを通じ、最新のデジタルトレンドを
顧客視点で俯瞰できる知見を有しております。このような実績と豊富な経験、高い知
見を踏まえ、当社グループの適切な経営の監督に反映していただけることを期待し、
社外取締役といたしました。なお、同氏と当社の間に特別な利害関係はありません。

片山　栄一

同氏は、プライスウォーターハウスクーパースにおいて、長年にわたり、会計監査、
経営コンサルティング及び監査法人等の内部監査に携わり、また、慶應義塾大学大
学院において内部監査論の特別招聘教授を務めるなど企業監査に関する豊富な経
験と高度な専門知見を有しております。また、ヤマハ株式会社の指名委員会等設置
会社への機関設計変更にあたり、監査委員長を務めるなど、コーポレートガバナンス
や経営監査における高度な専門知識を有しており、中長期の財務計画と中長期戦略
の整合性、新規事業への取り組み、人財育成の考え方、国際ビジネス戦略の策定に
おける留意点などについて能動的かつ積極的な助言・監督を行うことで、取締役会
の実効性向上に貢献しております。また、監査委員会の委員長として、指名委員会等
設置会社における取締役・執行役の職務執行監査を行うとともに、取締役会に付議
された案件や監査委員会として注視が必要と判断した案件等について、適法性・
妥当性等の視点で意見交換、協議を推進することが期待されており、これらの役割
を果たすことにより、監査機能の強化に尽力しております。同時に、グループ全体の
ガバナンスの向上にも取り組んでいます。このような実績と豊富な経験、高い知見を
踏まえ、当社グループの経営に資する役割を期待し、社外取締役といたしました。
なお、同氏と当社の間に特別な利害関係はありません。

箱田　順哉

同氏は、主に企業法務を専門とする弁護士として、高度かつ専門的な知識により
数多くの案件を取り扱ったキャリアに加え、他の会社の社外取締役・監査役としての
豊富な経験を有しており、企業価値創造や利益目標達成に向けた道筋の明確化、サ
ステナビリティ経営に繋がる脱炭素やダイバーシティ＆インクルージョンの具体策、
顧客データの戦略的活用、政策保有株式の縮減に関する法的見解などについて能
動的かつ積極的な助言・監督を行うことで、取締役会の実効性向上に貢献しており
ます。また、監査委員会の委員として、指名委員会等設置会社における取締役・執行
役の職務執行監査を行うとともに、取締役会に付議された案件や監査委員会として
注視が必要と判断した案件等について適法性・妥当性の視点で意見交換・協議を行
い、監査機能の強化に貢献しております。同時に、グループ全体のガバナンスの向上
にも取り組んでおります。このような実績と豊富な知見を踏まえ、当社グループの経
営に資する役割を期待し、社外取締役といたしました。なお、同氏と当社の間に特別
な利害関係はありません。

佐藤 りえ子

同氏は、長年にわたり外資系企業の役員を務め、米国企業の本社マーケティング
トップとして企業経営に携わるなど、グローバル経営及びマーケティング分野におけ
る豊富な経験に基づく知見、複数の上場企業の社外取締役としての幅広い知見を有
しており、骨太の戦略論議に基づく中長期戦略の策定のあり方、ターゲットやニーズ
の明確化などマーケティング思考の重要性、新たなデベロッパー事業会社のあるべ
き姿などについて能動的かつ積極的な助言・監督を行い、取締役会の実効性向上に
貢献しております。また、指名委員会委員としてサクセッション・プランに基づき、将来
の経営陣幹部候補者の状況を確認し、客観性・透明性・継続性を担保した役員決定
プロセスに貢献し、報酬委員会委員として役員報酬制度における賞与と株式報酬の
適正な報酬水準と運用ルール見直しなどに貢献しております。このような実績と豊富
な経験、高い知見を踏まえ、当社グループの経営に資する役割を期待し、社外取締役
といたしました。なお、同氏と当社の間に特別な利害関係はありません。

小出　寛子
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At a Glance 

百貨店事業
全国主要都市に大丸、松坂屋屋号の百貨店を15店舗展開。
ラグジュアリーモールのGINZA SIXを展開。

決済・金融事業
大丸松坂屋カード、大丸松坂屋お得意様ゴールドカードなどを
発行。近年は保険など金融商品の取り扱いも。

SC事業
全国主要都市にショッピングセンターPARCOを17店舗展開。
映画や演劇などをプロデュースするエンタテインメント事業
も営む。

その他
卸売事業の大丸興業やグループのシェアードサービス会社
群で構成。

デベロッパー事業
不動産賃貸物件の開発および建築内装事業を営む。
名古屋･栄地区や大阪･心斎橋地区で大型開発案件が進行中。
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報告セグメントの変更について
当社は2021年3月から報告セグメントを一部変更しています。上記グラフでは2020年度はDMSA合併を含めた遡及修正を行っています。

※ 2021年2月までの「上野フロンティアタワー（賃貸）」には、PARCO_ya上野に対する㈱パルコからの不動産賃貸収入を含みます。  
※  は従来までのパルコ事業の範囲を示しています。

百貨店事業

～2020年8月 ～2021年2月 2021年3月～

不動産事業
（大丸松坂屋保有）

GINZA SIX 百貨店 周辺店舗
上野フロンティアタワー（賃貸）※
その他（BINO等）
心斎橋店 北館

クレジット金融事業 クレジット金融事業
決済・金融事業

パルコ事業
PARCO各店
ゼロゲート
その他パルコ子会社

その他
Ｊ．フロント建装
大丸興業
ディンプル等

その他
Ｊ．フロント建装
大丸興業
ディンプル等

百貨店事業

パルコ事業

PARCO各店
心斎橋PARCO（11月20日開業）
ゼロゲート
その他パルコ子会社

百貨店事業 GINZA SIX 百貨店 周辺店舗

Ｊ．フロント建装
その他（BINO等）

デベロッパー
事業

現 J.フロント都市開発
（ゼロゲート含む）
パルコスペースシステムズ
パルコデジタルマーケティング
ジャパン・リテール・アドバイザーズ

上野フロンティアタワー

SC事業 PARCO各店
PARCO SINGAPORE

その他
大丸興業
ディンプル等

不動産事業
（大丸松坂屋保有）

不動産事業
（パルコ保有）

GINZA SIX 百貨店 周辺店舗

上野フロンティアタワー（賃貸）※
その他（BINO等）

百貨店事業 SC事業

決済･金融事業 その他

2020

△6,968

2021 2022

2,055

6,666

3,733

2023
見通し

2020 2020

421

1,724

2021 2022 2021 2022

1,970

3,485

1,199

3,520

1,300

899

2023
見通し

2023
見通し

（百万円）

（百万円） （百万円）

2020

△20,785 △4,594

2021 2022

21,500

7,529

2023
見通し

（百万円）

（年度）

連結合計

2020

△24,265

2021 2022

9,380

19,059

38,500

2023
見通し

（百万円）

（年度）

（年度）

（年度） （年度）

デベロッパー事業

2020

1,981

2021 2022

4,711
3,695

6,610

2023
見通し

（百万円）

（年度）

セグメント別営業利益推移と見通し

売上収益

従業員数

営業利益

百貨店事業

59.9%

百貨店事業

39.5%

百貨店事業

4,274名

SC事業

14.8%

SC事業

19.6%

SC事業

606名

デベロッパー
事業

11.8% 

デベロッパー
事業

19.4% 

デベロッパー
事業

1,225名

その他

11.5%
決済・金融事業

18.3%

決済・金融事業

241名

その他

745名

決済・金融事業

2.1%

その他※ 3.2%

HD 167名

2022年度
売上収益

  3,596億円
総額売上高 
9,987億円（ （

2022年度
営業利益

  190億円

2022年度
  従業員数※

  7,258名

※2023年2月末現在の社員、専任社員、有期雇用者の合計

※「その他」の営業利益には調整額を含む。
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財務・非財務ハイライト

-10

-4

2

10
（%）

（年度）

-2

-6
-8

0

8
6
4

2018 2019 2020 2021 2022

6.8
5.4
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ROE 大丸松坂屋百貨店既存店売上（対前年増減率）

EPS 女性管理職比率（連結）

有利子負債とD/Eレシオ 政策保有株式 期末銘柄数

※2017年度から国際会計基準（IFRS）を適用しています。
※2019年度からIFRS16号を適用しています。これに伴い、オペレーティング・リース契約が新たに使用権資産・リース負債として計上されることになるため、設備投資額や減価償却費、 

有利子負債などに大きな変動が生じています。

※山科店は2019年3月31日に営業終了
※下関店は2020年3月から直営店化（（株）下関大丸を（株）大丸松坂屋百貨店に吸収合併）
※豊田店は2021年9月30日に営業終了

連結事業利益/IFRS営業利益 大丸松坂屋百貨店免税売上高と構成比

設備投資額・減価償却費（原価参入分を含む） 【Scope1・2】温室効果ガス排出量（連結）

連結従業員数 取締役数と社外取締役数、社外取締役比率
 有利子負債　  D/Eレシオ

 事業利益※　  IFRS営業利益

 設備投資額　  減価償却費（原価算入分を含む）

 大丸松坂屋百貨店免税売上高　  構成比

※2017年度から連結数値を集計・開示しています。
　LRQAリミテッドによる独立保証声明書を取得しています。

 取締役数　  うち社外取締役数　  社外取締役比率
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
連結P/L

総額売上高 1,146,319 1,149,529 1,163,564 1,108,512 1,134,342 1,138,981 1,125,153 1,133,654 766,297 865,919 998,755
売上収益 — — — — 452,505 469,915 459,840 480,621 319,079 331,484 359,679
売上総利益 244,130 243,663 245,532 234,785 212,567 212,935 212,396 206,953 134,368 147,842 169,536
販売費及び一般管理費 202,313 201,572 197,494 190,205 167,668 166,688 166,882 161,590 132,001 136,123 144,682
事業利益 — — — — 44,898 46,842 45,514 45,363 2,366 11,718 24,854
営業利益 41,816 42,091 48,038 44,580 41,727 49,546 40,891 40,286 △24,265 9,380 19,059
当期純利益／親会社所有者に帰属する連結当期利益 31,568 19,918 26,313 26,950 27,052 28,486 27,358 21,251 △26,193 4,321 14,237

（セグメント別事業利益）
百貨店事業 — — — — 24,592 26,453 25,154 26,461 △4,899 1,798 12,834
SC事業 — — — — — — — — — 3,844 5,382
パルコ事業 — — — — 12,520 10,284 8,723 8,582 2,062 — —
デベロッパー事業 — — — — — — — — — 3,134 2,947
不動産事業 — — — — — 3,251 5,062 4,364 2,637 — —
決済・金融事業 — — — — 2,844 2,803 2,338 1,901 396 1,906 3,486
その他の事業 — — — — 4,410 4,490 3,605 4,926 3,204 1,252 924
調整額 — — — — 211 △440 629 △873 △1,035 △217 △722

（セグメント別営業利益）※2016年以前はJGAAPの営業利益を表記
百貨店事業 22,980 23,115 28,786 24,592 — 26,659 24,194 17,625 △22,199 △4,594 7,529
SC事業 — — — — — — — — — 2,055 3,733
パルコ事業 12,017 12,255 12,582 12,520 — 11,752 5,445 10,823 △6,895 — —
デベロッパー事業 — — — — — — — — — 4,711 3,695
不動産事業 — — — — — 4,131 4,664 6,725 1,986 — —
決済・金融事業 3,186 3,424 2,703 2,844 — 2,742 2,360 1,908 421 1,970 3,485
その他の事業 4,088 3,485 4,122 4,410 — 4,744 3,507 4,700 2,852 1,199 899
調整額 △455 △190 △156 211 — △483 717 △1,496 △430 4,039 △283

（SG&A）
人件費 72,114 71,059 69,470 67,879 — 62,989 62,692 56,880 48,627 49,944 47,284
広告宣伝費 31,744 30,319 27,733 26,544 — 10,534 10,364 11,729 7,996 9,189 10,489
包装配達費 6,782 7,631 7,053 6,456 — 4,992 3,837 3,664 2,985 2,849 2,872
賃借料 27,713 28,366 28,682 28,637 — 24,372 23,418 2,389 2,105 997 542
減価償却費 15,994 16,023 16,194 14,843 — 10,944 11,580 30,601 25,135 25,971 26,915
作業費 17,317 16,567 16,338 15,621 — 8,148 8,296 9,296 6,117 6,677 9,581
その他 30,647 31,604 32,020 30,222 — 44,705 46,692 47,029 39,033 40,494 46,996

（設備投資・減価償却費）
設備投資額 52,758 24,277 37,110 44,999 — 27,021 39,873 37,912 22,922 12,616 15,014
使用権資産 — — — — — — — 10,723 7,073 8,467 8,400
総投資額 — — — — — — — 48,636 29,996 21,083 23,415
減価償却費（原価算入分を含む） 17,698 17,963 18,345 17,189 — 18,683 19,907 50,953 50,361 49,629 49,107

連結B/S
総資産 998,730 1,018,700 1,019,146 1,050,109 1,005,069 1,022,348 1,029,573 1,240,308 1,263,722 1,192,907 1,120,953
自己資本／親会社の所有者に帰属する持分 370,173 376,091 383,699 406,336 368,571 395,519 412,700 387,188 352,171 350,368 359,385
有利子負債 187,950 168,458 180,922 187,799 205,952 184,202 174,378 478,773 562,815 502,109 413,949

連結CF
営業活動によるキャッシュフロー 37,532 44,650 36,799 36,239 33,764 57,079 34,870 73,358 56,471 49,866 65,480
投資活動によるキャッシュフロー △8,858 △16,272 △39,741 △30,353 △27,952 △19,030 △26,836 △49,559 △20,870 △5,289 △13,371
財務活動によるキャッシュフロー △32,027 △27,587 △1,041 △2,189 △2,097 △31,048 △21,274 △14,829 58,727 △80,392 △105,694

１株当たり情報
基本的1株当たり当期利益（円） 59.77 75.47 100.42 103.04 103.43 108.92 104.55 81.19 △100.03 16.50 54.32
1株当たり親会社所有者帰属持分（円） 701.26 1,425.05 1,467.05 1,553.60 1,409.20 1,511.91 1,576.68 1,479.07 1,344.91 1,337.29 1,370.43
一株当たり配当金（円） 11.00 25.00 27.00 28.00 28.00 35.00 35.00 36.00 27.00 29.00 31.00
配当性向（％） 18.4 33.1 26.9 27.2 27.1 32.1 33.5 44.3 — 175.7 57.1

財務指標(単位：％）
親会社所有者帰属持分当期利益率 (ROE) 8.9 5.3 6.9 6.8 7.6 7.5 6.8 5.4 △7.1 1.2 4.0
資産合計利益率 (ROA) 4.2 4.2 4.7 4.3 4.2 4.9 4.0 3.2 △1.9 0.8 1.6
投下資本利益率 (ROIC) — — — — — — — — — — —
投下資本利益率 (ROI) 7.3 7.3 8.6 7.7 7.6 8.4 7.2 4.5 △3.2 1.2 2.7
有利子負債親会社所有者持分倍率（倍） 0.51 0.45 0.47 0.46 0.56 0.47 0.42 1.24 1.60 1.43 1.15

事業会社関連非財務情報
大丸松坂屋百貨店売場面積（㎡） 543,785 529,460 498,460 498,460 — 495,331 495,331 489,023 512,935 494,715 494,715
パルコ営業面積（㎡） 442,600 451,000 456,000 409,000 — 389,000 401,000 435,800 461,000 462,000 462,000
大丸松坂屋百貨店入店客数（千人） 237,647 220,411 207,512 197,250 — 200,966 202,066 194,879 101,336 119,883 149,974
大丸松坂屋百貨店客単価（円） 4,107 4,215 4,414 4,420 — 4,676 4,841 4,979 4,737 5,003 5,560
自社カード発行枚数(大丸松坂屋百貨店）（千枚） 4,659 4,595 4,217 4,062 — 4,029 3,939 4,017 3,629 3,753 4,281
自社カード会員数（パルコ）（千人） 1,643 1,754 1,885 1,990 — 2,031 2,018 1,939 1,771 1,612 1,474

1. 2015年度からたな卸資産の評価方法を個別法に変更しています。
2. 2017年度から国際会計基準（IFRS）を適用しています。2016年度以前は日本基準（JGAAP）による数値を表記しています。

3. �総額売上高は、IFRS売上収益のうち「百貨店事業」と「その他（大丸興業）」の消化仕入取引を総額に、「SC事業（パルコSC）」の純額取引をテナント取扱高（総額ベース）に置き換えて算出しています。 
なお、2022年度から「その他（大丸興業）」は総額に置き換えずに表記しています。

4. 事業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しており、概ね日本基準（JGAAP）の「営業利益」に相当します。

日本基準 IFRS
単位：百万円（別途記載のものを除く）
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範囲 単位 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
社会

従業員数 連結 人 11,561 11,149 11,023 10,732  10,429  10,276  9,844  9,635  8,148  7,258 
　社員 連結 人 7,302 7,190 7,038 6,871  6,723  6,695  6,579  6,528  5,589  5,115 
　専任社員 連結 人 — — — —  1,573  1,697  1,739  1,688  1,444  1,195 
　有期社員 連結 人 4,259 3,959 3,985 3,861  2,133  1,884  1,526  1,419  1,115  948 
女性社員比率 連結 ％ — — — — 57.2 56.8 57.0 56.3 55.6 52.9
女性管理職比率＊※１ 連結 ％ — — 10.4 12.2 14.3 14.7 16.6 19.9 21.3 22.2
新卒採用者数 連結 人 — — 69 58 79 94 76 94 68 107
　男 連結 人 — — 32 24 36 44 38 41 33 38
　女 連結 人 — — 37 34 43 50 38 53 35 69
新卒採用女性比率 連結 ％ — — 53.6 58.6 54.4 53.2 50.0 56.4 51.5 64.5
障がい者雇用率＊※２ 連結 ％ — — — — — 2.21 2.21 2.21 2.66 2.93
外国人従業員数 連結 人 — — — — — 15 14 40 42 50
外国人従業員比率 連結 ％ — — — — — 0.1 0.1 0.4 0.5 0.7
社員離職率※3 連結 ％ — — — — 3.6 3.3 3.9 1.9 10.5 5.3
非自発的離職率 連結 ％ — — 0 0 0 0 0 0 0 0
育児休職取得者数＊ 連結※４ 人 — — — — 175 203 161 139 88 75
女性育児休職取得後復帰率＊ 連結※5 ％ — — — — 93.0 97.4 89.5 94.4 95.3 93.4
男性育児休職取得率＊ 連結 ％ — — — — — — — 18.8 43.6 68.0
育児短縮勤務取得人数 大丸松坂屋百貨店 人 — — 148 135 137 166 157 209 304 298
育児休職取得後復帰率 大丸松坂屋百貨店 ％ — — 90.6 89.3 93.0 97.4 89.5 94.4 93.0 93.0
介護休職取得人数 大丸松坂屋百貨店 人 — — 4 2 2 10 3 2 5 8
介護休暇取得人数 大丸松坂屋百貨店 人 — — 16 20 31 42 30 30 4 40
介護短時間勤務者人数 大丸松坂屋百貨店 人 — — 0 1 0 1 0 0 1 4
地域別最低賃金の従業員の割合※6 大丸松坂屋百貨店 ％ — — 0 0 0 0 0 0 0 0
健康診断受診率 大丸松坂屋百貨店 ％ — — 99.5 99.7 99.7 99.9 99.6 100.0 99.8 100.0
ストレスチェック回答率 大丸松坂屋百貨店 ％ — — 85.3 94.0 95.9 96.4 96.5 97.4 97.1 96.3
労働災害発生件数（業務災害） 連結※7 件 — — 36 31 40 38 68 81 51 40
労働災害発生件数（通勤災害） 連結※7 件 — — 16 25 26 17 23 38 31 31
休業災害率（従業員）※8 連結 ％ — — — — — — — 1.85 0.88
業務上死亡者数（従業員）＊ 連結 人 — — — — — — — — 0 0
ハラスメント相談件数 連結 件 — — 14 16 14 22 50 40 37 47
JFRグループコンプライアンス・ホットライン利用件数 連結 件 — — 24 22 28 24 36 24 46 49
情報セキュリティ データ侵害の件数※9 連結 件 — — 0 0 0 0 0 0 0 1
コミュニティ寄付金額 連結 百万円 — — — — — — — — 75 87
政治献金費用 連結 百万円 — — — — 2.2 0.2 0.3 0.07 0.04 0.17
腐敗に関する罰金 連結 百万円 — — — — 0 0 0 0 0 0
腐敗防止違反による懲罰・解雇 連結 人 — — — — 0 0 0 0 0 0

環境
エネルギー＊ 都市ガス 使用量 連結 MWh — — —  —  70,353  67,118  64,095  58,064  64,632 63,516

重油 使用量 連結 MWh — — —  —  70  70  70  65  49 65
ガソリン 使用量 連結 MWh — — —  —  6,805  6,295  5,368  2,929  3,011 2,126
天然ガス 使用量 連結 MWh — — —  —  13  14  11  1 0 0
軽油 使用量 連結 MWh — — —  —  —  —  88  88  105 101
電力 使用量 連結 MWh — — —  —  333,514  328,900  327,851  288,691  305,752 305,287
蒸気・冷水・温水 使用量 連結 MWh — — —  —  64,758  65,969  68,730  54,133  54,500 59,344
合計 使用量 連結 MWh — — —  —  475,513  468,366  466,214  403,973  428,049 430,439

再生可能エネルギー＊ 使用量 連結 MWh — — — —  —  —  13,046  29,647  62,156 102,676
電力使用量に占める再エネ比率 連結 ％ — — —  —  —  — 4.0  10.3 20.3 33.6

Scope1温室効果ガス（GHG)＊ 二酸化炭素（CO2） 排出量 連結 t-CO2 — — —  —  14,548  13,824  13,074  11,170  12,368 11,958
代替フロン（HFC） 排出量 連結 t-CO2 — — —  —  1,504  2,137  2,140  813  1,636 1,756

Scope2温室効果ガス（GHG)＊ 二酸化炭素（CO2） 排出量 連結 t-CO2 — — —  —  178,102  166,605  147,294  120,123  108,808 96,071
Scope1・2温室効果ガス（GHG)＊ 排出量 連結 t-CO2 — — —  —  194,154  182,566  162,508  132,106  122,812 109,785

SBT基準年2017年度比 連結 ％ — — —  —  —  △6.0  △16.3  △32.0  △36.7 △43.5
Scope3温室効果ガス（GHG）＊ 排出量 連結 t-CO2 — — —  —  2,927,320  3,123,238  3,782,555  2,470,411  2,420,492 2,761,669

SBT基準年2017年度比 連結 ％ — — —  —  —  —  —  — △17.3 △5.7
Scope1・2温室効果ガス排出量原単位 連結売上高当たり 連結 t-CO2/百万円 — — — — 0.17 0.16 0.14 0.17 0.14 0.11
水＊ 水道水 使用量 連結※11 ㎥ — — —  —  —  1,317,230  1,260,594  1,407,531  1,719,788 1,796,295

地下水 使用量 連結※11 ㎥ — — —  —  —  480,731  452,702  459,054  570,760 613,303
中水 使用量 連結※11 ㎥ — — —  —  —  136,804  125,989  198,882  158,848 151,017
合計 使用量 連結※11 ㎥ — — —  —  —  1,934,765  1,839,285  2,065,467  2,449,396 2,560,615

排水量※10 連結※11 ㎥ — — —  —  —  1,934,765  1,839,285  2,065,467  2,449,396 2,560,615
廃棄物（食品廃棄物を含む）＊※12 発生量 連結※11  t — — —  19,885  18,532  17,202  17,597  21,694  26,637 29,855

リサイクル量 連結※11  t — — —  11,644  10,863  9,938  10,453  12,479  12,845 15,421
最終処分量 連結※11  t — — —  8,241  7,669  7,264  7,144  9,216  13,792 14,434
リサイクル率 連結※11 ％ — — — 58.6 58.6 57.8 59.4 57.5  48.2 51.7

食品廃棄物＊※13 発生量 連結※5  t — — —  4,540  4,497  4,312  4,379  2,886 4,394 4,753
リサイクル量 連結※5  t — — —  2,716  2,416  2,477  2,610  1,857 3,027 3,598
最終処分量 連結※5  t — — —  1,824  2,081  1,835  1,769  1,029 1,367 1,155
リサイクル率 連結※5 ％ — — — 59.8 53.7 57.4 59.6 64.3 68.9 75.7

特定有害廃棄物※14 排出量 連結  t — — —  —  —  —  —  —  6 0.2
包装資材使用量※15 使用量 大丸松坂屋百貨店  t — — —  2,409  2,370  2,236  2,030  1,075 1,129 1,200

＊ LRQAリミテッドによる第三者保証取得（水と廃棄物は2020年度から、社会データおよびエネルギー、再生可能エネルギー、食品廃棄物は2021年度から取得）
※1 課長相当職以上
※2 各年6月時点、関係会社の特例範囲
※3 年度内の退職社員数／期初社員数（退職事由が定年・転籍・役員就任の者は退職社員数から除く）
※4 2020年度までは大丸松坂屋百貨店（出産年度以降も継続して育児休職を取得している人数）、2021年度以降は連結（出産年度に育児休職を取得した人数）
※5 2020年度までは大丸松坂屋百貨店
※6 地域給与テーブルを採用しているグレード1･2の専任社員
※7 2018年度までは大丸松坂屋百貨店
※8 休業災害率（度数率）：総実労働100万時間あたりの労働災害による死傷者数から算出された災害発生の頻度

※9	 機密情報の漏洩と個人情報の漏洩
※10	水排出量は、水使用量と同量
※11	2019年度までは大丸松坂屋百貨店
※12	廃棄物：一般廃棄物、産業廃棄物、食品廃棄物
※13	食品廃棄物の算定方法を見直し、2021年度データを修正
※14	①廃ＰＣＢ等 ②ＰＣＢ汚染物 ③ＰＣＢ処理物 ④廃水銀等 ⑤廃水銀等処理物⑥指定下水汚泥 ⑦廃石綿 ⑧基準値を超える燃え殻、汚泥、鉱さい、ばいじん、廃酸、廃アルカリ 等
※15	包装紙、ショッピングバッグ、紙製袋、食品ポリ袋などの重量
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増）となりました。

〈デベロッパー事業〉
グループ保有不動産の最大活用と不動産ポートフォリオの変

革に向けた重点戦略を推進しました。主に、保有不動産を活用し
た非商業施設の開発としてレジデンス事業に参入したほか、当
社が基盤を有する重点エリアにおいて大型複合施設の開発を
計画、推進しました。具体的には、2026年の竣工・開業を目指す
名古屋栄地区「（仮称）錦三丁目25番街区計画」、大阪心斎橋地
区「（仮称）心斎橋プロジェクト」に加え、新たに、福岡天神地区に
おいて魅力的で質の高い街づくりへの貢献を目指し、地域や他
社との連携による再開発の検討を進めました。

また、さらなる事業成長をはかるため、持株会社直下に「J.フロ
ント都市開発株式会社」を設置し、現在、株式会社パルコが運営
するデベロッパー事業を同社に承継することを決定しました。本
事業再編を通じて、グループ全体最適の視点から迅速な意思決
定を行う体制を構築するとともに、専門人財の育成・確保、事業
に適した経営管理やリスクマネジメントによるガバナンスの強化
を一層進めていきます。

以上のような諸施策に取り組んだ結果、売上収益は既存物件
の営業終了による影響があったものの、グループ内外の内装・設
備工事や施設管理業務等の増加により、546億70百万円（対前
年8.0％増）となりました。営業利益は前期の固定資産売却益の
反動等により、36億95百万円（対前年△21.6％減）となりました。

〈決済・金融事業〉
決済事業において、百貨店事業および外部加盟店での取扱高

の回復に加え、独自のポイントプログラム（QIRAポイント）の認知
度向上に向け、会員向けの独自イベントの実施など特別体験の
提供に取り組みました。また、グループ商業施設での決済環境の
整備など加盟店事業の強化をはかりました。

金融事業では、保険代理店事業の強化に加え、他社連携によ
る投信積立サービスなど金融サービスの拡充に取り組みました。

以上のような諸施策に取り組んだ結果、売上収益は128億89
百万円（対前年16.8％増）、営業利益は34億85百万円（対前年
76.9％増）となりました。

〈その他〉
卸売業の大丸興業株式会社は、主に自動車部品部門の受注

回復などにより増収増益となったものの、前期末において人材
派遣事業を連結範囲から除外した影響等により、売上収益は
559億22百万円（対前年△9.4％減）、営業利益は8億99百万円

（対前年△25.0％減）となりました。

財政状態
2022年度末の資産合計は1兆1,209億53百万円となり、前連

結会計年度末に比べ719億54百万円減少しました。一方、負債合
計は7,495億42百万円となり、前連結会計年度末に比べ812億
45百万円減少しました。なお、有利子負債残高（含むリース負債）
は感染症拡大の影響に備え確保していた手許現預金の適正化
を実施し、返済を進めたことなどから、4,139億49百万円となり、
前連結会計年度末に比べ881億60百万円減少しました。

資本合計は、3,714億10百万円となり、前連結会計年度末に比
べ92億90百万円増加しました。

これらの結果、資産合計営業利益率（ROA）は、1.6％、親会社
所有者帰属持分当期利益率（ROE）は、4.0％、親会社所有者帰
属持分比率は、32.1％となりました。

キャッシュ・フロー
2022年度末における「現金および現金同等物」の残高は、前連結

会計年度末に比べ534億4百万円減の398億74百万円となりました。
2022年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は

次のとおりです。
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は654億80百万円の収入とな

りました。前連結会計年度との比較では、税引前利益が増益になっ
たことなどにより156億14百万円の収入増となりました。
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は133億71百万円の支出とな

りました。前連結会計年度との比較では、有形固定資産の取得によ
る支出が増加したことに加え、投資不動産や子会社株式の売却によ
る収入の反動などにより80億82百万円の支出増となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は1,056億94百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、社債の償還など
有利子負債の返済を進めたことにより253億2百万円の支出増
となりました。

利益処分に関する基本方針および配当
当社は、健全な財務体質の維持・向上をはかりつつ、利益水

準、今後の設備投資、フリーキャッシュ・フローの動向等を勘案
し、安定的な配当を心がけ連結配当性向30％以上を目処に適切
な利益還元を行うことを基本方針としています。また、資本効率
の向上および機動的な資本政策の遂行などを目的として自己株
式の取得も適宜検討します。

内部留保については、営業力を強化するための店舗改装投資
や事業拡大投資、財務体質の強化などに活用し、企業価値の向
上をはかっていく所存です。

2022年度の配当は、中間配当15円に期末配当16円を加えた
年間31円を実施しました。

営業概況
2022年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染症（以下、コ

ロナ感染症）による影響が徐々に緩和され、内需を中心に緩やか
に持ち直しの動きが見られた一方で、ウクライナ情勢など地政学
リスクの顕在化、急激な為替変動や物価上昇など不安定な状況
が続きました。

企業業績は、社会・経済活動が正常化に向かう中で、コロナ禍
からの需要回復に伴い、サービス業などの収益に改善の動きが
見られたものの、海外景気の減速や資源価格の高騰、資材供給
不足による生産活動の停滞など一進一退の状況となりました。

個人消費は、行動制限等の緩和に伴い、主に年度中盤以降に
おいて、対面型サービス消費や観光需要が回復するなどコロナ
感染症による影響が縮小に向かう一方で、物価上昇等により節
約意識が高まるなど、先行き不透明感が強まりました。

当社は、コロナ禍による未曾有の経営環境に直面する中、
2021年度より、サステナビリティ経営を基軸とする中期経営計画

（2021-2023年度）をスタートさせました。本計画では、コロナ危
機からの「完全復活」を果たし、2024年度以降の「再成長」に着
手する期間と位置づけています。

中期経営計画の2年目となる2022年度は、昨年度までのコロナ
感染症の拡大や行動制限等による影響が縮小に向かう中、完全
復活への足取りを確かなものとし、2024年度以降の再成長に
つなげるため、“攻めの経営”に転じる年度と位置づけ、本計画で
掲げる重点戦略・施策を推進しました。

この結果、2022年度の連結業績について、売上収益は3,596
億79百万円（対前年8.5％増）となりました。

また、年度を通じた売上収益の改善に加え、固定費削減の
効果や経費節減により、事業利益は248億54百万円（対前年
112.1％増）となりました。営業利益は百貨店・パルコ店舗の減
損損失や松本PARCOの営業終了決定に伴う事業整理損を計上
したものの、190億59百万円（対前年103.2％増）、税引前利益は
168億73百万円（対前年172.6％増）、親会社の所有者に帰属す
る当期利益は142億37百万円（対前年229.4％増）と大幅増益と
なりました。

セグメント業績
〈百貨店事業〉
感染症拡大や行動制限等による影響が縮小に向かう中、主に

年度中盤以降において、これまで控えられていた消費行動が
回復に向かい、また訪日外国人観光客が増加する中、この間推進

してきた戦略投資の効果創出により、入店客数、売上高は着実に
改善しました。

重点戦略への取り組みでは、主に、基幹店を中心にラグジュア
リーや時計、アートなど重点カテゴリーの拡充に加え、大丸梅田
店での大型キャラクター集積ゾーンの構築など各店の店舗特性
を活かした魅力的な売場、店づくりを推進しました。

また、デジタル活用の取り組みでは、アプリを通じた顧客接点
のデジタル化の推進に加え、データ分析・活用を通じた潜在顧客
の発掘など顧客政策の進化をはかりました。加えて、リアル店舗
や販売サービス力など百貨店の強みを活かしたコスメのメディ
アコマース「DEPACO（デパコ）」を新たにスタートさせました。

富裕層マーケットへの対応を強化するため、重点カテゴリー
の拡充やお得意様ラウンジなど上質な店舗環境の構築、また店
頭・お得意様専用サイトでの希少性の高い商品やサービス提案
の充実をはかるとともに、顧客層の拡大などに取り組みました。

経営構造改革への取り組みでは、新たな店舗運営モデルを見
据えた組織・要員構造改革の効果創出、業務委託領域の見直し
など経費構造の見直しに取り組みました。

以上のような諸施策に取り組んだ結果、売上収益は2,157億
54百万円（対前年13.1％増）の増収となりました。営業利益は店
舗の減損損失を計上したものの75億29百万円（前年は営業損
失45億94百万円）となり、黒字に転換しました。

〈ＳＣ事業〉
前期の店舗休業やエンタテインメント拠点での入場制限等の

反動、また年度中盤以降において個人消費が回復に向かう中、
基幹店を中心とした戦略改装やプロモーション強化などにより、
入店客数、テナント取扱高は着実に改善しました。

重点戦略への取り組みでは、時代変化やコロナ禍による生活
スタイルの変化を見据え、池袋PARCOではグランドフロア改装や
エリアとの親和性の高いコンテンツの拡充、名古屋PARCOでは
ジェンダーレス、エイジレスをテーマとした大規模改装を推進しま
した。また、各店において独自性の高いポップアップストアやキャ
ラクターとのコラボレーション企画、地元連携による共同企画を展
開しました。また、テナントとの協働によるアプリ会員の拡大、店舗・
オンラインストアの買い回りの向上などの基盤整備を進めました。 
なお、津田沼PARCOは本年2月末に営業を終了しました。

以上のような諸施策に取り組んだ結果、売上収益は543億61
百万円（対前年3.4％増）となりました。営業利益は松本PARCO
の営業終了（2025年2月末予定）決定に伴う事業整理損や店舗
の減損損失等を計上したものの、37億33百万円（対前年81.6％
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J.フロント リテイリング株式会社および連結子会社
2021年2月28日、2022年2月28日および2023年2月28日現在

J.フロント リテイリング株式会社および連結子会社
2022年2月28日および2023年2月28日に終了した連結会計年度

（単位：百万円） （単位：百万円）

2020年度 2021年度 2022年度
資産

流動資産
現金及び現金同等物 128,925 93,278 39,874
営業債権及びその他の債権 113,414 112,262 129,121
その他の金融資産 5,841 11,929 10,836
棚卸資産 20,684 12,459 16,932
その他の流動資産 4,739 4,954 5,094
流動資産合計 273,605 234,884 201,860

非流動資産
有形固定資産 493,644 480,380 469,401
使用権資産 157,819 140,470 119,501
のれん 523 523 995
投資不動産 188,879 189,688 187,247
無形資産 5,752 7,289 7,797
持分法で会計処理されている投資 37,815 38,761 41,402
その他の金融資産 86,870 79,977 79,711
繰延税金資産 6,751 8,209 3,137
その他の非流動資産 12,061 12,721 9,897
非流動資産合計 990,116 958,022 919,092

資産合計 1,263,722 1,192,907 1,120,953

負債及び資本
負債

流動負債
社債及び借入金 145,151 108,152 63,530
営業債務及びその他の債務 121,937 116,107 133,835
リース負債 29,799 28,554 28,411
その他の金融負債 30,211 29,915 29,975
未払法人所得税等 1,957 4,485 1,527
引当金 914 954 2,397
その他の流動負債 59,953 59,243 58,276
流動負債合計 389,926 347,413 317,953

非流動負債
社債及び借入金 214,779 209,562 185,593
リース負債 173,085 155,839 136,414
その他の金融負債 39,237 36,741 35,290
退職給付に係る負債 19,781 19,416 16,754
引当金 10,534 9,553 8,699
繰延税金負債 51,301 51,697 48,366
その他の非流動負債 731 563 469
非流動負債合計 509,451 483,373 431,589

負債合計 899,378 830,787 749,542
資本

資本金 31,974 31,974 31,974
資本剰余金 188,542 188,894 189,068
自己株式 △14,830 △14,780 △14,466
その他の資本の構成要素 9,578 9,574 10,654
利益剰余金 136,906 134,705 142,153
親会社の所有者に帰属する持分合計 352,171 350,368 359,385
非支配持分 12,171 11,751 12,025
資本合計 364,343 362,120 371,410

負債及び資本合計 1,263,722 1,192,907 1,120,953

連結損益計算書 2021年度 2022年度
売上収益 331,484 359,679
売上原価 △183,642 △190,142
売上総利益 147,842 169,536

　
販売費及び一般管理費 △136,123 △144,682
その他の営業収益 11,068 4,540
その他の営業費用 △13,406 △10,336
営業利益 9,380 19,059

　
金融収益 1,335 871
金融費用 △5,890 △5,218
持分法による投資損益 1,364 2,161
税引前利益 6,190 16,873

　
法人所得税費用 △2,225 △2,611
当期利益 3,964 14,262

　
当期利益の帰属

親会社の所有者 4,321 14,237
非支配持分 △356 25
当期利益 3,964 14,262

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益（円） 16.50 54.32
希薄化後１株当たり当期利益（円） 16.50 54.30

連結包括利益計算書 2021年度 2022年度
当期利益 3,964 14,262

　
その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 △52 823
確定給付制度の再測定 1,632 1,176
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 136 △7

純損益に振り替えられることのない項目合計 1,716 1,992
　

純損益に振り替えられる可能性のある項目
キャッシュ・フロー・ヘッジ △13 △1
在外営業活動体の換算差額 151 144
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 △0 4

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計 136 147
税引後その他の包括利益 1,853 2,140

当期包括利益 5,818 16,402
　

当期包括利益の帰属
親会社の所有者 6,173 16,384
非支配持分 △355 18
当期包括利益 5,818 16,402

連結財政状態計算書 連結損益計算書および連結包括利益計算書
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J.フロント リテイリング株式会社および連結子会社
2022年2月28日および2023年2月28日に終了した連結会計年度

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッジ

その他の包括
利益を通じて
公正価値で
測定する
金融資産

2021年３月１日時点の残高 31,974 188,542 △14,830 △89 11 9,656
当期利益 — — — — — —
その他の包括利益 — — — 150 △13 △53

当期包括利益合計 — — — 150 △13 △53
自己株式の取得 — — △32 — — —
自己株式の処分 — △0 0 — — —
配当金 — — — — — —
株式報酬取引 — 351 81 — — —
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 — — — — — △86

所有者との取引額合計 — 351 49 — — △86
2022年２月28日時点の残高 31,974 188,894 △14,780 60 △1 9,516

当期利益 — — — — — —
その他の包括利益 — — — 148 △1 822

当期包括利益合計 — — — 148 △1 822
自己株式の取得 — — △8 — — —
自己株式の処分 — △0 1 — — —
配当金 — — — — — —
子会社の支配獲得に伴う変動 — — — — — —
株式報酬取引 — 175 322 — — —
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 — — — — — 109

所有者との取引額合計 — 174 314 — — 109
2023年２月28日時点の残高 31,974 189,068 △14,466 209 △2 10,448

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 合計その他の資本の構成要素
利益剰余金 合計確定給付制度

の再測定 合計

2021年３月１日時点の残高 — 9,578 136,906 352,171 12,171 364,343
当期利益 — — 4,321 4,321 △356 3,964
その他の包括利益 1,769 1,852 — 1,852 1 1,853

当期包括利益合計 1,769 1,852 4,321 6,173 △355 5,818
自己株式の取得 — — — △32 — △32
自己株式の処分 — — — 0 — 0
配当金 — — △8,377 △8,377 △64 △8,442
株式報酬取引 — — — 433 — 433
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 △1,769 △1,855 1,855 — — —

所有者との取引額合計 △1,769 △1,855 △6,522 △7,976 △64 △8,041
2022年２月28日時点の残高 — 9,574 134,705 350,368 11,751 362,120

当期利益 — — 14,237 14,237 25 14,262
その他の包括利益 1,177 2,147 — 2,147 △6 2,140

当期包括利益合計 1,177 2,147 14,237 16,384 18 16,402
自己株式の取得 — — — △8 — △8
自己株式の処分 — — — 0 — 0
配当金 — — △7,857 △7,857 △64 △7,921
子会社の支配獲得に伴う変動 — — — — 319 319
株式報酬取引 — — — 497 — 497
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 △1,177 △1,067 1,067 — — —

所有者との取引額合計 △1,177 △1,067 △6,789 △7,368 255 △7,113
2023年２月28日時点の残高 — 10,654 142,153 359,385 12,025 371,410

J.フロント リテイリング株式会社および連結子会社
2022年2月28日および2023年2月28日に終了した連結会計年度

2021年度 2022年度
営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前利益 6,190 16,873

減価償却費及び償却費 49,629 49,107
減損損失 1,136 5,900
金融収益 △1,335 △871
金融費用 5,890 5,218
持分法による投資損益（△は益） △1,364 △2,161
固定資産売却損益（△は益） △2,666 △771
固定資産処分損 1,726 2,102
子会社株式売却益 △3,951 —
子会社株式売却損 1,818 —
棚卸資産の増減額（△は増加） 5,904 △2,185
営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △536 △16,898
営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） △4,159 17,599
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △365 △2,661
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △407 3,360
その他 228 1,944

小計 57,737 76,558
利息の受取額 130 123
配当金の受取額 208 170
利息の支払額 △5,808 △5,172
法人所得税の支払額 △4,548 △8,282
法人所得税の還付額 2,147 2,083
営業活動によるキャッシュ・フロー 49,866 65,480

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △5,820 △8,641
有形固定資産の売却による収入 492 190
投資不動産の取得による支出 △2,601 △3,043
投資不動産の売却による収入 2,887 1,599
投資有価証券の取得による支出 △2,760 △1,946
投資有価証券の売却による収入 2,503 2,072
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 — △207
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 3,479 —
その他 △3,469 △3,396
投資活動によるキャッシュ・フロー △5,289 △13,371

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） — △24,000
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △54,998 △15,002
長期借入れによる収入 — 5,500
長期借入金の返済による支出 △17,150 △15,150
社債の発行による収入 29,867 —
社債の償還による支出 — △20,000
リース負債の返済額 △29,674 △29,138
自己株式の取得による支出 △32 △9
配当金の支払額 △8,348 △7,832
非支配株主への配当金の支払額 △64 △64
その他 8 2
財務活動によるキャッシュ・フロー △80,392 △105,694

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35,815 △53,585
現金及び現金同等物の期首残高 128,925 93,278
現金及び現金同等物の為替変動による影響 168 181
現金及び現金同等物の期末残高 93,278 39,874

連結持分変動計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）
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JFRカード株式会社（決済・金融事業）
所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号 
所在地：〒103-0027 東京都中央区日本橋二丁目13番12号 日本生命日本橋ビル9階 
資本金：1億円   出資比率：100％ 
https://www.jfr-card.co.jp/

株式会社大丸松坂屋百貨店
所在地：〒135-0042 東京都江東区木場二丁目18番11号 
資本金：100億円   出資比率：100％ 
https://www.daimaru-matsuzakaya.com

J.フロント都市開発株式会社（デベロッパー事業）
所在地	：	〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス 
資本金	：1.1億円   出資比率：100％

株式会社パルコスペースシステムズ（総合空間事業）
所在地	：	〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス 
資本金	：	1億円    出資比率：100％

株式会社パルコデジタルマーケティング（インターネット関連事業）
所在地	：	〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス 
資本金	：	10百万円   出資比率：100％

株式会社J.フロント建装（建装工事請負業、家具製造・販売業）
所在地	：	〒104-0053	東京都中央区晴海一丁目8番8号 
			�   晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーW棟16階・17階
所在地	：	〒541-0052	大阪府大阪市中央区安土町一丁目8番15号 
			   野村不動産大阪ビル2階
資本金	：	1億円   出資比率：100％
https://www.jfdc.co.jp/

株式会社博多大丸
所在地：〒810-8717 福岡県福岡市中央区天神一丁目4番1号 
電話番号：（092）712-8181   資本金：30億37百万円   出資比率：69.9％ 
https://www.daimaru.co.jp/fukuoka/index.html　

大丸興業株式会社（卸売業）
所在地	：	�〒541-0051	�大阪府大阪市中央区備後町三丁目4番9号 

輸出繊維会館
資本金	：	18億円   出資比率：100％ 
https://www.daimarukogyo.co.jp/

大丸興業国際貿易（上海）有限公司（卸売業）
所在地	：	�6th Floor, Heng Seng Bank Tower, 1000 Lujiazui Ring Rd., 

Pudong New Area, Shanghai, China
資本金	：	2百万米ドル   出資比率：100％

大丸興業（タイランド）株式会社（卸売業）
所在地	：	�Unit 1902, 19th Floor, Sathorn Square Office Building,  

98 North Sathorn, Kwaeng Silom, Khet Bangrak, 
Bangkok 10500, Thailand

資本金	：	202百万タイバーツ   出資比率：100％

株式会社消費科学研究所（商品試験業・品質管理業）
所在地	：	�〒550-0002	�大阪府大阪市西区江戸堀二丁目1番1号 

江戸堀センタービル20階・21階
所在地	：	�〒110-0005	�東京都台東区上野三丁目18番6号 

松坂屋黒門別館2階
所在地	：	�〒460-0008	�愛知県名古屋市中区栄五丁目2番36号 

松坂屋パークプレイス10階
資本金	：	1億円   出資比率：100％
https://www.shoukaken.jp/

株式会社エンゼルパーク（駐車場業）
所在地	：	〒460-0008	�愛知県名古屋市中区栄三丁目16番10号先 

久屋大通公園下
資本金	：	4億円   出資比率：50.2％
http://www.angelpark.co.jp/

株式会社JFRサービス
（事務処理業務受託業・リース業・駐車場管理業）
所在地	：	〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
資本金	：	1億円   出資比率：100％

株式会社JFR情報センター（情報サービス業）
所在地	：	〒543-0062 大阪府大阪市天王寺区逢阪一丁目3番24号
資本金	：	10百万円   出資比率：100％
https://www.jfr-ic.jp/

株式会社大丸松坂屋友の会（前払式特定取引業）
所在地	：	〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
資本金	：	1億円   出資比率：100％
http://www.dmtomonokai.co.jp/株式会社高知大丸

所在地：〒780-8566 高知県高知市帯屋町一丁目6番1号 
電話番号：（088）822-5111   資本金：3億円   出資比率：100％ 
https://www.kochi-daimaru.co.jp/

大丸大阪･心斎橋店
所在地：〒542-8501 大阪府大阪市中央区心斎橋筋一丁目7番1号
電話番号：（06）6271-1231   開店（現在地）：1726年（享保11年）11月

大丸大阪･梅田店
所在地：〒530-8202 大阪府大阪市北区梅田三丁目1番1号
電話番号：（06）6343-1231   開店：1983年（昭和58年）4月

大丸東京店
所在地：〒100-6701 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号
電話番号：（03）3212-8011   開店：1954年（昭和29年）10月

大丸京都店
所在地：〒600-8511 京都府京都市下京区四条通高倉西入立売西町79番地
電話番号：（075）211-8111   開店（現在地）：1912年（大正元年）10月

大丸神戸店
所在地：〒650-0037 兵庫県神戸市中央区明石町40番地
電話番号：（078）331-8121   開店（現在地）：1927年（昭和2年）4月

大丸札幌店
所在地：〒060-0005 北海道札幌市中央区北五条西四丁目7番
電話番号：（011）828-1111   開店：2003年（平成15年）3月

松坂屋名古屋店
所在地：〒460-8430 愛知県名古屋市中区栄三丁目16番1号
電話番号：（052）251-1111   開店：1910年（明治43年）3月

松坂屋上野店
所在地：〒110-8503 東京都台東区上野三丁目29番5号
電話番号：（03）3832-1111   開店：1768年（明和5年）4月

大丸須磨店
所在地：〒654-0154 兵庫県神戸市須磨区中落合二丁目2番4号
電話番号：（078）791-3111   開店：1980年（昭和55年）3月

大丸芦屋店
所在地：〒659-0093 兵庫県芦屋市船戸町1番31号
電話番号：（0797）34-2111   開店：1980年（昭和55年）10月

大丸下関店
所在地：〒750-0025 山口県下関市竹崎町四丁目4番10号
電話番号：（083）232-1111
※（株）下関大丸は、2020年3月1日付で（株）大丸松坂屋百貨店へ吸収合併され、 

屋号を「大丸下関店」に変更いたしました。

松坂屋静岡店
所在地：〒420-8560 静岡県静岡市葵区御幸町10番地の2
電話番号：（054）254-1111   開店：1932年（昭和7年）11月

松坂屋高槻店
所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）682-1111   開店：1979年（昭和54年）11月

法人外商事業部
所在地：〒110-0005 東京都台東区上野三丁目18番6号
松坂屋上野店黒門別館6階
電話番号：（03）5846-1431

百貨店事業 決済・金融事業

その他

デベロッパー事業

SC事業

株式会社パルコ（ショッピングセンター事業）
所在地	：	〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
資本金	：	343億67百万円   出資比率：100％

PARCO（Singapore）Pte Ltd（ショッピングセンター事業）
所在地	：	�10 Anson Road #09-05/06  

International Plaza Singapore 079903
資本金	：	450万Sドル   出資比率：100％



高知大丸

大丸下関店

静岡PARCO

松本PARCO

松坂屋静岡店

松坂屋名古屋店

広島PARCO

名古屋PARCO

池袋PARCO

渋谷PARCO

新所沢PARCO

ひばりが丘PARCO

吉祥寺PARCO

調布PARCO

浦和PARCO

大丸東京店

松坂屋上野店

GINZA SIX

大丸京都店

大丸札幌店

札幌PARCO

仙台PARCO

福岡PARCO

博多大丸
福岡天神店

沖縄 サンエー浦添西海岸PARCO CITY

PARCO_ya上野
上野フロンティアタワー

錦糸町PARCO

大丸須磨店
大丸神戸店

大丸芦屋店

松坂屋高槻店

大丸大阪・梅田店

大丸大阪・心斎橋店
心斎橋PARCO

関西地区

関東地区

GINZA SIX（2017年4月開業）

心斎橋PARCO（2020年11月開業）

渋谷PARCO（2019年11月開業）

大丸大阪・心斎橋店本館（2019年9月開業）

大丸と松坂屋、パルコで 
日本全国の主要大都市をカバー

DATA

店舗（マップ）

J.フロント リテイリンググループは、北は北海道・札幌から南は九州・博多まで、 
全国の主要都市で店舗を展開しています。 
百貨店事業では、「大丸」と「松坂屋」を15店舗と「GINZA SIX」、 
SC事業では、ショッピングセンター「PARCO」を17店舗展開しています。 
当社グループは、全国主要都市にバランスよく展開された店舗資産を最大限に活用するとともに、 
さらなる成長を目指して出店・開発戦略を加速していきます。

 大丸
 松坂屋
 PARCO

（2023年6月30日現在）

関東地区

関西地区

Data
店舗 （マップ）
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大丸・松坂屋の店舗 （202３年6月30日現在） パルコの店舗 （202３年6月30日現在） 

大丸大阪･心斎橋店（売場面積 46,490m2） 大丸京都店（売場面積 50,830m2）

大丸大阪･梅田店（売場面積 64,000m2） 大丸神戸店（売場面積 50,656m2）

大丸東京店（売場面積 46,000m2） 大丸札幌店（売場面積 45,000m2）

松坂屋高槻店（売場面積 17,387m2）松坂屋名古屋店（売場面積 86,758m2）

松坂屋静岡店（売場面積 25,452m2）松坂屋上野店（売場面積 21,759m2） GINZA SIX（売場面積 47,000m2）

大丸下関店（売場面積 23,912m2）大丸須磨店（売場面積 13,076m2）

（株）高知大丸（売場面積 16,068m2）大丸芦屋店（売場面積 3,395m2）

（株）博多大丸・福岡天神店
（売場面積 44,192m2）

パリ駐在員事務所
21 rue Auber, 75009 Paris, France 
Phone : +33-1-4574-2151

大丸松坂屋百貨経営諮詢（上海）有限公司
Huaxin Haixin Building 13F Rm-15A1, 666 Fuzhou Rd, Shanghai 200001, China 
Phone : +86-21-6248-1538

Data
店舗 （写真）

海外駐在員事務所・現地法人

PARCO都市型店舗

PARCOコミュニティ型店舗

Values and Vision Value Creation Management Strategy Sustainability Governance

106 107

Data

名古屋PARCO
愛知県名古屋市中区栄3-29-1 
西館：地下1階–地上11階 
東館：地下1階–地上8階 
OPEN：1989.6.29 
南館：地下1階–地上10階 
OPEN：1998.11.6 
PARCO midi（パルコミディ）： 
地上1階–3階 
OPEN：2015.3.27

広島PARCO
広島県広島市中区本通10-1 
本館：地下1階–地上10階 
OPEN：1994.4.9 
新館：地下1階–地上9階
OPEN：2001.9.21

福岡PARCO
福岡県福岡市中央区天神2-11-1 
本館：地下1階–地上8階 
OPEN：2010.3.19 
新館：地下2階–地上6階 
OPEN：2014.11.13

心斎橋PARCO
大阪市中央区心斎橋筋1-8-3 
地下2階–地上14階 
OPEN：2020.11.20

札幌PARCO
北海道札幌市中央区南1条西3-3 
地下2階–地上8階 
OPEN：1975.8.24

仙台PARCO
宮城県仙台市青葉区中央1-2-3 
本館：地下1階–地上9階 
OPEN：2008.8.23 
仙台PARCO2：地上1階–9階 
宮城県仙台市青葉区中央3-7-5 
OPEN：2016.7.1

PARCO_ya上野
東京都台東区上野3-24-6 
地下1階–6階 
OPEN : 2017.11.4 
上野フロンティアタワー 
地上7-10階

池袋PARCO
東京都豊島区南池袋1-28-2 
本館：地下2階–地上8階 
OPEN：1969.11.23 
P’PARCO（ピーダッシュパルコ）： 
地下2階–地上8階 
OPEN：1994.3.10

浦和PARCO
埼玉県さいたま市浦和区 
東高砂町11-1 
地下1階–地上7階 
OPEN：2007.10.10

静岡PARCO
静岡県静岡市葵区紺屋町6-7 
地下1階–地上8階 
OPEN：2007.3.15

渋谷PARCO
東京都渋谷区宇田川町15-1 
地下1階–地上10階 
OPEN：1973.8.8 
REOPEN：2019.11.22

錦糸町PARCO
東京都墨田区江東橋4-27-14 
地下1階–地上7階 
OPEN：2019.3.16

吉祥寺PARCO
東京都武蔵野市吉祥寺本町1-5-1 
地下2階–地上8階 
OPEN：1980.9.21

調布PARCO
東京都調布市小島町1-38-1 
地下1階–地上10階 
OPEN：1989.5.25

松本PARCO
長野県松本市中央1-10-30 
地下1階–地上6階 
OPEN : 1984.8.23

新所沢PARCO
埼玉県所沢市緑町1-2-1 
P館：地下1階–地上5階 
L館：地下1階–地上4階 
OPEN : 1983.6.23

ひばりが丘PARCO
東京都西東京市ひばりが丘1-1-1 
地下1階–地上5階 
OPEN : 1993.10.8



Data
株式情報・会社情報

もっと、つながる。

ETAILING

RONT

108

株式情報・会社情報 （2023年2月28日現在） 

発行可能株式総数	：	1,000,000,000株
発行済株式の総数	：	270,565,764株
証券コード	 ：	3086
上場証券取引所	 ：	東京、名古屋
株主名簿管理人	 ：	三菱UFJ信託銀行株式会社
株主数	 ：	166,642名

株主名 所有株数 
（千株）

持株比率 
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 46,039 17.42
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 20,798 7.87
日本生命保険相互会社 9,828 3.72
J.フロント リテイリング共栄持株会 6,462 2.45
第一生命保険株式会社 4,012 1.52
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 3,825 1.45
JPモルガン証券株式会社 3,565 1.35
ＳＭＢＣ日興証券株式会社 3,387 1.28
株式会社SMBC信託銀行 

（株式会社三井住友銀行退職給付信託口） 3,204 1.21

日本証券金融株式会社 3,124 1.18

所有者別株式分布状況 株主数 
（名）

株式数 
（千株）

比率 
（%）

政府・地方公共団体 — — —
金融機関 63 99,294 36.70
金融商品取引業者 44 17,754 6.56
その他の法人 1,024 16,472 6.09
外国法人等 534 51,658 19.09
個人・その他 164,976 79,113 29.24
自己名義株式 1 6,272 2.32

※�持株比率は自己株式（6,272千株）を控除して計算しています。なお、当該自己株式には役員報酬BIP信託
が所有する当社株式は含めておりません。

商号	 ：	 J.フロント リテイリング株式会社
（英文表示）	 ：	 J.FRONT RETAILING  Co.,Ltd.
本店所在地	 ：	 東京都中央区銀座六丁目10番1号
事務所所在地	 ：	� 東京都港区港南一丁目2番70号  品川シーズンテラス（2022年8月29日移転）
設立	 ：	 2007年9月3日
資本金	 ：	 319億74百万円
グループ事業の概況	：	� 百貨店業、物品小売業、飲食店業、物品卸売業、輸出入業、各種建設工事の設計・監理および請負業、通信販売業、

クレジットカード業、労働者派遣事業、商品検査およびコンサルティング業、その他
従業員数（連結）	 ：	 5,115名（2023年2月28日現在）
		   （注）上記従業員のほかに、専任社員、有期雇用の嘱託およびパートナーが2,143名おります。

U R L	 ：	 https://www.j-front-retailing.com/

金融機関
36.70%

その他の法人
6.09%

金融商品取引業者
6.56%

外国法人等
19.09%

自己名義株式
2.32%

個人・その他
29.24%

株式の状況

会社概要

所有者別 
株式分布状況



この報告書は、植物油インキとFSC®認証紙を使用しています。
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	JFR_23(J)_特集_入稿用0828
	JFR_23(J)_リスクマネジメント_入稿用0828
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